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■ 「岩手県ふるさと振興総合戦略」に対応した事業はふると表示。「岩手県ふるさと振興総合戦略」

に対応する「地方創生推進交付金の活用予定事業一覧」は別表３を参照（P116） 

■ 「政策・プロジェクト推進費」による「いわて県民計画（2019～2028）」に掲げる 10 の政策

分野及び「新しい時代を切り拓くプロジェクト」の具体的推進に資する事業は政と表示。「政策・

プロジェクト推進費による事業一覧」は別表４を参照（P122） 

■  ３つの重点テーマ（人口の自然減・社会減対策、DX、グリーン社会）の推進に資する事業は 

重点と表示。 

  ３つの重点テーマに係る事業一覧は別表６～８を参照（P143） 

 

（１） 復興推進の取組  

Ⅰ 安全の確保 

【Ⅰ】１ 防災のまちづくり                   

【Ⅰ】1-① 災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域をつくります   

○ 広域防災拠点設備等整備費（復興防災部 12.0 百万円）【一部新規】 

大規模災害に備えた防災体制を構築するため、広域防災拠点への食糧等の備蓄及び広

域防災拠点配置計画等の見直し 

○ 放射線影響対策費（復興防災部 2.8 百万円） 

原発放射線影響対策を推進するため、放射線に関する情報発信や、東京電力による損

害賠償の実施に向け市町村等と連携した取組等を実施 

○ 再生可能エネルギー導入促進事業費 

（環境生活部 22.4 百万円）ふる  重点  

災害時においても一定のエネルギーを賄える自立・分散型エネルギー供給システムの

構築に向け、被災家屋等への太陽光発電の導入や市町村の計画策定等に対する支援を実

施（補助率：定額、補助対象：東日本大震災津波により、自ら居住していた家屋に被害

を受けた個人等） 

○ いわて男女共同参画プラン推進事業費（環境生活部 0.3 百万円）ふる  

男女共同参画の視点からの復興・防災に関する普及啓発の取組を実施 

○ 環境放射能水準調査費（環境生活部 4.1 百万円） 

原子力発電所事故に伴う放射性物質による影響を把握するため、県内に設置したモニ

タリングポストの測定結果をインターネット上でリアルタイムで公開するほか、県内の

河川等について放射性物質濃度の分析・公表を実施 

○ 放射線対策費（環境生活部 1.8 百万円） 

放射線影響に対する理解を深めるためのセミナーの開催や、除染に関する市町村への
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支援を実施（補助率：1/2、補助対象：市町村） 

○ 河川等災害復旧事業費（県土整備部 3,503.8 百万円） 

被災した河川の公共土木施設の災害復旧を実施 

 

Ⅱ 暮らしの再建 

【Ⅱ】１ 生活・雇用                      

【Ⅱ】1-④ 被災者の生活の安定と住環境の再建に向けて支援します   

○ 被災者生活支援事業費（復興防災部 39.7 百万円） 

いわて被災者支援センターにおいて、恒久的な住宅へ移行した後においても経済面や

生活設計などの課題を抱える被災者を支援 

○ 被災者住宅再建支援事業費補助（復興防災部 115.9 百万円） 

「持ち家」による住宅再建を促進するため、住宅が全壊する等の被害を受けた被災者

に対し、住宅の建設・購入に要する経費を市町村と共同で補助（補助率：定額、補助対

象：市町村） 

○ 三陸鉄道運営支援対策費（ふるさと振興部  152.5 百万円）ふる  

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するため、関係市町村と連携し、設備の維持管理等

に要する経費の補助等を実施（補助率：1/2、補助対象：三陸鉄道㈱） 

○ 三陸鉄道強化促進協議会負担金（ふるさと振興部  24.6 百万円）ふる  

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するため、関係市町村と連携した利用促進に加え、

三鉄沿線地域の魅力発信と誘客拡大のための事業を実施 

○ 三陸鉄道経営移管交付金（ふるさと振興部  169.9 百万円）ふる  

ＪＲ山田線移管後の三陸鉄道㈱の持続的な運営を確保するため、経営移管後に生じる

設備の維持管理等に要する経費に対して交付金を交付 

○ 地域バス交通支援事業費補助（ふるさと振興部 38.0 百万円）ふる  

住民生活の重要な移動手段であるバス路線の維持を図るため、市町村が行う生活交通

路線の確保に要する経費を補助（補助率：1/2、補助対象：市町村） 

○ 被災地通学支援事業費補助（ふるさと振興部 93.8 百万円）ふる  

「いわての学び希望基金」を活用し、被災地において、公共交通事業者が実施する高

校生等への通学費用の負担軽減支援に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：三

陸鉄道㈱、岩手県交通㈱、岩手県北自動車㈱、ＪＲバス東北㈱） 
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○ 三陸鉄道バリアフリー化設備等整備費補助  

（ふるさと振興部 50.0 百万円）【新規】ふる  

高齢者や障がい者等の移動の円滑化を図るため、三陸鉄道㈱が行う三陸鉄道宮古駅の

エレベーター設置に対し、市町村が支援を行う場合の経費に対する補助（補助率：定額、

補助対象：市町村） 

○ 災害復興住宅新築支援事業費（県土整備部 104.0 百万円） 

被災者の住宅再建を促進するため、新築工事の際にバリアフリー仕様や県産木材使用

の項目内容に基づき、資金の一部を補助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

 

【Ⅱ】1-⑤ 雇用の確保を図るとともに、就業を支援します                             

○ 事業復興型雇用確保事業費補助（商工労働観光部  100.6 百万円）ふる  

被災地の事業所が、被災求職者を雇用する場合に、雇入れに要する経費等を補助（補

助率：定額、補助対象：沿岸 12 市町村に所在する中小企業者に該当する事業所） 

 

【Ⅱ】２ 保健・医療・福祉                   

【Ⅱ】2-⑥ 災害に強く、質の高い保健・医療・福祉提供体制を整備します   

○ 被災地発達障がい児支援体制整備事業費（保健福祉部 20.0 百万円） 

被災した発達障がい児（者）への相談支援や関係施設、関係機関等に対する専門的な

助言・指導を実施するため、沿岸地域に専門職員（コーディネーター）を配置 

 

【Ⅱ】2-⑦ 健康の維持・増進を図るとともに、要保護児童を支援します  

○ 被災児童対策事業費（保健福祉部 57.4 百万円） 

被災児童を支援するため、こころのケアや、里親等の養育者や支援者への相談支援等

を実施 

○ 被災地こころのケア対策事業費（保健福祉部 405.3 百万円） 

被災者の精神的負担を軽減するため、「県こころのケアセンター」及び「地域こころ

のケアセンター」を運営し、長期にわたる継続した専門的ケアを実施 
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【Ⅱ】３ 教育・文化・スポーツ                 

【Ⅱ】3-⑧ きめ細かな学校教育を実践するとともに、教育環境の整備・充実を図ります   

○ 私立学校被災児童生徒等就学支援事業費補助  

（ふるさと振興部 50.1 百万円）ふる  

被災により就学等が困難となった私立学校の児童生徒等の負担軽減を図るため、学校

法人等が行う授業料等の減免に要する経費の一部を補助（補助率：定額、補助対象：学

校法人等） 

○ いわての学び希望基金大学等進学支援一時金給付事業費  

（ふるさと振興部 4.8 百万円）ふる  

東日本大震災津波で被災した高校生等が、経済的な理由により大学等への進学を断念

することのないよう、進学に伴い必要となる費用等の一部を給付（対象者：一定の所得

未満の世帯の私立高等学校等卒業生、対象見込人数：10 人） 

○ いわての学び希望基金教科書購入費等給付事業費 

（ふるさと振興部 7.8 百万円）ふる  

東日本大震災津波で被災したことにより生活の基盤を失った生徒に対して、学校生活

に必要な経費（高等学校入学に要する経費、教科書相当額、修学旅行費）を給付（対象

者：一定の所得未満の世帯の私立高等学校の生徒、対象見込人数：76 人） 

○ スクールカウンセラー等配置事業費（教育委員会  145.7 百万円）ふる  

東日本大震災津波により、心にダメージを受けた児童生徒を支援するため、臨床心理

士等を学校等に配置するほか、独自に心のケアに資する支援活動等を行う市町に対し、

その経費を補助（補助率：定額、補助対象：市町） 

○ いわての学び希望基金奨学金給付事業費  

（教育委員会 207.9 百万円）ふる  

東日本大震災津波で親を失った児童生徒等が、経済的な理由により就学を断念するこ

とのないよう、奨学金を給付（対象者：児童生徒等、対象者数見込：221 名） 

○ いわての学び希望基金教科書購入費等給付事業費  

（教育委員会 78.9 百万円）ふる  

東日本大震災津波で被災し、生活の基盤を失った生徒に対し、学校生活に必要な経費

（高等学校入学に要する経費、教科書相当額、修学旅行費）を給付（対象者：県内公立

高等学校等生徒等、対象者数見込：630 名） 

○ いわての学び希望基金大学等進学支援一時金給付事業費  

（教育委員会 85.5 百万円）ふる  

東日本大震災津波で被災した高校生等が、経済的な理由により大学等への進学を断念

することのないよう、進学に伴い必要となる費用の一部を給付（対象者：一定の所得未
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満の世帯の公立高等学校等卒業生、対象者数見込：150 名） 

○ いわての復興教育推進事業費 

（教育委員会 47.5 百万円）【一部新規】ふる（再掲） 

副読本やその内容を踏まえた絵本を活用しながら、全県的な復興教育を推進するとと

もに、「いわての復興教育プログラム」第３版と絵本の英語版を新たに作成し、国内外

に発信 

○ 学校安全総合支援事業費（教育委員会 7.5 百万円）ふる（再掲） 

児童生徒の安全に関する資質・能力の育成のため、学校・家庭・地域・関係機関が連

携し、防災教育及び安全教育の取組を実施 

○ 県立学校復興担い手育成支援事業費（教育委員会  17.4 百万円）ふる  

地域産業や復興を担う人材を育成し、生徒一人ひとりの進路の実現を支援するため、

東日本大震災津波により被災した沿岸地域の高校生を対象とした専門教科の実技講習

会や大学進学講座等を実施 

 

【Ⅱ】3-⑨ 文化芸術環境の整備や伝統文化などの保存と継承を支援します   

○ 被災地児童生徒文化芸術支援事業費（文化スポーツ部 0.9 百万円）ふる  

被災した沿岸部の子どもたちに対し、優れた文化芸術の鑑賞機会を与えるため、開催

場所までの移動用バスを提供 

○ 復興コンサートアーカイブ発信事業費 

（文化スポーツ部 0.9 百万円）【新規】ふる（再掲） 

復興支援を通じた著名な音楽家と本県との交流の記録を編集・保存し、県ホームペー

ジ等で公開・発信 

○ さんりく音楽交流促進事業費 

（文化スポーツ部 1.3 百万円）【新規】ふる（再掲） 

文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進するため、「さんりく音楽祭 2022」を開

催 

○ 被災ミュージアム再興事業費（教育委員会  485.8 百万円）ふる  

東日本大震災津波で被災した市の博物館等が所蔵する古文書や生物標本などの文化

財等の修復や安定的な保管を支援（補助率：定額、補助対象：市） 
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【Ⅱ】3-⑪ スポーツ・レクリエーション環境を整備するとともに、スポーツを生かした交流を促進します  

○ ラグビー県いわて推進事業費 

（文化スポーツ部 6.3 百万円）ふる  政（再掲） 

ラグビーワールドカップ 2019 岩手・釜石開催のレガシーを生かし、トップチームと

連携した県のＰＲ活動等、ラグビー県いわての定着に向けた取組を実施 

○ 野外活動センター管理運営費（教育委員会  2.2 百万円）ふる  

県立野外活動センターにおいて東日本大震災津波伝承館等近隣施設と連携した復興

及び防災教育に関する研修プログラムを実施 

 

【Ⅱ】４ 地域コミュニティ                    

【Ⅱ】4-⑫ 地域コミュニティの再生・活性化を支援します           

○ 被災地コミュニティ支援コーディネート事業費 

（復興防災部 20.4 百万円） 

市町村及び被災者支援を行う民間団体等の調整役となるコーディネーターを配置す

るなど、被災者の生活再建先におけるコミュニティ形成が円滑に進むよう市町村を支援 

○ 被災者の参画による心の復興事業費（復興防災部  18.1 百万円） 

被災者自身が参画し、活動する機会の創出等を通じ、被災者が生きがいをもって生活

することなどを支援する民間団体等の取組に要する経費を補助（補助率：定額、補助対

象：民間団体等） 

○ 新しい三陸復興のかけ橋推進費（ふるさと振興部  1.5 百万円）ふる  

県内外からの復興支援活動を促進させるため、首都圏を中心とした企業等との協働に

よる復興支援マッチングやネットワーク強化、復興関連情報の発信を実施 

○ ＮＰＯ等による復興支援事業費（環境生活部 28.7 百万円） 

多様な主体の協働による復興支援活動等を推進するため、活動経費の助成や担い手と

なるＮＰＯ等の運営基盤強化のための取組を実施（補助率：定額、補助対象：ＮＰＯ等） 

○ 生活福祉資金貸付事業推進費補助（保健福祉部 291.6 百万円） 

被災者が孤立を深めることがないよう、岩手県社会福祉協議会が配置する生活支援相

談員が行う見守り活動や相談支援等に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：岩

手県社会福祉協議会） 
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【Ⅱ】５ 市町村行政機能支援                  

【Ⅱ】5-⑬ 行政機能の向上を図ります                   

○ 復興まちづくり支援事業費（復興防災部 0.8 百万円）重点  

市町村が復興計画に基づく事業を実施するに当たって、必要に応じて市町村への技術

的な助言等を実施 

 

Ⅲ なりわいの再生 

【Ⅲ】１ 水産業・農林業                    

【Ⅲ】1-⑭ 漁業協同組合を核とした漁業、養殖業を構築します      

○ 栽培漁業推進事業費（農林水産部 278.9 百万円）ふる（再掲） 

栽培漁業資源の回復を図るため、種苗生産・放流の支援や、放流後の生残率を高める

適切な放流方法の指導等を実施（対象：アワビ種苗、補助率：10/10、補助対象：漁業

協同組合） 

○ さけ、ます増殖緊急強化対策事業費 

（農林水産部 49.5 百万円）【新規】ふる（再掲） 

サケ資源の回復を図るため、サケ稚魚の生産技術の開発、サクラマスの資源造成に向

けた研究等に加え、新たに大型で遊泳力の高い強靱なサケ稚魚の生産技術の現場実装を

支援（補助率：1/3 等、補助対象：さけ、ます増殖協会等） 

○ さけ資源緊急回復支援事業費補助 

（農林水産部 352.6 百万円）ふる（再掲） 

サケ資源の回復を図るため、親魚の確保等に要する経費を補助（補助率：10/10、補

助対象：さけ・ます増殖協会） 

○ 養殖業振興事業費 

（農林水産部 3.0 百万円）【一部新規】ふる  重点（再掲） 

養殖生産量の増大を図るため、新たにアサリを対象に加え、養殖生産技術の開発・普

及を行うほか、意欲ある漁業者の生産法人化や漁場利用の高度化など、漁業生産の効率

化を促進 
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【Ⅲ】1-⑮ 産地魚市場を核とした流通・加工体制を構築します      

○ いわて農林水産物海外プロモーション強化事業費  

（農林水産部 11.6 百万円）ふる（再掲） 

県産農林水産物の海外における知名度向上と販路の拡大を図るため、海外におけるプ

ロモーションや輸出拡大に向けた効率的な物流システムの構築を推進 

○ 質の高い水産物の安定確保対策事業費 

（農林水産部 1.0 百万円）ふる（再掲） 

沿岸漁船漁業者と水産加工事業者の経営改善を図るため、小型漁船漁業によるマイワ

シ試験操業や、高度衛生品質管理体制の確立、サワラ等の高鮮度輸送技術と鮮度の見え

る化による水産物の高付加価値化等を推進 

 

【Ⅲ】1-⑰ 地域特性を生かした生産性・収益性の高い農林業を実現します   

○ 食品放射性物質検査強化事業費（環境生活部 5.6 百万円） 

県民の食品の放射性物質汚染への不安解消のため、流通食品の放射性物質検査を実施

するとともに、市町村と連携し、野生山菜及び野生きのこ類の放射性物質検査を実施 

○ いわて三陸ガストロノミー推進事業費 

（農林水産部 8.2 百万円）ふる（再掲） 

「食」を核とした地域振興を図るため、三陸の「食」の魅力の発信に取り組むほか、

民間団体が主催する「食」をテーマとしたシンポジウムや交流会の開催等を支援 

○ 特用林産施設等体制整備事業費補助（農林水産部  86.8 百万円）ふる  

しいたけ生産者の経営基盤の強化を図るため、しいたけ原木等の生産資材の導入や簡

易ハウスの整備等に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

○ きのこ原木等処理事業費補助（農林水産部  23.7 百万円）ふる  

原木しいたけ産地の再生を図るため、使用自粛となったしいたけ原木及びほだ木の処

理や、落葉層除去等ほだ場の生産環境整備に要する経費を補助（補助率：定額、補助対

象：市町村） 

○ 特用林産物放射性物質調査事業費（農林水産部 63.1 百万円）ふる  

県産特用林産物の安全性の確保と風評被害の払拭のため、特用林産物の放射性物質調

査を実施 
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【Ⅲ】２ 商工業                         

【Ⅲ】2-⑱ 中小企業などの事業再開と経営力向上に向けた取組を支援します   

○ 地域基幹産業人材確保支援事業費（復興防災部 24.0 百万円）ふる  重点  

被災地の基幹産業である水産加工業の労働力不足の解消に向け、地域外からの人材確

保のための宿舎の整備及び女性が働きやすい職場環境の整備に要する経費の一部補助

等を実施（補助率：定額、補助対象：市町村） 

○ 沿岸地域起業者等成長支援事業費（復興防災部 11.0 百万円） 

被災地域において、復興まちづくりに合わせて新たなビジネスを立ち上げた事業者や、

販路回復・開拓等に積極的に取り組む事業者の成長等を支援するため、商工団体による

経営指導やクラウドファンディング活用に向けた助言等を実施（補助率：定額、補助対

象：岩手県商工会連合会） 

○ 沿岸地域基幹産業ＤＸ推進事業費（復興防災部 10.1 百万円）【新規】 

沿岸地域の基幹産業である水産加工業の高度化を図るため、事業者が行うＤＸ関連の

投資に対し市町村が補助する場合に、当該市町村に対し補助を実施（補助率：定額、補

助対象：市町村） 

○ 中小企業東日本大震災復興資金貸付金 

（商工労働観光部 36,503.4 百万円）ふる  

被災事業者に対して、事業の再建や経営の安定に必要な資金を貸付 

○ 中小企業被災資産復旧事業費補助（商工労働観光部 10.0 百万円）ふる  

沿岸市町村の産業復興を促進するため、市町村が行う被災事業者の施設等の復旧に対

する補助事業に要する経費を補助（補助率：1/2、補助対象：市町村） 

○ 中小企業等復旧・復興支援事業費（商工労働観光部 399.5 百万円）ふる  

被災事業者が一体となって復旧・復興を図る事業を行う場合に、国と県が連携して当

該事業に不可欠な施設等の復旧・整備に要する経費を補助（補助率：3/4、補助対象：

中小企業者等） 

○ いわて食の新商品開発支援事業費 

（商工労働観光部 6.4 百万円）ふる（再掲） 

岩手県産業創造アドバイザー等の派遣指導や、水産加工業をはじめとする食産業事業

者への相談会の開催等により、売れる商品づくりの取組を総合的に支援 

○ いわて新事業活動促進支援事業費補助 

（商工労働観光部 11.2 百万円）ふる  

三陸沿岸地域の水産加工業をはじめとする食産業事業者の新たな事業活動を促進す

るため、中小機構及び県内金融機関と連携した「いわて希望応援ファンド」を活用し、

運用益と合わせた補助事業を実施（補助率：定額、補助対象：（公財）いわて産業振興
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センター） 

○ いわて食の販路拡大事業費（商工労働観光部 12.9 百万円）ふる（再掲） 

県内食産業事業者の販路拡大を図るため、県内外での食の商談会やフェアを開催 

○ 国際経済交流推進事業費（商工労働観光部  10.8 百万円）ふる（再掲） 

県内企業の海外展開を推進するため、海外における県産品の販路拡大や海外ビジネス

展開を支援 

 

【Ⅲ】2-⑲ 産業の再生やものづくり産業などの振興を図ります        

○ 沿岸地域起業者等成長支援事業費（復興防災部 11.0 百万円）（再掲） 

被災地域において、復興まちづくりに合わせて新たなビジネスを立ち上げた事業者や、

販路回復・開拓等に積極的に取り組む事業者の成長等を支援するため、商工団体による

経営指導やクラウドファンディング活用に向けた助言等を実施（補助率：定額、補助対

象：岩手県商工会連合会） 

○ 海洋研究学びの場創出推進事業費（ふるさと振興部 2.0 百万円）ふる  

次代の海洋科学技術を担う人材を育成するため、三陸沿岸地域の子ども達に調査船特

別公開や特別授業等の最先端の海洋研究に触れる機会を提供 

○ ものづくりＤＸシステム導入支援強化事業費  

（商工労働観光部 17.4 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

県内ものづくり企業のＤＸを推進するため、県工業技術センターを活用し、高度デジ

タル技術者の育成、デジタル技術による生産の高度化や共同研究など、重点的な企業支

援を通じて、モデル事例の創出を推進 

○ ＩＬＣ推進事業費（ＩＬＣ推進局 110.8 百万円）【一部新規】ふる  政  

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現に向け、研究者や関係団体等と連携、協力し、

建設準備に必要となる具体的な調査検討や県内企業の加速器関連技術の開発支援、国内

外への情報発信等の取組を推進 

 

【Ⅲ】３ 観光                           

【Ⅲ】3-⑳ 観光資源の再生を支援するとともに、新たな魅力を創造します   

○ 復興情報発信事業費（復興防災部 18.2 百万円）【一部新規】 

県内外の多様な主体と連携し復興を推進するため、「復興フォーラム」や「伝承館開

館３周年・震災語り部ガイドサミット」の開催、東日本大震災津波伝承館を拠点とした

事実・教訓の伝承と発信、国内外へのいわての復興情報の発信を実施 
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○ いわて復興応援隊活動推進事業費（ふるさと振興部 48.2 百万円）ふる  

被災地の復興や地域振興を担う「いわて復興応援隊」の受入れを実施し、地域の活性

化や将来の人材定着につなげる取組を推進 

 

【Ⅲ】3-㉑ 復興の動きと連動した全県的な誘客を促進します      

○ 三陸観光地域づくり推進事業費 

（商工労働観光部 37.1 百万円）【一部新規】ふる（再掲） 

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域の観光情報の発信や観光資源を生かした周遊

型滞在の仕組みづくりを行うとともに、減少した観光需要を喚起するため、教育旅行を

対象とするバス運行支援を実施（補助率：定額、補助対象：旅行会社） 

 

Ⅳ 未来のための伝承・発信 

【Ⅳ】１ 事実・教訓の伝承                      

【Ⅳ】1-㉒ 教訓を伝承する仕組みづくりを推進します              

○ 東日本大震災津波伝承館管理費（復興防災部 103.3 百万円）（再掲） 

東日本大震災津波伝承館の施設管理、展示解説、企画展示及び震災教育等の事業を実

施 

○ 震災津波関連資料収集・活用等推進事業費  

（復興防災部 45.5 百万円）【一部新規】（再掲） 

東日本大震災津波の事実を踏まえた教訓を今後の国内外の防災学習等に生かすため、

「いわて震災津波アーカイブ～希望～」のシステム改修を行うとともに、震災津波関連

の記録を蓄積し、その活用を促進 

 

【Ⅳ】1-㉓ 防災・復興を支える人づくりを推進します            

○ いわての復興教育推進事業費 

（教育委員会 47.5 百万円）【一部新規】ふる（再掲） 

副読本やその内容を踏まえた絵本を活用しながら、全県的な復興教育を推進するとと

もに、「いわての復興教育プログラム」第３版と絵本の英語版を新たに作成し、国内外

に発信 

○ 学校安全総合支援事業費（教育委員会 7.5 百万円）ふる（再掲） 

児童生徒の安全に関する資質・能力の育成のため、学校・家庭・地域・関係機関が連
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携し、防災教育及び安全教育の取組を実施 

○ 野外活動センター管理運営費（教育委員会  2.2 百万円）ふる（再掲） 

県立野外活動センターにおいて東日本大震災津波伝承館等近隣施設と連携した復興

及び防災教育に関する研修プログラムを実施 

 

【Ⅳ】２ 復興情報発信                     

【Ⅳ】2-㉔ 復興の姿を重層的に発信します               

○ いわて情報発信強化事業費（政策企画部 7.6 百万円） 

「復興に取り組む岩手の姿」と「岩手の魅力」を発信し、震災を風化させず、復興へ

の継続的な支援に繋げる広報を展開 

○ 復興情報発信事業費（復興防災部 18.2 百万円）【一部新規】（再掲） 

県内外の多様な主体と連携し復興を推進するため、「復興フォーラム」や「伝承館開

館３周年・震災語り部ガイドサミット」の開催、東日本大震災津波伝承館を拠点とした

事実・教訓の伝承と発信、国内外へのいわての復興情報の発信を実施 

○ 復興コンサートアーカイブ発信事業費 

（文化スポーツ部 0.9 百万円）【新規】ふる（再掲） 

復興支援を通じた著名な音楽家と本県との交流の記録を編集・保存し、県ホームペー

ジ等で公開・発信 

○ さんりく音楽交流促進事業費 

（文化スポーツ部 1.3 百万円）【新規】ふる（再掲） 

文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進するため、「さんりく音楽祭 2022」を開

催 
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（２） 「１０の政策分野」に基づく取組の推進 

Ⅰ 健康・余暇  

健康寿命が長く、いきいきと暮らすことができ、また、自分らしく自由な時間を

楽しむことができる岩手の実現に向けた取組を展開します。 

《Ⅰ》１ 生涯にわたり心身ともに健やかに生活できる環境をつくります 

○ 健康いわて 21 プラン推進事業費（保健福祉部 13.3 百万円）ふる  

県民が一体となった健康づくりを進めるため、健康いわて 21 プラン（第２次）の周

知や推進協議会の開催、同プランの評価等を目的とした「県民生活習慣実態調査」を実

施 

○ 生活習慣病重症化予防推進事業費（保健福祉部 15.4 百万円）ふる  

がんや脳卒中・心疾患のり患情報の登録・分析、がん検診等の受診率向上のための県

民への普及啓発等を実施 

○ 循環器病等予防緊急対策事業費（保健福祉部 17.7 百万円）【新規】ふる  

脳卒中など循環器病等の発症予防、早期発見、重症化予防を推進するため、生活習慣

の改善や県民機運の醸成、活動リーダーの養成、取組モデルの提示、検診受診率向上に

向けた取組等を推進 

○ 健幸づくりプロジェクト推進費 

（保健福祉部 9.9 百万円）【新規】ふる  政  重点  

医療等ビッグデータの分析結果等を活用し、市町村支援や県民の行動変容を促す情報

発信等を実施 

○ 受動喫煙対策促進費（保健福祉部 0.9 百万円）ふる  

望まない受動喫煙を防止するため、受動喫煙による健康影響等について普及啓発等を

行うとともに、多数の者が利用する施設等における受動喫煙防止措置を徹底 

○ 依存症対策推進事業費（保健福祉部 2.4 百万円）【新規】ふる  

依存症患者、依存症に関連する問題を有する者、依存症が疑われる者、依存症になる

リスクを有する者及びその家族等に対する包括的な支援体制を整備 

○ 自殺対策緊急強化事業費（保健福祉部 77.3 百万円）ふる  

民間団体や市町村が実施する自殺対策に係る取組を支援するとともに、相談支援体制

の整備、人材養成、普及啓発等を実施（補助率：1/2・2/3・10/10、補助対象：市町村

等） 

○ 自殺対策事業費（保健福祉部 34.3 百万円）【一部新規】 

新型コロナウイルス感染症対策として相談体制の充実を図る民間団体や市町村への
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補助のほか、働き盛り世代への対策強化として、職域団体等へのゲートキーパー研修を

強化（補助率：3/4・10/10、補助対象：市町村等） 

 

《Ⅰ》２ 必要に応じた医療を受けることができる体制を充実します    

○ 医師確保対策事業費（保健福祉部 1,166.3 百万円）ふる  

医師の確保を図るため、医学部に入学する岩手県出身者に対する修学資金の貸付や、

自治医科大学、岩手県国民健康保険団体連合会等が行う医師養成事業等に対する助成の

ほか、医学部進学者数の拡大や、奨学金養成医師の地域定着を図る取組、県立病院が行

う医師奨学金貸付への補助を実施（補助率：1/2・定額、補助対象：県立病院） 

○ 看護師等修学資金貸付金（保健福祉部 207.7 百万円）ふる  

県内の看護職員の就業・定着を促進するため、看護師等学校養成所に在学する学生に

対し修学資金を貸付 

○ 看護職員等処遇改善事業費（保健福祉部 242.6 百万円）【新規】ふる  

新型コロナウイルス感染症対応と少子高齢化への対応が重なる最前線で働く看護職

員等の収入の引上げに要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：地域でコロナ医療

など一定の役割を担う医療機関） 

○ 地域保健医療推進費（保健福祉部 5.0 百万円） 

地域医療構想をはじめ、医療計画の推進に向けて、構想区域（二次保健医療圏）ごと

に設置する調整会議等において関係者との協議を実施 

○ 緩和ケア等啓発推進事業費（保健福祉部 11.0 百万円）ふる  

がん患者や家族の療養生活の質の維持向上を図るため、緩和ケア従事者の育成、がん

患者等への支援や情報提供、医療用ウィッグ購入費用の補助等を実施（補助率 1/2、補

助対象：市町村）するほか、若年がん患者の妊よう性温存に対する助成を実施 

○ 小児科救急医療体制整備事業費 

（保健福祉部 33.5 百万円）【一部新規】ふる  

小児救急医療体制を確保するため、連携支援システムの運営、電話相談等の委託及び

受入体制整備に対する補助を実施（補助率：10/10、補助対象：盛岡赤十字病院、盛岡

医療センター） 

○ 周産期医療対策費（保健福祉部 303.7 百万円）ふる  

総合的な周産期医療体制を整備し、安心して子どもを生み育てることができる環境づ

くりを推進するため、周産期母子医療センターの運営支援（補助率：2/3、補助対象：

周産期母子医療センター）や周産期医療施設設備整備（補助率：2/3、補助対象：総合

周産期母子医療センター）を実施 
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○ 災害拠点病院施設設備整備費補助（保健福祉部 9.7 百万円）【新規】ふる  

救命救急センターの機能を有する災害拠点病院の災害対応に要する資機材の更新経

費を補助（補助率：定額、補助対象：災害拠点病院） 

○ 医療施設近代化施設整備費補助（保健福祉部 552.0 百万円）ふる  

患者の療養環境及び医療従事者の職場環境の改善等を図るため、民間病院の建替え等

に要する経費を補助（補助率：1/3、補助対象：医療機関） 

○ 病床転換施設設備整備費補助（保健福祉部  85.0 百万円）ふる  

病床の機能分化、連携を推進し、急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサ

ービスを地域において総合的に確保するため、病院が行う病床転換に必要な施設設備の

整備等に要する経費を補助（補助率：1/2、補助対象：病院） 

○ 歯科医療提供体制構築推進事業費（保健福祉部 0.2 百万円）【新規】ふる  

歯科医療提供体制検討委員会（仮称）を設置し、地域の実情を踏まえた協議・検討を

実施 

○ 妊産婦支援事業費（保健福祉部 3.8 百万円）ふる  重点  

安心して出産できる環境を整備するため、ハイリスク妊産婦の通院等に対し支援する

市町村への補助を実施（補助率：1/2、補助対象：市町村） 

○ 産科診療所開設等支援事業費補助（保健福祉部 59.7 百万円）ふる  

身近な地域で安心して出産できる環境の整備に要する経費を補助（補助率：1/2、補

助対象：分娩取扱診療所）するとともに、分娩取扱診療所がない市町村における新規開

設等の場合については、国庫補助対象設備以外の設備整備に係る経費を補助（補助率：

定額、補助対象：分娩取扱診療所） 

○ 地域医療情報発信事業費（保健福祉部 6.2 百万円）ふる  

医師の不足と偏在の解消に向けた「地域医療基本法」制定の提言や他県と連携した国

への働きかけ、県民に向けた適正受診の重要性等に係る普及啓発などの地域医療の確保

に係る情報発信事業を実施 

○ アドバンスケアプランニング普及啓発事業費  

（保健福祉部 3.9 百万円）ふる  

患者の意思を尊重した医療・ケアの提供体制を整備するため、患者が家族等や医療・

ケアチームと人生最終段階の医療・ケア等について話しあうプロセスである「アドバン

スケアプランニング」の普及啓発を実施 

○ 在宅医療推進費（保健福祉部 12.7 百万円）ふる  

在宅（介護施設を含む）療養者が安心して生活することができるよう、地域の実情に

合わせた在宅医療介護の提供体制を構築（補助率：定額、補助対象：市町村等） 

○ 骨髄バンク促進事業費（保健福祉部 0.9 百万円） 

ドナー登録者数の増加による骨髄提供の機会の確保を図るため、ドナー登録説明員の
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養成や制度の周知を実施するとともに、市町村が行う骨髄等の提供を行った者又は事業

所への助成に要する経費を補助（補助率 1/2、補助対象：市町村） 

○ 分娩前感染症検査費（保健福祉部 11.4 百万円） 

基礎疾患又は強い不安を抱える妊婦が希望する場合に、分娩前ＰＣＲ検査を受けるた

めの費用を支援（補助率：定額、補助対象：妊婦） 

○ 感染症予防費（ＰＣＲ検査、入院措置、受診・相談センター） 

（保健福祉部 1,070.3 百万円） 

医療機関等のＰＣＲ検査料や新型コロナウイルス感染症患者の入院医療費等を負担

するとともに、有症状者の受診相談や一般相談に適切に対応するため、受診・相談セン

ターを設置・運営 

○ 結核・感染症サーベイランス事業費（保健福祉部  399.9 百万円） 

行政検査体制の充実を図るため、県環境保健研究センター用の新型コロナウイルス検

査資器材等を購入 

○ 新型コロナウイルス感染症入院施設等確保事業費補助  

（保健福祉部 16,758.1 百万円） 

新型コロナウイルス感染症患者用の病床を確保する医療機関に対し病床確保に要す

る経費を補助（補助率：定額、補助対象：新型コロナウイルス感染症患者入院医療機関

等） 

○ 新型コロナウイルス感染症軽症者等宿泊療養事業費 

（保健福祉部 4,356.6 百万円） 

軽症の新型コロナウイルス感染症患者の宿泊療養施設を確保 

○ 新型インフルエンザ患者入院医療機関等設備整備費補助  

（保健福祉部 1,776.9 百万円） 

医療機関が行う外来診療体制の拡充と入院診療提供を行うために必要な資器材の整

備に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：医療機関） 

○ 新型コロナウイルス感染症対応医療従事者危険手当支給費補助  

（保健福祉部 268.8 百万円） 

新型コロナウイルス感染症入院患者受入医療機関の負担軽減と医療従事者の待遇向

上のため、医療機関が行う危険手当支給に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：

新型コロナウイルス感染症患者入院医療機関） 

 

《Ⅰ》３ 介護や支援が必要になっても、住み慣れた地域で安心して生活できる環境をつくります    

○ 重層的支援体制整備事業費（保健福祉部 155.6 百万円）ふる  

複雑化、複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、市町村
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における重層的支援体制整備事業の実施を支援（補助率：12.5/100～1/3、補助対象：

市町村） 

○ 生活困窮者自立支援事業費 

（保健福祉部 113.5 百万円）【一部新規】ふる  

生活困窮者の自立を支援するため、相談窓口を設置し就労準備支援や子どもの学習・

生活支援等を実施するとともに、支援ニーズの拡大に対応するため家計改善支援を充実 

○ 成年後見推進支援事業費（保健福祉部 17.7 百万円）【一部新規】ふる  

成年後見制度の利用促進を図るため、コーディネーターの配置や新たに設置するアド

バイザーの派遣等により地域ネットワークの構築を支援するとともに、成年後見を担う

人材を育成 

○ 災害派遣福祉チーム派遣体制強化事業費  

（保健福祉部 6.0 百万円）【一部新規】ふる  

災害時に要配慮者の支援を行う「災害派遣福祉チーム」の派遣体制を強化するため、

チーム員の養成及びスキルアップ研修を行うほか、災害時の派遣調整等を行うコーディ

ネーターを配置 

○ 生活福祉資金貸付事業推進費補助（保健福祉部 114.1 百万円）【継続】 

岩手県社会福祉協議会に対して特例貸付（新型コロナウイルス感染症の影響による休

業等により収入が減少した世帯を対象）の実施に要する経費を補助（補助率：定額、補

助対象：岩手県社会福祉協議会） 

○ 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金給付事業費  

（保健福祉部 34.9 百万円）【新規】 

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化に伴い、総合支援資金等の特例貸付を終了

した世帯等に対し、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金を支給 

○ 地域包括ケアシステム基盤確立事業費（保健福祉部 21.9 百万円）ふる  

地域包括ケアシステムの構築に向けた介護保険法に基づく市町村の取組の円滑な実

施と安定的な運営を確保するため、関係団体と連携を図り、市町村等への支援を実施 

○ 認知症対策等総合支援事業費（保健福祉部  46.4 百万円）ふる  

認知症に対する正しい知識と理解の啓発、認知症の人やその家族に対する支援体制構

築のため、認知症サポーター等の養成や相談対応を行うほか、介護・医療従事者向け研

修の実施、認知症疾患医療センターの運営を中心とした診療・ケア体制の整備、研修派

遣への補助（補助率 1/2、補助対象：研修受講者）を実施 

○ 高齢者及び障がい者にやさしい住まいづくり推進事業費補助  

（保健福祉部 17.1 百万円）ふる  

要介護高齢者や重度身体障がい者の在宅での自立した生活を支援するとともに、介護

者の負担軽減を図るため、市町村が行う住宅改修に対する助成に要する経費を補助（補
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助率：1/2、補助対象：市町村） 

○ 地域密着型サービス施設等整備事業費補助 

（保健福祉部 377.0 百万円）ふる  

地域の介護ニーズに対応するため、市町村が行う地域密着型サービス等の施設整備事

業に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

○ 介護施設等応援職員派遣調整事業費（保健福祉部  1.9 百万円） 

介護施設等で新型コロナウイルス感染症が発生した場合に備え、他の施設等から応援

職員を派遣する相互応援システムを構築 

○ 介護施設等簡易陰圧装置設置事業費補助（保健福祉部 110.8 百万円） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大のリスクを低減するため、陰圧装置の設置や簡

易的なダクト工事等に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

○ みたけの杜整備事業費（保健福祉部 790.6 百万円）ふる  

老朽化及び狭隘化が著しいみたけの園について、同敷地内で改築整備を実施 

○ 障がい福祉サービス支援事業費補助（保健福祉部  2.6 百万円） 

新型コロナウイルス感染症対策を図りながら障害福祉サービス等を継続して提供で

きるよう、通常の障害福祉サービスの提供時では想定されないかかり増し経費等を補助

（補助率：定額、補助対象：社会福祉法人等） 

○ 障害者支援施設等応援職員派遣調整事業費（保健福祉部 0.5 百万円） 

障害者施設等で新型コロナウイルス感染症が発生した場合に備え、他の施設から応援

職員を派遣する相互応援システムを構築 

○ 障がい者就労・社会参加支援事業費（保健福祉部  15.3 百万円）ふる  

就労継続支援事業所等を対象に、販路拡大や企業等と事業所との業務受注に向けたマ

ッチング支援、企業等への就労に関する取組の理解促進など、工賃向上に向けた総合的

な支援を行う、いわて障がい者就労支援センターを設置   

○ 介護人材マッチング支援事業費（保健福祉部 46.7 百万円）ふる  

介護人材の確保を図るため、支援員を配置し、求職者と事業所のマッチングや介護施

設を見学するバスツアー、介護未経験者に対する入門的研修等を実施 

○ 介護従事者確保事業費補助（保健福祉部 12.7 百万円）ふる  

介護人材確保のため、市町村等が行う人材確保に係る事業に要する経費を補助（補助

率：1/2・10/10、補助対象：市町村・関係団体等） 

○ 障がい福祉職員処遇改善事業費 

（保健福祉部 1,100.3 百万円）【新規】ふる  

新型コロナウイルス感染症対応と少子高齢化への対応が重なる最前線で働く障がい

福祉職員等の収入の引上げに要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：一定の要件

を満たす障がい福祉サービス事業所等） 
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○ 介護職員処遇改善事業費（保健福祉部 3,367.6 百万円）【新規】ふる  

新型コロナウイルス感染症対応と少子高齢化への対応が重なる最前線で働く介護職

員等の収入の引上げに要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：一定の要件を満た

す介護事業所等） 

○ 社会的養護従事者処遇改善事業費（保健福祉部 32.8 百万円）ふる  

新型コロナウイルス感染症対応と少子高齢化への対応が重なる最前線で働く社会的

養護施設等職員の収入の引上げに要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：児童養

護施設等） 

○ 介護ロボット等導入支援事業費（保健福祉部 152.1 百万円）【一部新規】 

新型コロナウイルス感染症対応で業務負荷が増えている介護職員の更なる負担軽減

や業務効率化を図るため、介護ロボット等の導入のほか、効果的な導入計画策定等に係

る経費を補助（補助率：定額、補助対象：介護施設・事業所） 

 

《Ⅰ》４ 幅広い分野の文化芸術に親しみ、生涯を通じてスポーツを楽しむ機会を広げます    

○ いわてアーツコンソーシアム推進事業費  

（文化スポーツ部 8.0 百万円）【新規】ふる  政（再掲） 

文化芸術を生かしたまちづくりを進めるため、官民一体による文化芸術推進体制の構

築等を推進 

○ 復興コンサートアーカイブ発信事業費 

（文化スポーツ部 0.9 百万円）【新規】ふる  

復興支援を通じた著名な音楽家と本県との交流の記録を編集・保存し、県ホームペー

ジ等で公開・発信 

○ いわて文化芸術王国構築事業費（文化スポーツ部  1.1 百万円）ふる  

本県の特色ある文化資源について、広く発信するため、ホームページ「いわての文化

情報大事典」を運営 

○ 文化芸術振興基盤強化事業費（文化スポーツ部 3.6 百万円）ふる（再掲） 

県内の文化芸術活動を推進するため、「文化芸術コーディネーター」を配置 

○ 岩手芸術祭開催費（文化スポーツ部 14.8 百万円）ふる  

県民の文化芸術活動の発表の場と鑑賞の機会を確保するため、本県における文化芸術

の祭典「岩手芸術祭」を開催 

○ 岩手芸術祭地域活性化魅力発信事業費 

（文化スポーツ部 5.0 百万円）ふる  

県民が文化芸術に親しむ機会の充実を図るため、文化芸術団体と連携して、文化芸術

イベントを開催 
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○ さんりく音楽交流促進事業費 

（文化スポーツ部 1.3 百万円）【新規】ふる（再掲） 

文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進するため、「さんりく音楽祭 2022」を開

催 

○ 文学の国いわて推進事業費（文化スポーツ部 2.0 百万円）ふる（再掲） 

本県における文芸活動の振興を図るため、本県ゆかりの作家による講演会等を開催す

るとともに、若年層を対象とした専門家による技術指導等を実施 

○ いわて文化芸術活動支援事業費補助 

（文化スポーツ部 12.0 百万円）ふる  

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている県内文化芸術団体等の活動継続・再開

に要する経費の一部を補助（補助率：2/3・上限 150 万円、補助対象：県内文化芸術団

体等） 

○ 文化施設ＤＸ利用促進事業費 

（文化スポーツ部 1.2 百万円）【新規】ふる  政  重点  

県民会館・公会堂の利用者の利便性の向上及び利用者の拡大を図るため、予約システ

ムを開発 

○ いわての文化国際交流推進事業費 

（文化スポーツ部 6.5 百万円）【新規】ふる  政  重点  

本県の文化資源を生かした映像の制作による国内外への情報発信や、「マンガ」を活

用した海外との文化交流を実施 

○ マンガ郷いわて推進事業費（文化スポーツ部 13.3 百万円）ふる  

国内外で注目度が高い「マンガ」を活用し、伝統芸能、工芸、食文化など本県の魅力

を発信 

○ 障がい者芸術活動支援事業費（文化スポーツ部 8.2 百万円）ふる  

障がい者の文化芸術活動を支援する人材の育成や、関係者のネットワーク形成を図る

ため、「障がい者芸術活動支援センター」による支援活動を実施 

○ いわてアール・ブリュット魅力発信事業費  

（文化スポーツ部 6.5 百万円）【一部新規】ふる  

県民のアール・ブリュットへの関心を高めるとともに、アール・ブリュット作家の創

作意欲の醸成を図るため、県内及び首都圏における作品展示の開催や県民への普及啓発

事業を実施 

○ いわてスポーツプラットフォーム推進事業費 

（文化スポーツ部 5.3 百万円）【新規】ふる  政（再掲） 

スポーツの力による健康社会の実現と人的・経済的交流に取り組むため、官民一体に

よるスポーツ推進体制の構築等を推進 
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○ 生涯スポーツ推進費（文化スポーツ部 11.6 百万円）ふる  

県民が生涯にわたってスポーツを楽しめる環境を整備するため、総合型地域スポーツ

クラブの育成や指導者養成、各種スポーツイベント開催等の取組を実施 

○ 高齢者スポーツ活動振興事業費（文化スポーツ部  24.7 百万円）ふる  

高齢者の生きがいと健康づくりを推進するため、（公財）いきいき岩手支援財団が実

施する健康と福祉のまつり事業（スポーツ活動）や、ねんりんピック選手派遣等に要す

る経費を補助（補助率：定額、補助対象：（公財）いきいき岩手支援財団） 

○ 盛岡南公園野球場（仮称）整備事業費負担金  

（文化スポーツ部 1,503.8 百万円）ふる  

県と盛岡市の共同事業として、盛岡南公園野球場（仮称）の整備を推進 

○ スポーツ施設ＤＸ利用促進事業費 

（文化スポーツ部 2.9 百万円）【新規】ふる  政  重点  

県営スポーツ施設の利用者の利便性の向上及び利用者の拡大を図るため、予約システ

ムを開発 

○ スポーツ医・科学サポート事業費 

（文化スポーツ部 26.6 百万円）ふる（再掲） 

本県選手の競技力向上と県民の健康増進を図るため、スポーツ医・科学に基づく各種

研修会の開催、競技団体等へのトレーナー派遣等を実施 

○ ラグビー県いわて推進事業費 

（文化スポーツ部 6.3 百万円）ふる  政（再掲） 

ラグビーワールドカップ 2019 岩手・釜石開催のレガシーを生かし、トップチームと

連携した県のＰＲ活動等、ラグビー県いわての定着に向けた取組を実施 

○ 障がい者スポーツ振興事業費（文化スポーツ部 22.6 百万円）ふる  

障がい者スポーツの振興を図るため、スポーツ教室や大会の開催を通じた参加機会の

提供や研修会による指導者養成等を実施 

○ インクルーシブスポーツ推進事業費 

（文化スポーツ部 2.1 百万円）【新規】ふる  政  

障がいのある人もない人も共に楽しめる共生社会型スポーツの充実を図るため、指導

者の育成、競技体験会、交流大会等を実施 

○ 超人スポーツ推進事業費（文化スポーツ部  0.7 百万円）ふる  

障がいの有無等に関わらず、様々な人が楽しめる岩手発の「超人スポーツ」を体験す

るためのワークショップを開催 
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《Ⅰ》５ 生涯を通じて学び続けられる場をつくります       

○ 野外活動センター管理運営費（教育委員会  104.6 百万円）ふる  

野外活動の普及奨励を図り、青少年の心身の健全な発達に寄与するため、様々な研修

プログラムを実施 

 

Ⅱ 家族・子育て 

家族の形に応じたつながりや支え合いが育まれ、また、安心して子育てをするこ

とができる岩手の実現に向けた取組を展開します。 

《Ⅱ》６ 安心して子どもを生み育てられる環境をつくります    

○ 私立高等学校等授業料等減免補助（ふるさと振興部 39.2 百万円）ふる  

私立高等学校等の児童生徒の負担軽減を図るため、学校法人が行う私立高等学校等就

学支援金の国の交付額を超えた授業料等の減免に要する経費等の一部を補助（補助率：

定額、補助対象：学校法人等） 

○ 私立高等学校専攻科等生徒修学支援費補助  

（ふるさと振興部 18.3 百万円）ふる  

私立高等学校等専攻科の生徒の負担軽減を図るため、専攻科支援金を支給（補助率：

定額、補助対象：私立高等学校等専攻科の生徒） 

○ 私立専修学校専門課程授業料等減免補助  

（ふるさと振興部 292.8 百万円）ふる  

私立専修学校専門課程の生徒の経済的負担の軽減を図るため、学校設置者が行う授業

料等減免に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：私立専修学校専門課程の設置

者） 

○ 岩手であい・幸せ応援事業費 

（保健福祉部 38.1 百万円）【一部新規】ふる  政  重点  

“いきいき岩手”結婚サポートセンターによるマッチング支援、従業員への結婚支援

に関心がある企業との連携によるイベント開催など、出会いや結婚を希望する県民への

総合的な支援を実施 

○ いわてで家族になろうよ未来応援事業費  

（保健福祉部 50.9 百万円）【一部新規】ふる  政  重点  

新婚世帯等に向けたライフプランセミナーの開催や、市町村が行う新婚世帯に対する

新居住居費用等の助成、結婚を考える世代が働く企業への情報発信など、結婚等に対す
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る取組への支援を実施 

○ いわてで生み育てる県民運動推進費 

（保健福祉部 10.0 百万円）【新規】ふる  重点  

安心して子どもを生み育てられる環境を整備するため、社会全体で子育て支援を行う

意識の啓発や機運の醸成を図る県民運動等を実施 

○ 周産期医療対策費（保健福祉部 303.7 百万円）ふる（再掲） 

総合的な周産期医療体制を整備し、安心して子どもを生み育てることができる環境づ

くりを推進するため、周産期母子医療センターの運営支援（補助率：2/3、補助対象：

周産期母子医療センター）や周産期医療施設設備整備（補助率：2/3、補助対象：総合

周産期母子医療センター）を実施 

○ 妊産婦支援事業費（保健福祉部 3.8 百万円）ふる  重点（再掲） 

安心して出産できる環境を整備するため、ハイリスク妊産婦の通院等に対し支援する

市町村への補助を実施（補助率：1/2、補助対象：市町村） 

○ 小児科救急医療体制整備事業費 

（保健福祉部 33.5 百万円）【一部新規】ふる（再掲） 

小児救急医療体制を確保するため、連携支援システムの運営、電話相談等の委託及び

受入体制整備に対する補助を実施（補助率：10/10、補助対象：盛岡赤十字病院、盛岡

医療センター） 

○ 生涯を通じた女性の健康支援事業費 

（保健福祉部 8.2 百万円）【一部新規】ふる  政  重点  

生涯を通じた女性の健康の保持増進を図るため、各種の健康教育事業、健康支援、不

妊専門相談等の事業を実施するほか、県内の高校生、大学生の年代が妊娠・不妊の正し

い知識を得る機会を提供するため、普及啓発冊子の配布を実施 

○ 産後ケア利用促進事業費補助 

（保健福祉部 7.6 百万円）【新規】ふる  政  重点  

産後ケア事業の利用者の経済的負担を軽減し、支援を必要とする者が適切な支援を受

けられる体制を整備（補助率：定額、補助対象：市町村） 

○ いわての子育て支援情報発信事業費 

（保健福祉部 2.4 百万円）ふる  政  重点  

新たに構築するポータルサイト・アプリを活用し、子育て支援情報に関するプッシュ

型の情報発信を展開 

○ 保育対策総合支援事業費（保健福祉部 132.3 百万円）ふる  

保育士の確保を図るため、保育士・保育所支援センターの運営等を行うほか、医療的

ケア児を保育するための保育所等の体制整備に対する補助を行うとともに、保育士資格

の取得を目指す学生に対する修学資金の貸付けに要する経費に対して助成（補助率：
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1/4・7/8・10/10・定額、補助対象：市町村、岩手県社会福祉協議会） 

○ 子育て応援推進事業費（保健福祉部 2.2 百万円）重点  

社会全体で子育て支援を行う意識の啓発や機運の醸成を図るため、「いわて子育て応

援の店」協賛店舗の拡大や「いわて子育てにやさしい企業等」の認証等を実施   

○ 子ども、妊産婦医療助成費（保健福祉部 579.9 百万円）ふる  

子どもや妊産婦への医療費助成を行う市町村に対する補助（補助率：1/2、補助対象、

市町村） 

○ 保育対策総合支援事業費（保健福祉部 28.0 百万円） 

認可外保育施設において、新型コロナウイルス感染症対策を図りながら保育を継続的

に実施していくために必要な経費や衛生用品の購入等に必要な経費を補助（補助率：定

額、補助対象：認可外保育施設） 

○ 生活困窮者自立支援事業費 

（保健福祉部 113.5 百万円）【一部新規】ふる（再掲） 

生活困窮者の自立を支援するため、相談窓口を設置し就労準備支援や家計改善支援等

を実施するとともに、子どもの貧困対策を強化するため、子どもの学習・生活支援の実

施地域を拡大 

○ 里親委託促進事業費（保健福祉部 27.2 百万円）【一部新規】ふる  

里親包括支援機関を委託し、市町村や児童相談所との密接な連携のもと、里親の新規

開拓から里親と里子とのマッチング支援、里親委託後の養育支援までの取組を一体的に

実施 

○ ヤングケアラー支援体制強化事業費（保健福祉部  11.0 百万円）【新規】 

ヤングケアラーの実態把握による早期発見と必要な支援につなげるため、福祉・介

護・医療・教育等が連携した包括的な支援体制を整備 

○ 医療的ケア児支援センター管理運営費 

（保健福祉部 14.7 百万円）【新規】ふる  

医療的ケア児支援法に基づき医療的ケア児支援センターを設置 

○ 公立高等学校等就学支援金交付事業費 

（教育委員会 2,364.5 百万円）ふる  

公立高等学校に通う生徒を持つ家庭の教育費負担を軽減するため、国から交付される

高等学校等就学支援金を授業料に充当 

○ 奨学のための給付金支給事業費（教育委員会 415.3 百万円）ふる  

低所得世帯における公立高等学校等の授業料以外の教育費負担を軽減するため、給付

金を支給（対象者：一定の所得未満の世帯の公立高等学校生徒等、対象者数見込：3,606

名） 
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○ 家庭教育子育て支援推進事業費（教育委員会 2.9 百万円）ふる  

親等への家庭教育や子育てを支援するため、生涯学習推進センター内に電話相談・メ

ール相談窓口を設置 

 

《Ⅱ》７ 地域やコミュニティにおいて、学校と家庭、住民が協働して子どもの育ちと学びを支えます  

○ 教育振興運動推進費（教育委員会 1.6 百万円） 

子供、家庭、学校、地域、行政の５者が一体となって地域の教育課題の解決に自主的

に取り組む「教育振興運動」と、学校運営協議会と連携した地域学校協働活動を推進 

○ いわて地域学校連携促進事業費（教育委員会 0.7 百万円）ふる  

学校が地域の人々と目標を共有し、地域と一体となって子供たちを育むため、市町村

における「コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）」の導入を促進 

○ 県立学校コミュニティ・スクール推進事業費  

（教育委員会 4.7 百万円）ふる  

学校が地域の人々と目標を共有し、地域と一体となって生徒を育むため、県立学校に

「コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）」を導入 

○ 学校・家庭・地域の連携協力推進事業費  

（教育委員会 142.0 百万円）ふる  

地域の人材を活用した放課後の安全・安心な居場所づくりや家庭教育の支援など、学

校・家庭・地域が連携した取組を推進（補助率：2/3、補助対象：市町村） 

○ いわて特別支援教育推進プラン実践事業費  

（教育委員会 0.6 百万円）ふる（再掲） 

障がいのある幼児児童生徒に対する理解を深めるための教員研修や社会が一体とな

った支援の充実を推進するための特別支援教育サポーター養成講座等を開催 

 

《Ⅱ》８ 健全で、自立した青少年を育成します          

○ いわて青少年育成プラン推進事業費（環境生活部  22.2 百万円） 

青少年の健全育成を推進するため、いわて希望塾の開催や青少年活動交流センターを

拠点とした活動、交流支援等の取組を実施 

○ いわて若者ステップアップ支援事業費（環境生活部 4.1 百万円） 

若年無業者の自立を支援するため、就業体験や交流機会の提供、訪問支援等の取組を

実施 
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《Ⅱ》９ 仕事と生活を両立できる環境をつくります        

○ 保育対策総合支援事業費（保健福祉部 132.3 百万円）ふる（再掲） 

保育士の確保を図るため、保育士・保育所支援センターの運営等を行うほか、医療的

ケア児を保育するための保育所等の体制整備に対する補助を行うとともに、保育士資格

の取得を目指す学生に対する修学資金の貸付けに要する経費に対して助成（補助率：

1/4・7/8・10/10・定額、補助対象：市町村、岩手県社会福祉協議会） 

○ 子育て応援推進事業費（保健福祉部 2.2 百万円）重点（再掲） 

社会全体で子育て支援を行う意識の啓発や機運の醸成を図るため、「いわて子育て応

援の店」協賛店舗の拡大や「いわて子育てにやさしい企業等」の認証等を実施 

○ 保育所等環境整備費補助（保健福祉部 12.5 百万円）ふる  

市町村が、県産木材を活用した遊具、机・いす等の備品購入を実施する場合や、県産

木材を活用した遊具、机・いす等の備品を購入する保育所等に対し補助する場合に要す

る経費の一部を補助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

○ 健康いわて 21 プラン推進事業費（保健福祉部 13.3 百万円）ふる（再掲） 

県民が一体となった健康づくりを進めるため、健康いわて 21 プラン（第２次）の周

知や推進協議会の開催、同プランの評価等を目的とした「県民生活習慣実態調査」を実

施 

○ いわて働き方改革加速化推進事業費 

（商工労働観光部 110.3 百万円）ふる  重点（再掲） 

県内企業における働き方改革の促進と生産性向上を両輪とした取組を推進していく

ため、労働環境の整備と処遇改善に向けた取組への支援や中小企業者が行うテレワーク

の導入に要する経費の補助を実施（補助率：定額、補助対象：中小企業など） 

 

Ⅲ 教育 

学びや人づくりによって、将来に向かって可能性を伸ばし、自分の夢を実現でき

る岩手の実現に向けた取組を展開します。 

《Ⅲ》11 【知育】児童生徒の確かな学力を育みます        

○ いわて幼児教育センター運営費（教育委員会 12.4 百万円）【新規】ふる  

幼児期における教育の質の向上を図るため、いわて幼児教育センターを新たに設置し、

市町村の幼児教育アドバイザーの養成や訪問支援等を実施 

○ 中高連携学力向上推進事業費（教育委員会 1.8 百万円）【新規】ふる  

生徒の学力向上のため、中学高校との接続強化と教員の授業力向上を図る研修会等を
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実施 

○ 確かな学力育成プラン推進費 

（教育委員会 11.4 百万円）【新規】ふる  重点  

児童生徒の確かな学力を育成するため、学力調査分析結果を活用し、各学校において

検証改善サイクルを確立する取組を訪問指導等により支援 

○ 遠隔教育ネットワーク構築事業費（教育委員会 5.7 百万円）ふる  重点  

生徒のニーズに応じた質の高い教育の充実を図るため、総合教育センターから小規模

校への教育課程内での授業配信を実施 

○ 県立学校ＩＣＴ機器整備事業費（教育委員会 145.7 百万円）ふる  重点  

県立学校における新型コロナウイルス感染症対策の強化のため、無線ＬＡＮ環境を特

別教室等に追加整備 

○ いわて学びの改革研究・普及事業費 

（教育委員会 32.3 百万円）ふる  政  重点  

ＩＣＴ機器を活用した授業改善を図るため、大学と連携した実証研究を実施し、その

研究成果を全県に普及 

○ 市町村学校教育ＩＣＴ活用促進事業費 

（教育委員会 84.9 百万円）【新規】ふる  政  重点  

県と市町村が連携して学校教育における情報化を推進するため、ＧＩＧＡスクール運

営支援センターを設置するとともに、ＩＣＴを効果的に活用した新たな学びや、全県統

一の統合型校務支援システムの導入検討等を実施 

○ いわて進学支援ネットワーク事業費（教育委員会  14.0 百万円）ふる  

将来の本県を支える人材を育成するため、進学対策講座の開催や生徒の進路に応じた

進学指導などの取組を推進 

○ 探究プログラム事業費（教育委員会 16.5 百万円）ふる  政  重点  

理科、数学の学力向上と科学的思考力の育成を図るため、探究プログラム重点校にお

ける理数教科に関する探究的な学びを推進 

 

《Ⅲ》12 【徳育】児童生徒の豊かな人間性と社会性を育みます  

○ 道徳教育推進事業費（教育委員会 2.1 百万円）ふる  

道徳教育の充実を図るため、研究指定校における道徳のあり方に関する実践研究の支

援やその成果の普及・還元を目的とした研修会等を開催 

○ 学校図書館利用促進事業費（教育委員会 0.6 百万円）ふる  

児童生徒の言語能力等の育成を支える基盤である学校図書館機能の充実を図るため、

学校図書館の運営の中心的役割を担う司書教諭を計画的に養成 
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《Ⅲ》13 【体育】児童生徒の健やかな体を育みます         

○ ６０プラスプロジェクト推進事業費 

（教育委員会 3.0 百万円）【新規】ふる  政  重点  

運動習慣、食習慣及び生活習慣の改善等の一体的な取組を推進し、ＩＣＴ機器等を活

用した保健管理、保健教育等に関する調査研究を実施 

○ 部活動指導員配置事業費（教育委員会 55.5 百万円）ふる  

部活動を担当する教員の負担軽減及び部活動の質的な向上を図るため、県立学校に部

活動指導員を配置するとともに市町村に対し部活動指導員の配置に要する経費を補助

（補助率：2/3、補助対象：市町村） 

○ 中学生スポーツ・文化活動調査事業費（教育委員会 0.8 百万円）ふる  政  

中学生のスポーツ及び文化活動における「生徒本位の有意義な活動の在り方」を周知

する研修会の開催や、岩手県における部活動の在り方に関する方針等を検討 

○ 地域部活動推進実践研究事業費（教育委員会 9.4 百万円）ふる  

地域部活動を推進するための実践研究を行うとともに、研究成果の普及・発信を行い、

休日の部活動の段階的な地域移行を促進 

○ 全国中学校体育大会推進事業費（教育委員会 5.0 百万円）【新規】ふる  

令和４年度に本県で開催される全国中学校体育大会(新体操競技）の大会運営を支援

（補助率：定額、補助対象：全国中学校体育大会岩手県実行委員会） 

○ 全国学校保健・安全研究大会負担金 

（教育委員会 3.0 百万円）【新規】ふる  

学校保健・学校安全教育の推進を図るため、令和４年度に本県で開催される全国学校

保健・安全研究大会に係る経費の一部を負担し、大会運営を支援 

 

《Ⅲ》14 共に学び、共に育つ特別支援教育を進めます       

○ 特別支援学校キャリア教育推進事業費（教育委員会 12.3 百万円）ふる  

特別支援学校高等部生徒等の実習先や就労先の拡大を図るため、特別支援学校技能認

定制度の実施など、企業と連携した雇用の支援体制を推進 

○ 特別支援教育かがやきプラン推進事業費  

（教育委員会 49.9 百万円）ふる  

障がい等により支援を必要とする生徒が充実した学校生活を過ごせるよう、対象生徒

が在籍する県立高等学校に特別支援教育支援員を配置 
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○ 県立学校医療的ケア体制整備事業費（教育委員会  93.1 百万円）ふる  

医療的ケアが必要な児童生徒の学習環境を整備するため、県立学校に看護師を配置 

○ 釜石祥雲支援学校整備事業費（教育委員会  96.9 百万円）【新規】 

特別支援学校の教育環境の充実を図るため、令和４年８月に新築移転予定の県立釜石

祥雲支援学校の授業や管理運営上必要な設備及びスクールバスを整備 

○ 特別支援学校整備事業費（教育委員会 605.2 百万円） 

特別支援学校の教育環境の充実を図るため、令和４年８月に新築移転予定の県立釜石

祥雲支援学校の移転・新築工事を実施 

 

《Ⅲ》15 いじめ問題などに適切に対応し、一人ひとりがお互いを尊重する学校をつくります 

○ いじめ問題総合対策事業費（教育委員会 0.8 百万円）ふる  

いじめ防止等の推進に向けて、関係機関・関係団体の連携体制の強化を図るとともに、

重大事態等が発生した場合の調査等を実施 

○ スクールソーシャルワーカー配置事業費  

（教育委員会 16.5 百万円）ふる  

学校、家庭及び関係機関等の連携・調整や児童生徒が置かれている環境の改善に関す

る支援・指導のため、教育事務所にスクールソーシャルワーカーを配置 

○ スクールカウンセラー等配置事業費（教育委員会  183.4 百万円）ふる  

いじめや不登校等の生徒指導上の諸課題に対応するため、公立学校に臨床心理士等の

スクールカウンセラーを配置 

○ 24 時間いじめ相談ダイヤル事業費（教育委員会 3.6 百万円）ふる  

いじめ等に悩む児童生徒や保護者を支援するため、24 時間対応の電話相談窓口を設

置 

○ 魅力ある学校づくり調査研究事業費（教育委員会  0.8 百万円）ふる  

不登校になりにくい魅力ある学校づくりのため、県内にモデル地域（中学校区）を指

定し、不登校の未然防止や初期対応の学校体制づくり等の調査研究を実施 

 

《Ⅲ》16 児童生徒が安全に学ぶことができる教育環境の整備や教職員の資質の向上を進めます 

○ 学校安全総合支援事業費（教育委員会 7.5 百万円）ふる  

児童生徒の安全に関する資質・能力の育成のため、学校・家庭・地域・関係機関が連

携し、防災教育及び安全教育の取組を実施 

○ 校舎改築事業費（教育委員会 504.1 百万円）【新規】 

校舎の老朽化に対応するとともに、特色ある専門教育の連携を図るため、県立宮古商
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工高等学校及び宮古水産高等学校の一体的整備等を実施（設計等） 

○ 校舎大規模改造事業費（教育委員会 676.1 百万円） 

生徒が安全で安心して学べる教育環境を整備するため、県立高校の校舎の施設改修を

実施 

○ 屋内運動場大規模改造事業費（教育委員会  4.1 百万円）【新規】 

生徒が安全で安心して学べる教育環境を整備するため、県立高校の体育館の改修を実

施（設計等） 

○ 高等学校教育改革推進費（教育委員会 16.4 百万円）ふる  

生徒にとってより良い教育環境の整備を図るため、「新たな県立高等学校再編計画後

期計画」に基づく取組を推進し、統合校の環境整備等を実施 

○ ネットワーク共創事業費 

（教育委員会 13.2 百万円）【新規】ふる  政  重点  

小規模校における「高校魅力化」の取組を全県に展開するため、外部人材の活用によ

る高校及び地域の「高校魅力化」の取組支援、情報発信等を実施するとともに、県外生

の受入を推進 

○ 探究共創事業費（教育委員会 16.6 百万円）【新規】ふる  重点  

高校と自治体や地元企業・大学等が協働し、地域や地域産業の持つ魅力や課題等に触

れながら探究的に学ぶ機会を共創する魅力ある学校づくりへの取組を推進 

○ スクールサポートスタッフ配置事業費（教育委員会 12.5 百万円） 

教員の勤務負担を軽減し、児童生徒への指導や教材研究等に一層注力できる環境を整

備するため、学習資料作成や配付等の業務支援を行うスクールサポートスタッフを配置 

○ すこやかサポート推進事業費（教育委員会  72.7 百万円） 

小学校におけるきめ細かな指導による基本的生活習慣の定着と基礎学力の向上を図

るため、教員を支援する非常勤講師を配置 

○ 学校生活サポート推進事業費（教育委員会  72.7 百万円） 

中学校における生徒の学校生活の安定と充実を図るため、教員を支援する非常勤講師

を配置 

 

《Ⅲ》17 多様なニーズに応じた特色ある私学教育を充実します   

○ 私立学校運営費補助（ふるさと振興部 3,432.4 百万円）ふる  

私立学校の安定的な教育環境の確保を図るため、学校運営等に要する経費の一部を補

助するとともに、新型コロナウイルス感染症対策として遠隔授業やＩＣＴを活用した教

育の実施に要する経費の一部を補助（補助率：定額、補助対象：学校法人等） 
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○ 私立高等学校等授業料等減免補助 

（ふるさと振興部 39.2 百万円）ふる（再掲） 

私立高等学校等の児童生徒の負担軽減を図るため、学校法人が行う私立高等学校等就

学支援金の国の交付額を超えた授業料等の減免に要する経費等の一部を補助（補助率：

定額、補助対象：学校法人等） 

○ 私立高等学校専攻科等生徒修学支援費補助  

（ふるさと振興部 18.3 百万円）ふる（再掲） 

私立高等学校等専攻科の生徒の負担軽減を図るため、専攻科支援金を支給（補助率：

定額、補助対象：私立高等学校等専攻科の生徒） 

○ 私立専修学校専門課程授業料等減免補助  

（ふるさと振興部 292.8 百万円）ふる（再掲） 

私立専修学校専門課程の生徒の経済的負担の軽減を図るため、学校設置者が行う授業

料等減免に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：私立専修学校専門課程の設置

者） 

○ 私立学校耐震化支援事業費補助（ふるさと振興部  46.9 百万円） 

私立学校の教育環境の整備を図るため、耐震化に要する経費の一部を補助（補助率：

1/6・定額、補助対象：学校法人等） 

○ 私立特別支援学校老朽改築支援事業費補助（ふるさと振興部  8.7 百万円） 

私立学校の生徒等の安全を確保するため、特別支援学校の建築物老朽改築への補助を

実施（補助率：1/6、補助対象：学校法人） 

 

《Ⅲ》18 地域に貢献する人材を育てます             

○ いわてデジタル化推進費 

（ふるさと振興部 25.8 百万円）【一部新規】ふる  政  重点（再掲） 

本県におけるデジタル社会の実現に向け、産学官金が連携したＤＸの取組の推進やデ

ジタル人材の育成等を実施 

○ 科学技術普及啓発推進事業費（ふるさと振興部 4.8 百万円）ふる  

超スマート社会 Society5.0 に向けた機運を醸成するため、科学・情報通信技術がも

たらす未来社会を幅広い層の県民に実感してもらう場として、新たに科学・情報通信技

術を総合的に紹介する展示やセミナー等を追加した普及啓発イベントを開催 

○ 世界と岩手をつなぐ地域の国際人材育成推進事業費  

（ふるさと振興部 16.2 百万円）ふる  

地域を支える国際人材を育成するため、世界と岩手をつなぐ強い意欲を持つ高校生を

対象とした海外派遣研修を実施 
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○ 雲南省友好交流推進事業費（ふるさと振興部 13.7 百万円）ふる  

本県と雲南省とのネットワークの強化を図るため、青少年の相互交流等を実施 

○ いわてグローカル人材育成推進費（ふるさと振興部 3.2 百万円）ふる  

本県の将来を担うグローカル人材を育成し、地域での積極的な活用を促進するため、

産学官の連携による「いわてグローカル人材育成推進協議会」において、世界とつなが

る若者の活動支援等の取組を実施 

○ 未来のものづくり人材育成・地元定着促進事業費  

（商工労働観光部 25.2 百万円）ふる  

県内各地の「地域ものづくりネットワーク」を基盤に、小中高校生から社会人までの

各段階におけるものづくり産業人材の育成や地元定着の取組を推進 

○ ＡＩ人材育成・社会実証推進事業費 

（商工労働観光部 5.6 百万円）【一部新規】ふる  政  重点  

高度なＡＩ人材の確保・育成に向けて、専門的な教育講座や、企業の経営課題解決を

図る実践的な取組を展開するとともに、ＡＩ技術の利活用に向けた社会実証を推進（補

助率：定額、補助対象：県内高等教育機関） 

○ 北上川バレーＤＸ推進・高度人材確保促進事業費  

（商工労働観光部 108.3 百万円）【一部新規】ふる  政  重点  

北上川流域の産業の高度化・高付加価値化に向けて、ものづくり企業のデジタル技術

導入・活用支援や高度人材の育成・確保、ＩＴ企業と県内ものづくり企業との取引促進

等の取組を推進（補助率：定額、補助対象：（公財）いわて産業振興センターなど） 

○ いわてアグリフロンティアスクール運営協議会負担金  

（農林水産部 3.5 百万円）ふる  

本県農業をけん引する先進的な経営体を育成するため、財務・労務管理やマーケティ

ング等を総合的に研修する「いわてアグリフロンティアスクール」や、修了生を対象と

した実践講座を開催 

○ いわて林業アカデミー運営事業費（農林水産部 49.6 百万円）ふる  重点  

新たな林業就業者を確保するため、林業に関する知識・技術を習得できる｢いわて林

業アカデミー｣を運営 

○ いわて水産アカデミー運営支援事業費 

（農林水産部 3.4 百万円）ふる  重点  

新たな漁業就業者を確保するため、生産技術や経営手法を習得できる「いわて水産ア

カデミー」の運営を支援 

○ 建設業総合対策事業費（県土整備部 16.7 百万円）ふる（再掲） 

社会資本の整備・維持の担い手である地域の建設企業が存続できるような環境づくり

のため、経営改善への支援や、若者や女性が働きやすい環境整備など、人材の育成・確
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保支援に向けた取組を推進 

○ 北いわて建設技術向上促進事業費（県土整備部 1.0 百万円）ふる（再掲） 

北いわて地域の建設企業におけるＩＣＴ建設機械のオペレーターの育成等を支援 

○ いわての復興教育推進事業費 

（教育委員会 47.5 百万円）【一部新規】ふる  

副読本やその内容を踏まえた絵本を活用しながら、全県的な復興教育を推進するとと

もに、「いわての復興教育プログラム」第３版と絵本の英語版を新たに作成し、国内外

に発信 

○ 探究共創事業費（教育委員会 16.6 百万円）【新規】ふる  重点（再掲） 

高校と自治体や地元企業・大学等が協働し、地域や地域産業の持つ魅力や課題等に触

れながら探究的に学ぶ機会を共創する魅力ある学校づくりへの取組を推進 

○ 産業教育実習船代船建造費（教育委員会 11.7 百万円）【新規】 

老朽化した共同実習船「りあす丸」の代船を建造（設計） 

○ いわての地域国際化人材育成事業費（教育委員会  8.9 百万円）ふる  

グローバル人材の育成のため、外部検定試験を活用し、中学生、高校生段階で必要な

英語力の向上を図るとともに、実践の機会として英語のワークショップを開催 

 

《Ⅲ》19 文化芸術・スポーツを担う人材を育てます       

○ 岩手芸術祭開催費（文化スポーツ部 14.8 百万円）ふる（再掲） 

県民の文化芸術活動の発表の場と鑑賞の機会を確保するため、本県における文化芸術

の祭典「岩手芸術祭」を開催 

○ 岩手芸術祭地域活性化魅力発信事業費 

（文化スポーツ部 5.0 百万円）ふる（再掲） 

県民が文化芸術に親しむ機会の充実を図るため、文化芸術団体と連携して、文化芸術

イベントを開催 

○ さんりく音楽交流促進事業費 

（文化スポーツ部 1.3 百万円）【新規】ふる（再掲） 

文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進するため、「さんりく音楽祭 2022」を開

催 

○ 文学の国いわて推進事業費（文化スポーツ部 2.0 百万円）ふる  

本県における文芸活動の振興を図るため、本県ゆかりの作家による講演会等を開催す

るとともに、若年層を対象とした専門家による技術指導等を実施 

○ いわて文化芸術活動支援事業費補助 

（文化スポーツ部 12.0 百万円）ふる（再掲） 
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新型コロナウイルス感染症の影響を受けている県内文化芸術団体等の活動継続・再開

に要する経費の一部を補助（補助率：2/3・上限 150 万円、補助対象：県内文化芸術団

体等） 

○ 文化芸術振興基盤強化事業費（文化スポーツ部 3.6 百万円）ふる  

県内の文化芸術活動を推進するため、「文化芸術コーディネーター」を配置 

○ 障がい者芸術活動支援事業費（文化スポーツ部 8.2 百万円）ふる（再掲） 

障がい者の文化芸術活動を支援する人材の育成や、関係者のネットワーク形成を図る

ため、「障がい者芸術活動支援センター」による支援活動を実施 

○ オリンピック選手等育成・強化事業費 

（文化スポーツ部 23.6 百万円）ふる  

オリンピックをはじめとする国際大会等に向け競技力の向上を図るため、スーパーキ

ッズの発掘・育成を強化するとともに、トップアスリートや潜在能力（ポテンシャル）

を持ったアスリートの活動支援を実施（補助率：定額、補助対象：（公財）岩手県体育

協会） 

○ いわて競技力向上事業費 

（文化スポーツ部 130.7 百万円）【一部新規】ふる  

本県選手の競技力向上を図るため、（公財）岩手県体育協会による競技団体の選手強

化事業に対する補助や最新競技用具の整備を行うとともに、アスリートの県内定着に向

けた支援を実施（補助率：定額、補助対象：（公財）岩手県体育協会） 

○ スキー全国大会少年種別強化事業費補助  

（文化スポーツ部 5.1 百万円）ふる  政  

令和４年度に開催される特別国民体育大会冬季大会スキー競技会を契機として、国際

大会等で活躍する次世代選手を育成するため、高地での強化事業や大会出場時のサポー

ト等を実施（補助率：定額、補助対象：（公財）岩手県体育協会） 

○ スポーツアナリティクスサポート事業費  

（文化スポーツ部 8.3 百万円）【新規】ふる  政  重点  

本県選手の競技力向上を図るため、映像データの活用を支援し、コーチングする指導

者を発掘・養成するとともに、効率的かつ効果的な指導の普及を実施 

○ パラリンピック選手等育成・強化事業費  

（文化スポーツ部 6.2 百万円）ふる  

パラリンピックをはじめとする国際大会等に出場する選手を輩出するため、障がい者

スポーツ選手発掘・育成研修会の開催や障がい者トップアスリートの活動支援等の取組

を実施（補助率：定額、補助対象：（一社）岩手県障がい者スポーツ協会） 

○ パラアスリート拡張支援事業費（文化スポーツ部  5.0 百万円）ふる  政  

障がい者アスリートの競技選択や活動機会の拡張を図るため、複数の競技種目への体
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験機会の創出や環境整備に向けた指導員等の派遣、競技用具の整備等の取組を実施 

○ スポーツ医・科学サポート事業費（文化スポーツ部 26.6 百万円）ふる  

本県選手の競技力向上と県民の健康増進を図るため、スポーツ医・科学に基づく各種

研修会の開催、競技団体等へのトレーナー派遣等を実施 

○ 障がい者スポーツ振興事業費 

（文化スポーツ部 22.6 百万円）ふる（再掲） 

障がい者スポーツの振興を図るため、スポーツ教室や大会の開催を通じた参加機会の

提供や研修会による指導者養成等を実施 

○ いわて指導者育成事業費補助（文化スポーツ部 2.1 百万円）ふる  

本県選手の競技力向上に向けて、指導者の指導技術や資質の向上を図るため、国体競

技監督へ義務付けられている指導者資格の取得に要する経費を補助（補助率：定額、補

助対象：（公財）岩手県体育協会） 

 

《Ⅲ》20 高等教育機関と連携した地域づくり・人づくりを進めます   

○ 北いわてプラチナシティ推進事業費 

（ふるさと振興部 9.3 百万円）【新規】ふる  政  

産学官連携のコンソーシアムを中心に、北いわての地域課題に対応する産業振興と社

会づくりを一体的に推進する取組を実施 

○ 県内大学生等定着推進事業費（ふるさと振興部 5.6 百万円）【新規】ふる  

県内大学生等の定着を推進するため、県内企業が大学等に求める人材育成ニーズの把

握やこれまでの取組の検証等を実施 

○ 公立大学法人岩手県立大学運営費交付金  

（ふるさと振興部 3,814.1 百万円）ふる  

岩手県立大学の円滑な運営を確保するため、運営費交付金を交付し、教育や研究の質

の向上と地域貢献を推進 
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Ⅳ 居住環境・コミュニティ  

不便を感じないで日常生活を送ることができ、また、人や地域の結び付きの中で、

助け合って暮らすことができる岩手の実現に向けた取組を展開します。 

 

《Ⅳ》21 快適で豊かな暮らしを支える生活環境をつくります   

○ 住宅ストックリノベーション事業費 

（県土整備部 22.2 百万円）【一部新規】ふる  重点  

県産木材を活用した岩手型住宅などの良質な住宅ストックの形成を支援 

また、市町村の「空き家バンク」の利活用の促進に向け、職員研修会の開催やマニュ

アル整備を実施するとともに、若者世代又は県外移住者の住宅取得を支援するため「空

き家バンク」に登録された空き家の取得・改修費を補助（補助率：定額、補助対象：市

町村） 

○ 県営住宅活用促進モデル事業費（県土整備部 2.5 百万円）政  重点  

若者の住宅確保の支援と県営住宅のストックの有効活用、団地及び地域の活性化を図

るため、通信環境を整備した県営住宅を低廉な家賃で若者や県内企業に提供 

○ いわて住まいのカーボンニュートラル推進事業費  

（県土整備部 15.4 百万円）【新規】政  重点  

住宅部門からの温室効果ガスの削減と県民の居住環境の改善を図るため、県内建築事

業者への技術支援及び既存住宅の省エネ化に対する補助を実施（補助率：定額、補助対

象：住宅の所有者） 

○ 浄化槽設置整備事業費補助（県土整備部 147.7 百万円）ふる  

快適な生活環境を確保するため、浄化槽の整備に要する経費の一部を補助（補助率：

1/3、補助対象：市町村） 

○ 都市計画道路整備事業費（県土整備部 896.4 百万円）ふる  

円滑な都市交通を確保するため、市街地における混雑の緩和に向けた道路整備を実施 

○ いわてお試し居住体験事業費 

（県土整備部 10.9 百万円）【新規】政  重点  

県営住宅ストックの有効活用を進めるとともに、本県への移住定住の促進を図るため、

家電等を整備した県営住宅を、県外から移住定住を検討している方に一定期間提供 
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《Ⅳ》22 地域の暮らしを支える公共交通を守ります       

○ 三陸鉄道運営支援対策費（ふるさと振興部  152.5 百万円）ふる（再掲） 

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するため、関係市町村と連携し、設備の維持管理等

に要する経費の補助等を実施（補助率：1/2、補助対象：三陸鉄道㈱） 

○ 三陸鉄道経営移管交付金（ふるさと振興部  169.9 百万円）ふる（再掲） 

ＪＲ山田線移管後の三陸鉄道㈱の持続的な運営を確保するため、経営移管後に生じる

設備の維持管理等に要する経費に対して交付金を交付 

○ いわて銀河鉄道経営安定化対策費（ふるさと振興部 19.2 百万円）ふる  

ＩＧＲいわて銀河鉄道㈱の経営安定化を支援するため、災害復旧に要する経費の補助

等を実施（補助率：定額、補助対象：ＩＧＲいわて銀河鉄道㈱） 

○ バス運行対策費（ふるさと振興部 174.2 百万円）ふる  

住民生活の重要な移動手段であるバス路線の維持を図るため、国庫補助制度に基づき、

乗合バス事業者に対して、運行欠損額及び車両購入費を補助（補助率：定額、補助対象：

乗合バス事業者） 

○ 地域バス交通支援事業費補助 

（ふるさと振興部 38.0 百万円）ふる（再掲） 

住民生活の重要な移動手段であるバス路線の維持を図るため、市町村が行う生活交通

路線の確保に要する経費を補助（補助率：1/2、補助対象：市町村） 

○ 地域公共交通再編・活性化推進事業費 

（ふるさと振興部 33.1 百万円）ふる  

「岩手県地域公共交通網形成計画」に基づき、効率的で利便性の高い公共交通体系の

構築を図るとともに、市町村が実施する新型コロナウイルス感染症の影響を受けた地域

公共交通ネットワークの再編等を支援（補助率：1/2、補助対象：市町村） 

○ 三陸鉄道強化促進協議会負担金 

（ふるさと振興部 24.6 百万円）ふる（再掲） 

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するため、関係市町村と連携した利用促進に加え、

三鉄沿線地域の魅力発信と誘客拡大のための事業を実施 

○ 公共交通バリアフリー化設備等整備費補助  

（ふるさと振興部 20.0 百万円）【新規】ふる  

高齢者や障がい者等の移動の円滑化を図るため、鉄道事業者が行う駅へのエレベータ

ー設置に対し、市町村が支援を行う場合の経費を補助（補助率：定額、補助対象：市町

村） 
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○ 三陸鉄道バリアフリー化設備等整備費補助  

（ふるさと振興部 50.0 百万円）【新規】ふる（再掲） 

高齢者や障がい者等の移動の円滑化を図るため、三陸鉄道㈱が行う三陸鉄道宮古駅の

エレベーター設置に対し、市町村が支援を行う場合の経費を補助（補助率：定額、補助

対象：市町村） 

 

《Ⅳ》23 つながりや活力を感じられる地域コミュニティを守り育てます   

○ 活力ある小集落支援推進事業費 

（ふるさと振興部 3.6 百万円）【新規】ふる  政  重点  

集落出身者や外部人材等を活用した地域支援の担い手不足の解消に向け、旅行やボラ

ンティア活動と地域活動をつなげる新たな支援フレームの構築を推進 

○ 地域おこし協力隊活動支援事業費 

（ふるさと振興部 2.6 百万円）【一部新規】ふる  政  重点  

市町村及び地域おこし協力隊のＯＢ・ＯＧ等を核としたネットワークと連携し、地域

おこし協力隊の受入拡大、活動充実及び任期終了後の定着に向けた取組を実施 

 

《Ⅳ》24 岩手で暮らす魅力を高め、移住・定住を促進します   

○ 関係人口創出・拡大事業費 

（ふるさと振興部 12.5 百万円）【一部新規】ふる  政  重点  

地方への関心が高い若年層等に対し、岩手県への関心を高める情報発信や、県内の地

域課題解決に参画する機会の提供等を通じて、継続的に様々な形で地域と関わる「関係

人口」の量的・質的な拡大を図る取組を実施 

○ 地域おこし協力隊活動支援事業費 

（ふるさと振興部 2.6 百万円）【一部新規】ふる  政  重点（再掲） 

市町村及び地域おこし協力隊等ＯＢ・ＯＧを核としたネットワークと連携し、地域お

こし協力隊の受入拡大、活動充実及び任期終了後の定着に向けた取組を実施 

○ いわて移住・定住促進事業費（商工労働観光部 31.9 百万円）ふる  重点  

本県への定住・交流人口の拡大を促進するため、相談窓口の運営やイベントの開催等

による市町村等と連携した全県的な移住推進の取組を実施（補助率：定額、補助対象：

ＮＰＯ等） 

○ いわて就業促進事業費 

（商工労働観光部 112.4 百万円）【一部新規】ふる  政  重点（再掲） 

県内就業の促進及びＵ・Ｉターンによる県内企業の人材確保を推進するため、求職者
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やＵ・Ｉターン希望者と企業とのマッチングを支援するとともに、新たに若者や女性向

けのキャリア教育支援を実施（補助率：１／２、補助対象：中小企業など） 

○ 県外人材等Ｕ・Ｉターン推進事業費 

（商工労働観光部 7.9 百万円）ふる  重点（再掲） 

Ｕ・Ｉターン就職者の増加を図るため、県外若手人材等に対し、本県で生活するメリ

ットをＰＲするとともに、求人情報の提供や職業紹介等を実施 

○ いわてターン促進事業費 

（商工労働観光部 39.2 百万円）【新規】ふる  政  重点  

本県へのＵ・Ｉターンを促進するため、就職情報誌の発行や帰省者を対象としたプロ

モーション、本県の魅力を紹介する移住ガイドブックの作成等の取組を実施 

○ いわて暮らし応援事業費 

（商工労働観光部 125.5 百万円）【新規】ふる  政  重点  

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進するため、ＡＩを活用した就職マッチング

の促進や企業の採用力強化に向けた研修、Ｕ・Ｉターン者の移住に伴う経費等の補助等

の取組を実施（補助率：３/４・定額、補助対象：市町村・移住者） 

 

《Ⅳ》25 海外の多様な文化を理解し、共に生活できる地域づくりを進めます  

○ 岩手県国際交流協会運営費補助（ふるさと振興部  26.5 百万円）ふる  

国際交流と多文化共生の更なる推進及びこれらを担うグローバル人材の育成のため、

本県の国際化推進の中核的組織である（公財）岩手県国際交流協会の基盤強化等に要す

る経費を補助（補助率：定額、補助対象：（公財）岩手県国際交流協会） 

○ 語学指導等を行う外国青年招致事業費 

（ふるさと振興部 14.2 百万円）ふる  

本県における国際交流を推進するため、（一財）自治体国際化協会が実施する「語学

指導等を行う外国青年招致事業」による国際交流員を招致 

○ 地域多文化共生推進費（ふるさと振興部 4.2 百万円）ふる  

大規模災害時における在住外国人等の支援に向けた取組を実施するほか、（公財）岩

手県国際交流協会が行う多文化共生推進事業の実施を支援 

○ 地域日本語教育推進費（ふるさと振興部 7.8 百万円）ふる  

本県の外国人県民等が生活に必要な日本語能力を身に付け、地域社会の一員として自

立した生活を送ることができるよう、日本語教育環境を整備する取組を推進 

○ 国際交流センター管理運営費（ふるさと振興部 23.7 百万円）ふる  

本県の国際交流の拠点施設である国際交流センター及び外国人県民等からの相談に

対応する「いわて外国人県民相談・支援センター」の管理運営を実施 
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○ グローバルネットワーク推進事業費 

（ふるさと振興部 1.7 百万円）【一部新規】ふる  

本県の海外における国際交流拠点の形成や災害時における情報収集の円滑化を図る

ため、海外県人会の活動等を支援するとともに、新たに県民と南米移住者及びその子弟

との交流会を実施 

 

○ 留学生等人材ネットワーク形成事業費 

（ふるさと振興部 5.2 百万円）【一部新規】ふる  

本県と海外との人的ネットワーク及びグローバル人材育成のため、県内大学等で学ぶ

外国人留学生に対する支援及び海外研修員の受入れとともに、新たに、海外で活動する

本県出身者による県内学生等へのオンライン講演会を実施 

○ 世界と岩手をつなぐ地域の国際人材育成推進事業費  

（ふるさと振興部 16.2 百万円）ふる（再掲） 

地域を支える国際人材を育成するため、世界と岩手をつなぐ強い意欲を持つ高校生を

対象とした海外派遣研修を実施 

○ 雲南省友好交流推進事業費（ふるさと振興部 13.7 百万円）ふる（再掲） 

本県と雲南省とのネットワークの強化を図るため、青少年の相互交流等を実施 

○ ハロウインターナショナルスクール安比ジャパン支援費補助  

（ふるさと振興部 164.0 百万円）【新規】 

本県の地域振興や国際交流等の推進を図るため、令和４年８月に八幡平市に開校を予

定している、イギリス屈指のパブリックスクールであるハロウ校のインターナショナル

スクールへの支援を実施（補助率：定額、補助対象：（仮称）学校法人Ｈ.Ａ.International 

School） 

 

《Ⅳ》26 文化芸術・スポーツを生かした地域をつくります    

○ いわてアーツコンソーシアム推進事業費  

（文化スポーツ部 8.0 百万円）【新規】ふる  政  

文化芸術を生かしたまちづくりを進めるため、官民一体による文化芸術推進体制の構

築等を推進 

○ いわての文化国際交流推進事業費 

（文化スポーツ部 6.5 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

本県の文化資源を生かした映像の制作による国内外への情報発信や、「マンガ」を活

用した海外との文化交流を実施 
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○ 復興コンサートアーカイブ発信事業費 

（文化スポーツ部 0.9 百万円）【新規】ふる（再掲） 

復興支援を通じた著名な音楽家と本県との交流の記録を編集・保存し、県ホームペー

ジ等で公開・発信 

○ いわて文化芸術王国構築事業費 

（文化スポーツ部 1.1 百万円）ふる（再掲） 

本県の特色ある文化資源について、広く発信するため、ホームページ「いわての文化

情報大事典」を運営 

○ 文化芸術振興基盤強化事業費（文化スポーツ部 3.6 百万円）ふる（再掲） 

県内の文化芸術活動を推進するため、「文化芸術コーディネーター」を配置 

○ 岩手芸術祭開催費（文化スポーツ部 14.8 百万円）ふる（再掲） 

県民の文化芸術活動の発表の場と鑑賞の機会を確保するため、本県における文化芸術

の祭典「岩手芸術祭」を開催 

○ 岩手芸術祭地域活性化魅力発信事業費 

（文化スポーツ部 5.0 百万円）ふる（再掲） 

県民が文化芸術に親しむ機会の充実を図るため、文化芸術団体と連携して、文化芸術

イベントを開催 

○ さんりく音楽交流促進事業費（文化スポーツ部 1.3 百万円）【新規】ふる  

文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進するため、「さんりく音楽祭 2022」を開

催 

○ いわてスポーツプラットフォーム推進事業費  

（文化スポーツ部 5.3 百万円）【新規】ふる  政  

スポーツの力による健康社会の実現と人的・経済的交流に取り組むため、官民一体に

よるスポーツ推進体制の構築等を推進 

○ 地域活性化スポーツ推進事業費（文化スポーツ部  25.6 百万円）ふる  

スポーツを通じた地域活性化を図るため、「いわてスポーツコミッション」によるス

ポーツイベント・合宿等の誘致や、トップ・プロスポーツチームとの連携による県民の

スポーツ参加機会の充実等に向けた取組を実施 

○ 日本スポーツマスターズ 2022 開催準備費 

（文化スポーツ部 63.1 百万円）ふる  

競技団体や会場市町と連携した受入態勢を整備し、「日本スポーツマスターズ 2022 岩

手大会」を開催 

○ 特別国民体育大会冬季大会スキー競技会開催準備費  

（文化スポーツ部 215.7 百万円）ふる  

競技施設整備の支援のほか、競技団体や八幡平市と連携した受入態勢を整備し、「特
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別国民体育大会冬季大会スキー競技会」を開催 

○ ラグビー県いわて推進事業費（文化スポーツ部 6.3 百万円）ふる  政  

ラグビーワールドカップ 2019 岩手・釜石開催のレガシーを生かし、トップチームと

連携した県のＰＲ活動等、ラグビー県いわての定着に向けた取組を実施 

 

Ⅴ 安全  

災害をはじめとした様々なリスクへの備えがあり、事故や犯罪が少なく、安全で、

安心を実感することができる岩手の実現に向けた取組を展開します。 

《Ⅴ》27 自助、共助、公助による防災体制をつくります     

○ 地域防災力強化プロジェクト事業費（復興防災部  42.5 百万円）（再掲） 

（自助）県民への正しい防災知識の普及と防災意識の向上を図るため、教育委員会と連携

した教員を対象とした研修会の実施や、防災指導車「防災そばっち号」を活用した

普及啓発等を実施 

○ 地域防災力強化プロジェクト事業費（復興防災部  42.5 百万円）（再掲） 

（共助）地域コミュニティを基盤とした防災体制づくりを図るため、防災士制度を活用し

た地域の中核人材育成及び地区防災計画の策定支援を実施するとともに市町村が行

う消防団の団員確保及び機能充実に向けた取組を支援（補助率：1/2、補助対象：市

町村） 

○ 地域防災力強化プロジェクト事業費（復興防災部  42.5 百万円）（再掲） 

（公助）近年の様々な災害の経験・教訓を踏まえた総合防災訓練等を通じて、自衛隊・ 

 警察・消防等関係機関との連携体制の強化を推進 

 

《Ⅴ》28 事故や犯罪が少なく、安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます   

○ 犯罪のない安全・安心まちづくり推進事業費（復興防災部 1.2 百万円） 

県民の防犯意識の高揚と地域における防犯活動を促進するため、普及啓発や自主防犯

団体の活動支援等を実施 

○ 性犯罪等被害者支援事業費（復興防災部 11.3 百万円） 

性犯罪・性暴力被害者の心身の負担軽減、警察への届出促進、被害の潜在化防止等を

図るため、「はまなすサポート」により、医療、相談、法的支援等の総合的な支援を実

施 

○ 交通安全指導費（復興防災部 27.0 百万円） 

交通事故防止や交通安全意識の醸成を図るため、「正しい交通ルールを守る県民運動」
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を推進するほか、市町村交通指導員設置に要する経費を補助（補助率：1/2、補助対象：

市町村） 

○ 地域生活定着支援事業費（保健福祉部 29.1 百万円） 

岩手県地域生活定着支援センターにおいて、福祉的支援を必要とする矯正施設退所者

等に対し、社会復帰や地域生活定着への支援を実施 

○ 特殊詐欺被害予防対策費（警察本部 13.3 百万円） 

特殊詐欺被害抑止のため、関係機関等と連携し、高齢者等に対する効果的な広報啓発

活動を推進 

○ いわて登下校防犯プラン推進事業費（警察本部 1.0 百万円） 

登下校時の子どもの安全を確保するため、「子ども 110 番の家・車」の機能強化など、

総合的防犯対策を推進 

○ 交通安全広報啓発フォー・アプローチ事業費（警察本部 2.0 百万円） 

子供や高齢者等が犠牲となる交通事故や危険な違反行為を伴う妨害運転等を防止す

るため、メッセージ性の強い共感が得られる広報啓発活動を推進 

 

《Ⅴ》29 食の安全・安心を確保し、地域に根ざした食育を進めます    

○ 食の信頼確保向上対策事業費（環境生活部  3.6 百万円） 

食の信頼を確保し、消費者の安心感を醸成するため、食品表示の監視やリスクコミュ

ニケーション等を実施 

○ 食品の自主衛生管理向上対策事業費（環境生活部  3.6 百万円） 

県内の食品事業者等に対して、ＨＡＣＣＰの義務化に係る講習会や現場指導を行うほ

か、新たな営業届出制度や営業許可制度見直し等に係る説明会を実施 

○ 食育県民運動促進事業費（環境生活部 0.5 百万円） 

食育に対する県民意識を醸成し、地域や家庭での実践を促すため、食育に関する普及

啓発や地域の推進体制整備への支援を実施 

 

《Ⅴ》30 感染症による脅威から一人ひとりの暮らしを守ります  

○ 食の信頼確保向上対策事業費（環境生活部  3.6 百万円）（再掲） 

食に関する危機管理体制の充実・強化を図るため、研修会や訓練等を実施 

○ 感染症対応人材育成費（保健福祉部 1.9 百万円） 

新型コロナウイルス感染症等に対応できる人材（ＩＨＥＡＴ）を育成するための研修

等を実施 
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○ 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費  

（保健福祉部 4,101.7 百万円） 

新型コロナウイルスワクチンの追加接種のために必要な体制を確保 

○ 新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ検査促進等事業費 

（保健福祉部 2,210.1 百万円） 

感染拡大の傾向がみられる場合に、県からの要請により検査事業者が実施する検査に

要する費用を補助（補助率：定額、補助対象：検査事業者） 

○ 分娩前感染症検査費（保健福祉部 11.4 百万円）（再掲） 

基礎疾患又は強い不安を抱える妊婦が希望する場合に、分娩前ＰＣＲ検査を受けるた

めの費用を支援（補助率：定額、補助対象：妊婦） 

○ 結核・感染症サーベイランス事業費（保健福祉部  399.9 百万円）（再掲） 

行政検査体制の充実を図るため、県環境保健研究センター用の新型コロナウイルス検

査資器材等を購入 

○ 新型インフルエンザ患者入院医療機関等設備整備費補助  

（保健福祉部 1,776.9 百万円）（再掲） 

医療機関が行う外来診療体制の拡充と入院診療提供を行うために必要な資器材の整

備に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：医療機関） 

○ 新型コロナウイルス感染症対策保健衛生人材確保事業費  

（保健福祉部 60.5 百万円） 

新型コロナウイルス感染症対策のため、保健師等の専門職を会計年度任用職員として

任用し、保健所等の体制を強化 

○ 介護施設等簡易陰圧装置設置事業費補助  

（保健福祉部 110.8 百万円）（再掲） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大のリスクを低減するため陰圧装置の設置及び

簡易的なダクト工事等に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

○ 保育対策総合支援事業費（保健福祉部 28.0 百万円）（再掲） 

認可外保育施設において、新型コロナウイルス感染症対策を図りながら保育を継続的

に実施していくために必要な経費及び衛生用品の購入等に必要な経費を補助（補助率：

定額、補助対象：認可外保育施設） 

○ 地域子ども・子育て支援事業交付金（保健福祉部  81.2 百万円） 

放課後児童クラブ等において、事業を継続的に実施していくために必要な新型コロナ

ウイルス感染症対策の経費及び衛生用品の購入に必要な経費並びにＩＣＴ化に要する

経費を補助 

○ 農場バイオセキュリティ向上対策事業費補助（農林水産部 24.9 百万円） 

豚熱や高病原性鳥インフルエンザ等の発生防止を図るため、農場のバイオセキュリテ
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ィ向上に資する資機材の設置等に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：生産者

の組織する団体等） 

○ 豚熱予防的ワクチン接種事業費（農林水産部 245.7 百万円） 

養豚農場における豚熱の発生防止を図るため、飼養豚への豚熱ワクチン接種及び免疫

獲得状況調査を実施 

 

Ⅵ 仕事・収入  

農林水産業やものづくり産業などの活力ある産業のもとで、安定した雇用が確保

され、また、やりがいと生活を支える所得が得られる仕事につくことができる岩手

の実現に向けた取組を展開します。 

《Ⅵ》31 ライフスタイルに応じた新しい働き方を通じて、一人ひとりの能力を発揮できる環境をつくります   

○ 保育対策総合支援事業費（保健福祉部 132.3 百万円）ふる（再掲） 

保育士の確保を図るため、保育士・保育所支援センターの運営等を行うほか、医療的

ケア児を保育するための保育所等の体制整備に対する補助を行うとともに、保育士資格

の取得を目指す学生に対する修学資金の貸付けに要する経費に対して助成（補助率：

1/4・7/8・10/10・定額、補助対象：市町村、岩手県社会福祉協議会） 

○ 子育て応援推進事業費（保健福祉部 2.2 百万円）重点（再掲） 

社会全体で子育て支援を行う意識の啓発や機運の醸成を図るため、「いわて子育て応

援の店」協賛店舗の拡大や「いわて子育てにやさしい企業等」の認証等を実施 

○ 保育所等環境整備費補助（保健福祉部 12.5 百万円）ふる（再掲） 

市町村が、県産木材を活用した遊具、机・いす等の備品購入を実施する場合や、県産

木材を活用した遊具、机・いす等の備品を購入する保育所等に対し補助する場合に要す

る経費の一部を補助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

○ 障がい者就労・社会参加支援事業費 

（保健福祉部 15.3 百万円）ふる（再掲） 

就労継続支援事業所等を対象に、販路拡大や企業等と事業所との業務受注に向けたマ

ッチング支援、企業等への就労に関する取組の理解促進など、工賃向上に向けた総合的

な支援を行う、いわて障がい者就労支援センターを設置  

○ 県外人材等Ｕ・Ｉターン推進事業費 

（商工労働観光部 7.9 百万円）ふる  重点  

Ｕ・Ｉターン就職者の増加を図るため、県外若手人材等に対し、本県で生活するメリ

ットをＰＲするとともに、求人情報の提供や職業紹介等を実施 
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○ 就業支援推進事業費（商工労働観光部 84.4 百万円）ふる  

県内各地域に就業支援員等を配置し、地域内外の関係機関と連携しながら、高校生の

県内就職の促進、学校におけるキャリア教育の支援、雇用・労働に関する相談への対応

等を実施 

○ いわて就業促進事業費 

（商工労働観光部 112.4 百万円）【一部新規】ふる  政  重点  

県内就業の促進及びＵ・Ｉターンによる県内企業の人材確保を推進するため、求職者

やＵ・Ｉターン希望者と企業とのマッチングを支援するとともに、新たに若者や女性向

けのキャリア教育支援を実施（補助率：１／２、補助対象：中小企業など） 

○ いわてターン促進事業費 

（商工労働観光部 39.2 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

本県へのＵ・Ｉターンを促進するため、就職情報誌の発行や帰省者を対象としたプロ

モーション、本県の魅力を紹介する移住ガイドブックの作成等の取組を実施 

○ いわて暮らし応援事業費 

（商工労働観光部 125.5 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進するため、ＡＩを活用した就職マッチング

の促進や企業の採用力強化に向けた研修、Ｕ・Ｉターン者の移住に伴う経費等の補助等

の取組を実施（補助率：３/４・定額、補助対象：市町村・移住者） 

○ 地域就職氷河期世代支援加速化事業費 

（商工労働観光部 25.5 百万円）【一部新規】ふる  政  

就職氷河期世代の就職や正社員化等の支援を強化するため、相談窓口の対応時間の延

長や市町村の取組に対する支援等を行うとともに、新たにキャリアアップのためのセミ

ナー等を開催 

○ いわて働き方改革加速化推進事業費 

（商工労働観光部 110.3 百万円）ふる  重点  

県内企業における働き方改革の促進と生産性向上を両輪とした取組を推進していく

ため、労働環境の整備と処遇改善に向けた取組への支援や中小企業者が行うテレワーク

の導入に要する経費の補助を実施（補助率：定額、補助対象：中小企業など） 

 

《Ⅵ》32 地域経済を支える中小企業の振興を図ります      

○ 商工業小規模事業経営支援事業費補助 

（商工労働観光部 1,310.9 百万円）ふる  

商工会・商工会議所及び岩手県商工会連合会が行う商工業小規模事業者の経営改善普

及事業等の実施に要する経費に対し補助（補助率：定額など、補助対象：商工指導団体） 
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○ 小規模事業者事業継続力強化支援事業費補助  

（商工労働観光部 5.0 百万円）【新規】ふる  

災害等の発生時における事業継続力の強化を目指す取組に対し、必要な設備の整備に

要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：小規模事業者） 

○ 中小企業デジタル化支援ネットワーク事業費  

（商工労働観光部 2.8 百万円）【新規】ふる  政  重点  

中小企業のデジタル化に向けて、商工団体や支援機関等が相互に連携して相談対応力

を高め、各種支援策の情報発信やマッチング等を一貫して行う伴走支援体制を構築（補

助率：定額、補助対象：（公財）いわて産業振興センター） 

○ 商業・サービス業ＤＸ導入推進事業費 

（商工労働観光部 3.2 百万円）【新規】ふる  政  重点  

商業・サービス業のデジタル化を推進するため、普及啓発セミナーの開催や専門家派

遣等により、中小企業者のＤＸ推進計画の策定を支援 

○ 事業継続伴走型支援事業費補助 

（商工労働観光部 141.4 百万円）【一部新規】ふる  

中小企業者の新しい生活様式に対応したビジネスモデルの構築や生産性の向上の取

組を効果的に進めるため、経営支援スタッフの配置、専門家派遣や事業間連携に要する

経費を補助（補助率：定額、補助対象：商工指導団体等） 

○ 起業支援推進事業費（商工労働観光部 17.6 百万円）ふる  政  

民間企業、金融機関等の関係機関の連携による起業支援拠点「岩手イノベーションベ

ース」の運営や大学生・若者への実践的な起業家教育により若者や女性等の起業を促進 

○ いわて暮らし応援事業費 

（商工労働観光部 125.5 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進するため、ＡＩを活用した就職マッチング

の促進や企業の採用力強化に向けた研修、Ｕ・Ｉターン者の移住に伴う経費等の補助等

の取組を実施（補助率：３/４・定額、補助対象：市町村・移住者） 

○ 次世代経営者育成事業費補助（商工労働観光部 3.6 百万円）ふる  

商工指導団体が行う円滑な事業承継や経営革新の取組等を支援する事業の実施に要

する経費に補助（補助率：定額、補助対象：商工指導団体） 

○ 新型コロナウイルス感染症対策資金貸付金  

（商工労働観光部 31,569.3 百万円）ふる  

新型コロナウイルス感染症により事業活動に支障が生じている場合に、中小企業者の

事業継続に必要な資金を貸付 
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○ 新型コロナウイルス感染症対策資金保証料補給補助  

（商工労働観光部 968.6 百万円）ふる  

中小企業者が新型コロナウイルス感染症対策資金の貸付を受けた場合の信用保証料

の事業者負担分の一部を補給 

○ 飲食店・商店街利用促進費補助 

（商工労働観光部 25.0 百万円）【新規】ふる（再掲） 

民間事業者が行う飲食店や商店街の利用を促進する事業に要する経費の一部を補助

（補助率：定額、補助対象：民間事業者） 

 

○ 建設業総合対策事業費（県土整備部 16.7 百万円）ふる  

社会資本の整備・維持の担い手である地域の建設企業が存続できるような環境づくり

のため、経営改善への支援や、若者や女性が働きやすい環境整備など、人材の育成・確

保支援に向けた取組を推進 

○ 北いわて建設技術向上促進事業費（県土整備部 1.0 百万円）ふる  

北いわて地域の建設企業におけるＩＣＴ建設機械のオペレーターの育成等を支援 

 

《Ⅵ》33 国際競争力が高く、地域の産業・雇用に好循環をもたらすものづくり産業を盛んにします      

○ 自動車関連産業創出推進事業費（商工労働観光部  33.9 百万円）ふる  

自動車関連産業の集積に向けて、県内企業の取引拡大、サプライチェーンの構築、研

究開発促進、人材育成等の取組を推進（補助率：10/10 など、補助対象：（公財）いわ

て産業振興センターなど） 

○ 半導体関連産業創出推進事業費（商工労働観光部 8.9 百万円）ふる  

半導体関連産業の集積に向けて、地場企業の取引拡大や人材育成等の取組を推進（補

助率：定額、補助対象：（公財）いわて産業振興センター） 

○ 医療機器関連産業創出推進事業費（商工労働観光部 8.5 百万円）ふる  

医療機器等関連産業の創出に向けて、医療機器等製品の開発支援、コーディネーター

による総合的支援、展示会出展等により地場企業の参入・取引拡大を促進するとともに、

医工連携を推進（補助率：10/10 など、補助対象：（公財）いわて産業振興センターな

ど) 

○ ＡＩ人材育成・社会実証推進事業費 

（商工労働観光部 5.6 百万円）【一部新規】ふる  政  重点（再掲） 

高度なＡＩ人材の確保・育成に向けて、専門的な教育講座や、企業の経営課題解決を

図る実践的な取組を展開するとともに、ＡＩ技術の利活用に向けた社会実証を推進（補

助率：定額、補助対象：県内高等教育機関） 
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○ 情報関連産業競争力強化事業費（商工労働観光部  3.2 百万円）ふる  

デジタル化を支えるＩＴ産業の成長を促進するため、県内外企業との取引拡大、産学

官の連携強化、高度ＩＴ人材育成等の取組を一体的に推進（補助率：定額、補助対象：

（公財）いわて産業振興センターなど） 

○ 中小企業デジタル化支援ネットワーク事業費  

（商工労働観光部 2.8 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

中小企業のデジタル化に向けて、商工団体や支援機関等が相互に連携して相談対応力

を高め、各種支援策の情報発信やマッチング等を一貫して行う伴走支援体制を構築（補

助率：定額、補助対象：（公財）いわて産業振興センター） 

○ 北上川バレーＤＸ推進・高度人材確保促進事業費  

（商工労働観光部 108.3 百万円）【一部新規】ふる  政  重点（再掲） 

北上川流域の産業の高度化・高付加価値化に向けて、ものづくり企業のデジタル技術

導入・活用支援や高度人材の育成・確保、ＩＴ企業と県内ものづくり企業との取引促進

等の取組を推進（補助率：定額、補助対象：（公財）いわて産業振興センターなど） 

○ ものづくりＤＸシステム導入支援強化事業費  

（商工労働観光部 17.4 百万円）【新規】ふる  政  重点  

県内ものづくり企業のＤＸを推進するため、県工業技術センターを活用し、高度デジ

タル技術者の育成、デジタル技術による生産の高度化や共同研究など、重点的な企業支

援を通じて、モデル事例の創出を推進 

○ 企業立地促進奨励事業費補助（商工労働観光部 415.8 百万円）ふる  

企業の立地を促進するため、市町村が行う企業立地促進奨励事業に要する経費の一部

を補助（補助率：１/２、補助対象：市町村） 

○ 県北広域産業力強化促進事業費補助 

（商工労働観光部 17.3 百万円）ふる  

県北広域において、生産性・収益性向上に取り組む企業に対する市町村の補助に要す

る経費の一部を補助（補助率：１/２、補助対象：市町村） 

 

《Ⅵ》34 地域資源を生かした魅力ある産業を盛んにします    

○ いわて食の新商品開発支援事業費（商工労働観光部 6.4 百万円）ふる  

岩手県産業創造アドバイザー等の派遣指導や、水産加工業をはじめとする食産業事業

者への相談会の開催等により、売れる商品づくりの取組を総合的に支援 

○ いわて食の販路拡大事業費（商工労働観光部 12.9 百万円）ふる  

県内食産業事業者の販路拡大を図るため、県内外での食の商談会やフェアを開催 
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○ 飲食店・商店街利用促進費補助 

（商工労働観光部 25.0 百万円）【新規】ふる  

民間事業者が行う飲食店や商店街の利用を促進する事業に要する経費の一部を補助

（補助率：定額、補助対象：民間事業者） 

○ 伝統工芸産業支援事業費（商工労働観光部 1.6 百万円）ふる  

伝統工芸の振興を図るため、ホームスパンの国の伝統的工芸品指定に向けた支援や専

門家による個別指導等を実施 

○ いわての漆産業新時代開拓事業費 

（商工労働観光部 3.2 百万円）【一部新規】ふる  

県内漆産業の振興を図るため、推進体制の強化を図りながら、若手職人の漆工技術の

向上を目的とする研修等を実施 

○ 北いわて産業デザイン力向上プロジェクト事業費  

（商工労働観光部 5.1 百万円）ふる  政  

北いわての地場産業の競争力強化を図るため、食や工芸、観光等と組み合わせた商品

やサービスの開発に取り組む人材や企業の育成を推進 

○ 買うなら岩手のものＥＣビジネス展開事業費  

（商工労働観光部 19.8 百万円）【新規】ふる  重点  

デジタル技術を活用した地域産業の振興を図るため、ネット通販への参入や取引拡大

の支援、オンラインを活用した接客や商談の普及により販路拡大を推進 

○ 国際経済交流推進事業費（商工労働観光部  10.8 百万円）ふる  

県内企業の海外事業を推進するため、海外における県産品の販路拡大や海外ビジネス

展開を支援 

○ 中国ビジネス拡大・定着促進事業費 

（商工労働観光部 22.0 百万円）ふる  

中国への県産品の輸出を拡大するため、これまで開拓した販路の定着と一層の拡大を

図りながら、県内企業のビジネス展開を支援 

 

《Ⅵ》35 地域経済に好循環をもたらす観光産業を盛んにします  

○ いわて花巻空港利用促進事業費 

（ふるさと振興部 131.4 百万円）【一部新規】ふる  政  

いわて花巻空港の航空需要の回復を図るため、国内線の利用促進等のほか、国際線の

早期運航再開や安定的な運航などに向けた取組を推進するとともに、国際線を活用した

県北・沿岸地域へのインバウンド誘客拡大の取組を実施 
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○ 三陸観光地域づくり推進事業費 

（商工労働観光部 37.1 百万円）【一部新規】ふる  

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域の観光情報の発信や観光資源を生かした周遊

型滞在の仕組みづくりを行うとともに、減少した観光需要を喚起するため、教育旅行を

対象とするバス運行支援を実施（補助率：定額、補助対象：旅行会社） 

○ 北東北三県観光立県推進協議会負担金 

（商工労働観光部 12.3 百万円）【一部新規】ふる  

北東北の広域観光を推進するため、関係機関と連携した誘客・宣伝活動等を行うとと

もに、令和４年７月から９月に実施されるＪＲ東日本重点販売地域指定に合わせ観光キ

ャンペーンを実施 

 

○ いわてインバウンド新時代戦略事業費 

（商工労働観光部 19.0 百万円）ふる  

外国人観光客の誘客拡大を図るため、戦略的・効果的なプロモーションを実施 

○ いわてインバウンド推進事業費 

（商工労働観光部 20.6 百万円）【新規】ふる  

海外からの誘客を促進するため、受入態勢整備や情報発信等を推進 

○ いわての新しい観光推進体制整備事業費  

（商工労働観光部 19.1 百万円）【新規】ふる  重点  

地域が一体となり、観光で稼ぎ、潤う地域づくりを進めるため、データ分析やマーケ

ティングを活用した観光コンテンツの造成や戦略的にプロモーションを行う体制を整

備 

 

《Ⅵ》36 意欲と能力のある経営体を育成し、農林水産業の振興を図ります    

○ いわてアグリフロンティアスクール運営協議会負担金  

（農林水産部 3.5 百万円）ふる（再掲） 

本県農業をけん引する先進的な経営体を育成するため、財務・労務管理やマーケティ

ング等を総合的に研修する「いわてアグリフロンティアスクール」や、修了生を対象と

した実践講座を開催 

○ いわて地域農業マスタープラン実践支援事業費  

（農林水産部 188.0 百万円）ふる  

「地域農業マスタープラン」の実現に向け、地域の中心経営体の規模拡大や６次産業

化、地域農業をけん引するリーディング経営体の育成などに必要な機械・施設等の整備

を支援（補助率：1/3 等、補助対象：農業法人等） 
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○ 農業経営基盤強化促進対策事業費 

（農林水産部 721.4 百万円）【一部新規】ふる  

地域が主体となって作成した「地域農業マスタープラン」の実現に向け、意欲ある農

業者への農地集積等による経営体質の強化のほか、新たに集落営農組織の経営基盤の確

立に向けた共同利用機械の導入等を支援（補助率：10/10 等、補助対象：農業者等） 

○ 農地中間管理事業推進費（農林水産部 174.2 百万円）ふる  

担い手への農地の集積・集約化を図るため、農地中間管理機構による農地の貸借等の

取組を推進（補助率：定額等、補助対象：農地中間管理機構） 

○ 経営体育成基盤整備事業費 

（農林水産部 1,692.6 百万円）ふる  重点（再掲） 

地域の中心となる経営体の育成を図るため、ほ場の大区画化や排水改良など生産基盤

の整備と担い手への農地集積を一体的に推進 

○ いわてニューファーマー支援事業費 

（農林水産部 594.1 百万円）【一部新規】ふる  重点  

新規就農者の確保・定着を図るため、就農前の研修や就農直後の経営確立のための資

金を交付するほか、新たに経営発展に必要な機械・施設等の導入を支援（対象者：就農

希望者等、対象者数見込：250 名） 

○ 新規就農総合対策事業費 

（農林水産部 12.9 百万円）【一部新規】ふる  重点  

新規就農者の確保・育成を図るため、市町村、農業団体等と連携し、就農促進活動や

新規就農者等を対象とした経営発展段階に応じた農業研修等を実施するほか、新たに就

農相談に対応する専門職員を配置 

○ いわて林業アカデミー運営事業費 

（農林水産部 49.6 百万円）ふる  重点（再掲） 

新たな林業就業者を確保するため、林業に関する知識・技術を習得できる｢いわて林

業アカデミー｣を運営 

○ いわて水産アカデミー運営支援事業費 

（農林水産部 3.4 百万円）ふる  重点（再掲） 

新たな漁業就業者を確保するため、生産技術や経営手法を習得できる「いわて水産ア

カデミー」の運営を支援 

○ 幸せ創る女性農林漁業者育成事業費（農林水産部  8.4 百万円）ふる  

本県農林水産業をけん引する女性農林漁業者を育成するため、女性が活躍しやすい環

境づくりやネットワークづくり、家族経営協定の締結、「食の匠」による地域食文化の

伝承活動などの取組を推進（補助率：定額、補助対象：女性グループ） 
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《Ⅵ》37 収益力の高い「食料・木材供給基地」をつくります   

○ 集送乳合理化等推進整備事業費（農林水産部 22.0 百万円）ふる  

地域の集送乳体制の合理化を図るため、指定生乳生産者団体が行う大型貯乳施設の整

備を支援（補助率：1/2、補助対象：農業者等） 

○ いわて地域農業マスタープラン実践支援事業費  

（農林水産部 188.0 百万円）ふる（再掲） 

「地域農業マスタープラン」の実現に向け、地域の中心経営体の規模拡大や６次産業

化、地域農業をけん引するリーディング経営体の育成などに必要な機械・施設等の整備

を支援（補助率：1/3 等、補助対象：農業法人等） 

 

○ いわてワインヒルズ推進事業費（農林水産部 1.6 百万円）ふる  

ワイン産業を核とした中山間地域等の活性化を図るため、醸造用ぶどうの生産拡大や

醸造技術向上に向けたセミナー等の実施、県産ワインのＰＲを支援 

○ 岩手の水田農業確立推進事業費（農林水産部 5.9 百万円）ふる  

平成 30 年産以降の米政策の見直しに対応するため、産地が主体となって稲作や転作

のビジョンを推進する仕組みづくりを支援（補助率：定額、補助対象：市町村等） 

○ 水田フル活用農業高度化プロジェクト事業費  

（農林水産部 115.0 百万円）ふる  政  重点  

水田を活用した収益性の高い農業を確立するため、主食用米から野菜や飼料用米等へ

の作付転換を促進するとともに、ＩＣＴの活用による労働生産性の高い経営体を育成

（助成単価：10a 当たり５千円等、補助対象：地域農業再生協議会等） 

○ 土地利用型農業生産振興対策事業費（農林水産部  1,328.3 百万円）ふる  

水稲や園芸作物等の産地競争力の強化を図るため、共同利用施設等の整備や、高収益

作物等への転換に要する経費を補助（補助率：1/2 等、補助対象：農業者の組織する団

体等） 

○ 高単価りんどう品種作付転換支援事業費補助  

（農林水産部 4.7 百万円）ふる  

実需ニーズに対応した花きの生産拡大を図るため、高単価なりんどう品種の新植に伴

う管理経費を補助（補助率：1/3、補助対象：ＪＡりんどう生産部会） 

○ いわて県有種雄牛利用推進事業費（農林水産部 3.3 百万円）ふる  

和牛の産地評価の向上を図るため、県有種雄牛のＰＲ活動を行う専門職員の配置や和

牛雑誌への県有種雄牛の広告掲載等を実施 

○ 畜産競争力強化整備事業費補助（農林水産部 201.4 百万円）ふる  

畜産農家の収益性向上を図るため、「畜産クラスター計画」に位置づけられた中心的
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経営体が実施する家畜飼養管理施設等の整備に要する経費を補助（補助率：定額、補助

対象：畜産クラスター協議会） 

○ いわてモーモープロジェクト推進事業費  

（農林水産部 17.1 百万円）ふる  政（再掲） 

「いわて牛」のブランディングと県有種雄牛の評価向上を図るため、県内外への積極

的な情報発信や全国和牛能力共進会の上位入賞に向けた取組を支援（補助率：定額、補

助対象：和牛能力共進会岩手県対策協議会） 

○ 日本一の美味しいお米の国づくり推進事業費  

（農林水産部 62.4 百万円）ふる（再掲） 

県オリジナル水稲品種を核とした県産米のブランド確立に向けて、高品質・良食味安

定生産の推進、販路の開拓、米消費拡大及び消費者の評価・認知度の向上の取組を実施 

○ 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策事業費(施設等整備事業費補助) 

（農林水産部 73.7 百万円）ふる  重点  

林業の成長産業化を図るため、木材加工施設や高性能林業機械等の整備を支援（補助

率：定額、補助対象：市町村） 

○ 森林管理システム構築推進事業費（農林水産部 20.9 百万円）ふる  

森林経営管理制度（新たな森林管理システム）の着実な運用を図るため、広域振興局

に専門職員を配置し、市町村が行う業務を支援 

○ 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策事業費（間伐・路網・再造林

関係）（農林水産部 880.0 百万円）ふる  重点  

木材搬出コストの低減や森林資源の持続的な利用を促進するため、森林組合等が実施

する主伐から再造林の一貫作業等に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：森林

組合等） 

○ 栽培漁業推進事業費（農林水産部 278.9 百万円）ふる  

栽培漁業資源の回復を図るため、種苗生産・放流の支援や、放流後の生残率を高める

適切な放流方法の指導等を実施（対象：アワビ種苗、補助率：10/10、補助対象：漁業

協同組合） 

○ さけ、ます増殖緊急強化対策事業費 

（農林水産部 49.5 百万円）【新規】ふる  

サケ資源の回復を図るため、サケ稚魚の生産技術の開発、サクラマスの資源造成に向

けた研究等に加え、新たに大型で遊泳力の高い強靱なサケ稚魚の生産技術の現場実装を

支援（補助率：1/3 等、補助対象：さけ、ます増殖協会等） 

○ さけ資源緊急回復支援事業費補助（農林水産部 352.6 百万円）ふる  

サケ資源の回復を図るため、親魚の確保等に要する経費を補助（補助率：10/10、補

助対象：さけ・ます増殖協会） 
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○ 黄金のウニ収益力向上推進事業費（農林水産部 20.3 百万円）ふる  

ウニ資源を有効活用するため、漁業者や漁業協同組合等との連携による新たな蓄養・

出荷モデルの確立に向けた取組を推進 

○ 強い水産業づくり交付金事業費（農林水産部 77.6 百万円）ふる  

漁業者の収益向上と生産コストの削減を図るため、水産共同利用施設等の整備に要す

る経費を補助（補助率：1/2、補助対象：漁業協同組合等） 

○ 養殖業振興事業費（農林水産部 3.0 百万円）【一部新規】ふる  重点  

養殖生産量の増大を図るため、新たにアサリを対象に加え、養殖生産技術の開発・普

及を行うほか、意欲ある漁業者の生産法人化や漁場利用の高度化など、漁業生産の効率

化を促進 

○ 質の高い水産物の安定確保対策事業費（農林水産部 1.0 百万円）ふる  

沿岸漁船漁業者と水産加工事業者の経営改善を図るため、小型漁船漁業によるマイワ

シ試験操業や、高度衛生品質管理体制の確立、サワラ等の高鮮度輸送技術と鮮度の見え

る化による水産物の高付加価値化等を推進 

○ いわてスマート農業推進事業費（農林水産部 4.1 百万円）ふる  重点  

若者や女性にも魅力的で収益性の高い農業経営を実現するため、ＩＣＴ等を活用した

「いわてスマート農業」を推進 

○ 雲南省農林業研究連携調査事業費（農林水産部 10.5 百万円）ふる  

雲南省との交流により明らかとなった相互にメリットが期待できる分野について、具

体的な連携を進めるため、雲南省の農林業研究者と食用きのこ等の調査・研究を実施 

○ 北いわてスマート農業プラットフォーム創造事業費  

（農林水産部 20.3 百万円）ふる  政  重点  

北いわて型スマート農業技術の導入を促進するため、県北農業研究所を拠点として、

農業者、研究機関、大学等によるプラットフォームを構築し、自動走行農機や環境制御

に関する技術実証等を実施 

○ りんどうパワーアップ事業費（農林水産部  4.3 百万円）ふる  政（再掲） 

県産りんどうの需要拡大を図るため、県オリジナルりんどうのＰＲや、革新技術を活

用した新品種の開発を実施 

○ いわて牛産地育成革新技術推進事業費（農林水産部 6.8 百万円）ふる  

いわて牛の産地力強化を図るため、ゲノム解析技術を活用し、効率的に産肉能力の優

れた県有種雄牛を造成 

○ 花粉症対策等採種園整備事業費（農林水産部 19.5 百万円）ふる  

花粉の少ない森林への転換を促進するため、花粉の少ないスギ等の苗木の安定供給に

必要な採種園の整備を実施 
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○ スマート林業推進事業費（農林水産部 4.4 百万円）ふる  重点  

森林資源を活用し、林業の成長産業化を実現するため、ＧＩＳやドローン等のスマー

ト林業技術を適切に活用できる人材の育成を推進 

○ 森林クラウドシステム整備事業費 

（農林水産部 112.7 百万円）ふる  重点  

間伐などの適切な森林整備を進めていくため、最新の森林情報を関係者間で共有でき

る森林クラウドシステムの導入や関連データの整備を実施 

○ 養殖生産技術高度化推進事業費（農林水産部 5.0 百万円）ふる  政  

本県の強みである種苗生産技術などを生かした高度なつくり育てる漁業を推進する

ため、新たな魚類の養殖技術の開発等を推進 

○ さけ、ます海面養殖イノベーション推進事業費  

（農林水産部 4.8 百万円）【新規】ふる  政  重点  

サケ・マス類の海面養殖の振興を図るため、ＩＣＴの導入や種苗の安定供給体制の構

築、県産オリジナルの海面養殖用種苗の開発を推進 

○ 環境と共生する産地づくり確立事業費 

（農林水産部 162.7 百万円）ふる  重点  

環境保全に効果の高い営農活動を進めるため、化学合成農薬・化学肥料を低減した栽

培技術や、高度なＧＡＰの導入を支援（補助率：1/4 等、補助対象：農業者等） 

○ いわてみどりの食料システム戦略推進事業費  

（農林水産部 19.0 百万円）【新規】ふる  重点  

「みどりの食料システム戦略」に基づく持続可能な農法を推進するため、栽培体系の

グリーン化や有機農業の導入等を支援（補助率：定額、補助対象：協議会等） 

○ 畜産ＧＡＰ普及推進事業費（農林水産部 3.4 百万円）ふる  

安全・安心な畜産物の供給や農業経営の体質強化を図るため、ＪＧＡＰ等の取得に向

けた取組を支援（補助率：定額、補助対象：畜産ＧＡＰ取得意向のある農場等） 

○ いきいき農村基盤整備事業費補助（農林水産部 57.0 百万円）ふる  重点  

いきいきとした岩手の農業・農村を創り上げていくため、中山間地域等の耕作条件が

不利な小規模農地等を対象とした簡易な基盤整備に要する経費を補助（補助率：定額等、

補助対象：市町村等） 

○ 基幹水利施設ストックマネジメント事業費  

（農林水産部 1,058.5 百万円）ふる  

基幹的農業水利施設の長寿命化を図るため、機能保全計画の策定と機能保全対策工事

を実施 

○ 経営体育成基盤整備事業費（農林水産部 1,692.6 百万円）ふる  重点  

地域の中心となる経営体の育成を図るため、ほ場の大区画化や排水改良など生産基盤
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の整備と担い手への農地集積を一体的に推進 

○ 中山間地域総合整備事業費（農林水産部 796.1 百万円）ふる  

地域特性を生かした農業と活力ある農村づくりの促進等を図るため、地域の実情に応

じた農業生産基盤と農村生活環境基盤の整備を実施 

○ 森林整備事業費補助（農林水産部 525.6 百万円）ふる  重点  

森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、市町村等が実施する森林経営計

画の認定森林等における再造林や間伐等に要する経費を補助（補助率：4/10 等、補助

対象：市町村等） 

○ 水産生産基盤整備事業費（農林水産部 513.2 百万円）ふる  

水産物の安定供給に資する漁港機能の向上を図るため、防波堤、護岸等を整備 

○ 鳥獣被害防止総合対策事業費（農林水産部  324.3 百万円）ふる  

野生鳥獣による農作物被害を防止するため、有害捕獲や恒久電気柵等の設置、地域全

体で行う被害防止活動を支援するとともに、食肉加工を目的とするニホンジカの放射性

物質検査を実施（補助率：1/2 等、補助対象：協議会等） 

○ 松くい虫等防除事業費（農林水産部 173.2 百万円）ふる  

松林及び広葉樹林を松くい虫及びナラ枯れ被害から守るため、松くい虫被害防除監視

員等の設置や被害木の駆除、被害発生の予防等を実施（補助率：3/4、補助対象：市町

村等） 

 

《Ⅵ》38 農林水産物の付加価値を高め、販路を広げます     

○ いわて地域ぐるみ６次産業化支援事業費（農林水産部 5.4 百万円）ふる  

地域ぐるみの６次産業化を促進するため、農林漁業者と商工業者等が連携して行う特

産品開発や販路拡大等の取組を支援 

○ いわて木づかい住宅普及促進事業費 

（農林水産部 87.0 百万円）ふる  政  重点  

県産木材の利用を促進するため、県産木材を使用した住宅新築やリフォームに要する

経費を補助（ＪＡＳ材の活用等を対象に上乗せ補助）（補助額：使用材積に応じて 150

千円～、補助対象：施主） 

○ いわての木があふれる空間づくり事業費  

（農林水産部 15.1 百万円）【新規】ふる  重点  

県産木材利用の普及を図るため、多くの県民が利用する民間商業施設等の県産木材に

よる木造化、木質化、木製品導入に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：県内

に本店がある民間事業者） 
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○ 木造建築設計技術者等育成・需要拡大事業費  

（農林水産部 3.3 百万円）ふる  重点  

県産木材の新たな需要創出を図るため、県産木材活用住宅等のＰＲ、木造建築設計技

術者等の養成、木造建築アドバイザーによる技術指導等を実施 

○ 需要創出・販路拡大事業費（農林水産部 6.6 百万円）ふる  重点  

県産木材の販路拡大を図るため、全国規模の木材製品展示商談会への出展支援などを

実施するほか、県産木材の利用促進を働きかけるＰＲイベントを開催 

○ 原木しいたけ販売力アップ促進事業費（農林水産部 2.9 百万円）ふる  

県産原木しいたけの需要拡大や価格向上を図るため、岩手県立大学や集出荷団体等と

連携してＰＲイベントを開催するほか、集出荷団体によるＷｅｂ入札の試行等を支援 

○ いわて食の聖地プロモーション展開事業費  

（農林水産部 6.9 百万円）ふる  

県産食材の認知度や評価を高めるため、バイヤーを対象としたマッチングや、「黄金

の國、いわて。」応援の店等と連携したフェアなどを開催 

○ いわてモーモープロジェクト推進事業費  

（農林水産部 17.1 百万円）ふる  政  

「いわて牛」のブランディングと県有種雄牛の評価向上を図るため、県内外への積極

的な情報発信や全国和牛能力共進会の上位入賞に向けた取組を支援（補助率：定額、補

助対象：和牛能力共進会岩手県対策協議会） 

○ りんどうパワーアップ事業費（農林水産部  4.3 百万円）ふる  政  

県産りんどうの需要拡大を図るため、県オリジナルりんどうのＰＲや、革新技術を活

用した新品種の開発を実施 

○ 日本一の美味しいお米の国づくり推進事業費  

（農林水産部 62.4 百万円）ふる  

県オリジナル水稲品種を核とした県産米のブランド確立に向けて、高品質・良食味安

定生産の推進、販路の開拓、米消費拡大及び消費者の評価・認知度の向上の取組を実施 

○ 東京 2020 オリンピック・パラリンピック県産材利用促進事業費  

（農林水産部 10.4 百万円）ふる  

県産木材の需要拡大につなげるため、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技

大会の選手村施設で使用された県産木材を公共的な施設等で再利用することにより、高

品質な木材・製材品をＰＲ 

○ 質の高い水産物の安定確保対策事業費 

（農林水産部 1.0 百万円）ふる（再掲） 

沿岸漁船漁業者と水産加工事業者の経営改善を図るため、小型漁船漁業によるマイワ

シ試験操業や、高度衛生品質管理体制の確立、サワラ等の高鮮度輸送技術と鮮度の見え
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る化による水産物の高付加価値化等を推進 

○ いわて農林水産物海外プロモーション強化事業費  

（農林水産部 11.6 百万円）ふる  

県産農林水産物の海外における知名度向上と販路の拡大を図るため、海外におけるプ

ロモーションや輸出拡大に向けた効率的な物流システムの構築を推進 

○ いわての食財戦略的海外輸出展開事業費  

（農林水産部 28.1 百万円）ふる  政  

県産農林水産物の輸出拡大を図るため、県内事業者の輸出力強化を目的とした戦略の

策定・実行にかかる経費を補助（補助率：定額、補助対象：いわて農林水産物国際流通

促進協議会） 

○ いわて食農連携プロジェクト推進事業費（農林水産部 7.9 百万円）ふる  

食と農に関わる多様な関係者の参画のもと持続的なビジネスモデルを創出するため、

関係者のネットワークの構築等を支援 

○ いわて三陸ガストロノミー推進事業費（農林水産部 8.2 百万円）ふる  

「食」を核とした地域振興を図るため、三陸の「食」の魅力の発信に取り組むほか、

民間団体が主催する「食」をテーマとしたシンポジウムや交流会の開催等を支援 

○ こころ高まる農山漁村感動体験創出事業費 

（農林水産部 2.5 百万円）ふる（再掲） 

都市と農村の交流人口拡大を図るため、教育旅行誘致活動、企業研修やインバウンド

に対応した受入体制づくりを支援 

 

《Ⅵ》39 一人ひとりに合った暮らし方ができる農山漁村をつくります 

○ 中山間地域等直接支払事業費（農林水産部  2,678.5 百万円）ふる  

中山間地域等において、国土の保全、水源の涵養等の多面的機能を確保するため、集

落協定等に基づき、５年以上継続して農業生産活動等を行う農業者等に対して、交付金

を交付（補助率:定額、補助対象:農業者等） 

○ 中山間地農業農村活性化推進対策事業費 

（農林水産部 15.6 百万円）ふる  

中山間地域等において、将来にわたり持続可能な活力ある地域コミュニティを確立す

るため、ビジョンの策定・実践をリードする人材の育成や、集落等の将来ビジョン策定、

地域資源を活かした活性化の取組等を支援（補助率：定額、補助対象：中山間地域の団

体等） 

○ 農地維持支払交付金（農林水産部 1,622.6 百万円）ふる  

農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮のため、水路の泥上げや農道の砂利補充
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など、農地や農業用水路等を守る地域共同活動を支援 

○ 県民参加の森林づくり促進事業費（農林水産部 30.7 百万円）ふる  重点  

県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図るため、県民による森林

環境保全活動を支援（補助率：10/10 等、補助対象：ＮＰＯ法人等） 

○ いわて森林づくり推進人材育成事業費（農林水産部 2.9 百万円）ふる  

地域における森林整備活動を推進するため、専門知識と技術を有し、地域に根ざして

関係者の合意形成等を図る人材を育成 

○ こころ高まる農山漁村感動体験創出事業費  

（農林水産部 2.5 百万円）ふる  

都市と農村の交流人口拡大を図るため、教育旅行誘致活動、企業研修やインバウンド

に対応した受入体制づくりを支援 

○ 農業農村関係人口拡大定着支援事業費 

（農林水産部 6.1 百万円）【新規】ふる  政  重点  

本県の農業・農村における関係人口の拡大を図るため、就農や農村での暮らしに関す

る情報発信、農村体験モニターによる体験受入体制の整備を実施 

○ 幸せ創る女性農林漁業者育成事業費 

（農林水産部 8.4 百万円）ふる（再掲） 

本県農林水産業をけん引する女性農林漁業者を育成するため、女性が活躍しやすい環

境づくりやネットワークづくり、家族経営協定の締結、「食の匠」による地域食文化の

伝承活動などの取組を推進（補助率：定額、補助対象：女性グループ） 

○ 団体営農村地域防災減災事業費補助（農林水産部  80.0 百万円）ふる  

効果的な防災・減災対策を講じるため、ハザードマップ作成や利用実態のない農業用

ため池の廃止に要する経費を補助（補助率：定額、事業主体：市町村） 

○ 農村地域防災減災事業費（農林水産部 885.8 百万円）ふる  

効果的な防災・減災対策を講じるため、地域の実情に即した農業用施設の整備や保全

等を総合的に実施 

○ 治山事業費（農林水産部 1,197.2 百万円）ふる  

山地災害から県民の生命・財産を守るため、治山施設を整備  
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Ⅶ 歴史・文化  

豊かな歴史や文化を受け継ぎ、愛着や誇りを育んでいる岩手の実現に向けた取組

を展開します。 

《Ⅶ》40 世界遺産の保存と活用を進めます           

○ 世界遺産登録推進事業費（文化スポーツ部  51.2 百万円）ふる  

「平泉の文化遺産」の拡張登録に向けた取組、「明治日本の産業革命遺産」の世界遺

産委員会決議事項に対応した取組、「北海道・北東北の縄文遺跡群」の保存活用の取組

等を実施 

○ 平泉の文化遺産プロモーション事業費 

（文化スポーツ部 3.7 百万円）ふる  政  

平泉世界遺産ガイダンスセンター開館１周年に合わせて、「平泉の文化遺産」の県民

の理解増進を図る取組や、県内外への情報発信等を実施 

 

○ 平泉世界遺産ガイダンスセンター管理運営費  

（文化スポーツ部 84.7 百万円）ふる  

平泉世界遺産ガイダンスセンターの施設運営のほか、展示解説、企画展示等を実施 

○ 世界遺産保存活用推進事業費 

（文化スポーツ部 5.7 百万円）【一部新規】ふる  

「平泉」、「橋野」及び「御所野」の価値等の理解増進や人的・文化的交流を図るとと

もに、世界遺産を核とした関連文化資源ネットワーク構築による一体的な情報発信等を

実施 

 

《Ⅶ》41 豊かな歴史や民俗芸能などの伝統文化が受け継がれる環境をつくり、交流を広げます  

○ いわての民俗芸能活性化交流促進事業費  

（文化スポーツ部 4.4 百万円）ふる  政  

民俗芸能の保存・継承や後継者の育成等を図るため、「民俗芸能フェスティバル」を

開催し、民俗芸能団体等の活動や交流を促進 

○ いわての文化国際交流推進事業費 

（文化スポーツ部 6.5 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

本県の文化資源を生かした映像の制作による国内外への情報発信や、「マンガ」を活

用した海外との文化交流を実施 
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○ いわて文化芸術王国構築事業費 

（文化スポーツ部 1.1 百万円）ふる（再掲） 

本県の特色ある文化資源について、広く発信するため、ホームページ「いわての文化

情報大事典」を運営 

○ 文化芸術振興基盤強化事業費（文化スポーツ部 3.6 百万円）ふる（再掲） 

県内の文化芸術活動を推進するため、「文化芸術コーディネーター」を配置 

○ 幸せ創る女性農林漁業者育成事業費 

（農林水産部 8.4 百万円）ふる（再掲） 

本県農林水産業をけん引する女性農林漁業者を育成するため、女性が活躍しやすい環

境づくりやネットワークづくり、家族経営協定の締結、「食の匠」による地域食文化の

伝承活動などの取組を推進（補助率：定額、補助対象：女性グループ） 

○ 文化財保護事業費（教育委員会 74.9 百万円）ふる  

国・県指定文化財の所有者等が行う修理、保存整備、記録保存等に要する経費の一部

を補助（補助率：1/4・1/2、補助対象：国・県指定文化財の所有者等） 

 

Ⅷ 自然環境  

一人ひとりが恵まれた自然環境を守り、自然の豊かさとともに暮らすことができ

る岩手の実現に向けた取組を展開します。 

《Ⅷ》42 多様で優れた環境を守り、次世代に引き継ぎます    

○ シカ・イノシシ捕獲対策事業費 

（環境生活部 235.7 百万円）【一部新規】ふる  

シカ及びイノシシの生息域の拡大への対応や農業被害等の防止のため、捕獲や早池峰

山周辺地域におけるシカ対策を実施するほか、捕獲技術向上に向けた研修会やＩＣＴの

活用など効果的な捕獲方法の導入に向けた取組を実施 

○ 野生動物との共生推進事業費（環境生活部  4.0 百万円）ふる  

ツキノワグマの適正な個体数管理と農業被害等の防止のため、啓発活動及び生息動向

調査を実施 

○ 希少野生動植物保護対策事業費（環境生活部 1.4 百万円）ふる  

希少野生動植物の保護対策の推進を図るため、イヌワシの繁殖支援等を実施 

○ いわてレッドデータブック改訂事業費（環境生活部 10.0 百万円）ふる  

本県の希少野生動植物の実態を把握し、県民に生物多様性の理解の浸透を図るため、

「いわてレッドデータブック」の改訂に向けた調査を実施 
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○ 自然公園施設整備事業費（環境生活部 118.8 百万円）ふる  

自然とのふれあいを促進するため、優れた自然環境を有する国立・県立自然公園等の

登山道や遊歩道の改修等を実施（補助率：1/2、補助対象：市町村） 

○ 休廃止鉱山鉱害防止事業費（環境生活部 1,454.1 百万円） 

北上川の清流を維持するため、新中和処理施設により旧松尾鉱山坑廃水の中和処理を

実施するとともに、施設の老朽化対策工事及び耐震補強工事並びに坑道の埋戻し工事を

実施 

○ 三陸ジオパーク推進強化事業費（環境生活部 7.6 百万円）【新規】ふる  政  

ジオパークを活用した地域振興を図るため、三陸ジオパーク推進協議会等と連携し、

三陸ジオパークの魅力を伝えるコンテンツ作りや認定ガイドの育成等の推進を図る取

組を実施 

○ 鳥獣被害防止総合対策事業費（農林水産部  324.3 百万円）ふる（再掲） 

野生鳥獣による農作物被害を防止するため、有害捕獲や恒久電気柵等の設置、地域全

体で行う被害防止活動を支援するとともに、食肉加工を目的とするニホンジカの放射性

物質検査を実施（補助率：1/2 等、補助対象：協議会等） 

○ 森林公園機能強化事業費（農林水産部 55.3 百万円）ふる  

広く県民の森林・林業に対する理解醸成を図るため、森林環境教育の拠点施設である

森林公園の機能強化を実施 

○ いわて環境の森整備事業費（農林水産部 781.5 百万円）ふる  重点  

森林の持つ公益的機能を持続的に発揮させるため、公益上重要な森林において、針葉

樹と広葉樹の混交林化を進める強度間伐や伐採跡地への植栽のほか、森林整備に必要な

作業道の開設や気象被害を受けた森林の整備等を支援（補助率：10/10 等、補助対象：

林業事業体等） 

 

《Ⅷ》43 循環型地域社会の形成を進めます           

○ 循環型地域社会形成推進事業費（環境生活部 135.0 百万円）【一部新規】 

県民、事業者、市町村等の各主体との連携による３Ｒの促進、リサイクル製品の開発

等に取り組む事業者への支援等を実施するほか、飲食店における食べ残しの削減等の普

及啓発を実施（補助率：1/3～10/10、補助対象：県内に事業所を置く事業者等） 

○ 海岸漂着物等地域対策推進事業費（環境生活部 45.1 百万円）政  

岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処

理等に対する支援や、環境保全活動の促進、情報発信、海洋ごみの調査等を実施（補助

率：7/10・8/10、補助対象：市町村等） 
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○ 産業廃棄物処理施設整備事業促進費（環境生活部  1,967.4 百万円） 

いわてクリーンセンターの後継となる、公共関与による産業廃棄物管理型最終処分場

の整備等を実施 

○ 廃棄物適正処理監視等推進費（環境生活部  37.5 百万円） 

産業廃棄物不適正処理の未然防止のため、産業廃棄物適正処理指導員による監視指導

やスカイパトロール等を実施 

○ 県境不法投棄現場環境再生事業費（環境生活部 910.7 百万円） 

青森県境で発生した産業廃棄物不法投棄事案について、原状回復を目指した汚染土壌

等の浄化及び不法投棄の原因者等に対する責任追及等を実施 

 

《Ⅷ》44 地球温暖化防止に向け、低炭素社会の形成を進めます  

○ 海洋エネルギー関連産業創出推進事業費  

（ふるさと振興部 15.8 百万円）【新規】ふる  政  重点  

沿岸地域における海洋エネルギーを活用した新産業創出のため、洋上風力発電の事業

化に向けて関係者との合意形成や釜石市沖海洋再生可能エネルギー実証フィールドに

おける波力発電装置の研究開発の支援を実施 

○ 地球温暖化対策事業費（環境生活部 10.0 百万円）ふる  重点  

温室効果ガス排出量の 2050 年実質ゼロに向けた県民運動の展開、岩手県地球温暖化

防止活動推進センターを拠点とした普及啓発等を実施 

○ ゼロカーボン推進事業費 

（環境生活部 57.1 百万円）【一部新規】ふる  政  重点  

「第２次岩手県地球温暖化対策実行計画」に基づき、温室効果ガス排出量を総合的に

削減するため、家庭の省エネルギー化促進、事業者への省エネルギー設備導入補助のほ

か、県有施設の再エネ導入等に向けた取組を実施（補助率：定額、補助対象：中小事業

者等） 

○ いわてグリーンライフ・ポイント推進事業費  

（環境生活部 5.1 百万円）【新規】重点  

市町村が国の食とくらしの「グリーンライフ・ポイント」推進事業を活用し、新たな

ポイント制度の開発等を実施する場合、ポイントの原資となる賞品代の一部を支援 

○ 再生可能エネルギー導入促進事業費 

（環境生活部 23.2 百万円）ふる  重点（再掲） 

再生可能エネルギーの導入促進のため、被災家屋等への太陽光発電の導入支援や自

立・分散型エネルギー供給システムの構築に向けた取組支援、地域に根差した再エネの

立地促進などを実施（補助率：定額、補助対象：東日本大震災津波により、自ら居住し
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ていた家屋に被害を受けた個人等） 

○ 水素利活用による再生可能エネルギー推進事業費  

（環境生活部 11.5 百万円）ふる  政  重点  

再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進や水素関連製品の普及促進、水素利活用

に関する県民や事業者等への理解促進などに取り組むほか、水素関連産業の可能性調査

を実施 

○ いわて水素モビリティ実証事業費 

（環境生活部 89.7 百万円）【新規】ふる  重点  

水素ステーションの設置及び燃料電池自動車の導入に対する支援等を実施（補助率：

1/6・定額、補助対象：事業者等） 

○ 気候変動対策推進事業費（環境生活部 4.6 百万円）ふる  重点  

気候変動対策への県民の関心と理解を深めるための総合イベント等を開催 

○ 環境と共生する産地づくり確立事業費 

（農林水産部 162.7 百万円）ふる  重点（再掲） 

環境保全に効果の高い営農活動を進めるため、化学合成農薬・化学肥料を低減した栽

培技術や、高度なＧＡＰの導入を支援（補助率：1/4 等、補助対象：農業者等） 

○ 木質バイオマス熱電利用促進事業費（農林水産部  1.9 百万円）ふる  重点  

木質バイオマスの利用を促進するため、フォーラムの開催やコーディネーターの派遣

のほか、熱利用の効率化を図るための調査等を実施 

○ いわて環境の森整備事業費 

（農林水産部 781.5 百万円）ふる  重点（再掲） 

森林の持つ公益的機能を持続的に発揮させるため、公益上重要な森林において、針葉

樹と広葉樹の混交林化を進める強度間伐や伐採跡地への植栽のほか、森林整備に必要な

作業道の開設や気象被害を受けた森林の整備等を支援（補助率：10/10 等、補助対象：

林業事業体等） 

○ 県民参加の森林づくり促進事業費 

（農林水産部 30.7 百万円）ふる  重点（再掲） 

県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図るため、県民による森林

環境保全活動を支援（補助率：10/10 等、補助対象：ＮＰＯ法人等） 

○ 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策事業費（間伐・路網・再造林

関係）（農林水産部 880.0 百万円）ふる  重点（再掲） 

木材搬出コストの低減や森林資源の持続的な利用を促進するため、森林組合等が実施

する主伐から再造林の一貫作業等に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：森林

組合等） 

 

65



○ いわて木づかい住宅普及促進事業費 

（農林水産部 87.0 百万円）ふる  政  重点（再掲） 

県産木材の利用を促進するため、県産木材を使用した住宅新築やリフォームに要する

経費を補助（ＪＡＳ材の活用等を対象に上乗せ補助）（補助額：使用材積に応じて 150

千円～、補助対象：施主） 

○ いわての木があふれる空間づくり事業費  

（農林水産部 15.1 百万円）【新規】ふる  重点（再掲） 

県産木材利用の普及を図るため、多くの県民が利用する民間商業施設等の県産木材に

よる木造化、木質化、木製品導入に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：県内

に本店がある民間事業者） 

○ 木造建築設計技術者等育成・需要拡大事業費  

（農林水産部 3.3 百万円）ふる  重点（再掲） 

県産木材の新たな需要創出を図るため、県産木材活用住宅等のＰＲ、木造建築設計技

術者等の養成、木造建築アドバイザーによる技術指導等を実施 

○ 需要創出・販路拡大事業費（農林水産部 6.6 百万円）ふる  重点（再掲） 

県産木材の販路拡大を図るため、全国規模の木材製品展示商談会への出展支援などを

実施するほか、県産木材の利用促進を働きかけるＰＲイベントを開催 

○ 森林整備事業費補助（農林水産部 525.6 百万円）ふる  重点（再掲） 

森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、市町村等が実施する森林経営計

画の認定森林等における再造林や間伐等に要する経費を補助（補助率：4/10 等、補助

対象：市町村等） 

○ いわて住まいのカーボンニュートラル推進事業費  

（県土整備部 15.4 百万円）【新規】政  重点（再掲） 

住宅部門からの温室効果ガスの削減と県民の居住環境の改善を図るため、県内建築事

業者への技術支援及び既存住宅の省エネ化に対する補助を実施（補助率：定額、補助対

象：住宅の所有者） 
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Ⅸ 社会基盤  

防災対策や産業振興など幸福の追求を支える社会基盤が整っている岩手の実現に

向けた取組を展開します。 

《Ⅸ》45 科学・情報技術を活用できる基盤を強化します     

○ 海洋研究拠点形成促進事業費（ふるさと振興部 1.7 百万円）ふる  

海洋研究の拠点化を推進するため、いわて海洋研究コンソーシアムの活動を通じた海

洋研究機関の連携促進や研究活動の支援等を実施 

○ 海洋エネルギー関連産業創出推進事業費  

（ふるさと振興部 15.8 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

沿岸地域における海洋エネルギーを活用した新産業創出のため、洋上風力発電の事業

化に向けて関係者との合意形成や釜石市沖海洋再生可能エネルギー実証フィールドに

おける波力発電装置の研究開発の支援を実施 

○ 科学技術振興推進費（ふるさと振興部 3.9 百万円）ふる  

岩手発のイノベーションの推進に向け、関係機関による推進体制の強化や研究プロジ

ェクト創出に向けた取組の推進、産学官金のマッチング支援を実施 

○ 科学技術イノベーション活用推進費 

（ふるさと振興部 7.6 百万円）ふる  政  

岩泉町をモデル地区としてドローン物流の社会実装を進めるとともに、ドローンの多

用途活用、ドローン以外の未来技術による地域課題の解決の取組を実施 

○ いわて戦略的研究開発推進事業費（ふるさと振興部 38.0 百万円）ふる  

経済成長につながり得る将来有望な研究シーズの育成や事業化に結び付く研究開発

の支援を実施 

○ いわてデジタル化推進費 

（ふるさと振興部 25.8 百万円）【一部新規】ふる  政  重点  

本県におけるデジタル社会の実現に向け、産学官金が連携したＤＸの取組の推進やデ

ジタル人材の育成等を実施 

○ 市町村行政デジタル化支援事業費 

（ふるさと振興部 5.5 百万円）【新規】ふる  政  重点  

自治体ＤＸの着実な推進に向け、ＡＩ・ＲＰＡ等の活用による県内市町村の行政デジ

タル化の取組を支援 

○ 携帯電話等エリア整備事業費補助 

（ふるさと振興部 9.5 百万円）ふる  重点  

携帯電話の利用可能地域の拡大を促進するため、市町村が実施する鉄塔施設等の整備
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に要する経費を補助（補助率：1/2・2/3、補助対象：市町村） 

○ ＩＬＣ推進事業費 

（ＩＬＣ推進局 110.8 百万円）【一部新規】ふる  政（再掲） 

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現に向け、研究者や関係団体等と連携、協力し、

建設準備に必要となる具体的な調査検討や県内企業の加速器関連技術の開発支援、国内

外への情報発信等の取組を推進 

 

《Ⅸ》46 安全・安心を支える社会資本を整備します       

○ 団体営農村地域防災減災事業費補助 

（農林水産部 80.0 百万円）ふる（再掲） 

効果的な防災・減災対策を講じるため、ハザードマップ作成や利用実態のない農業用

ため池の廃止に要する経費を補助（補助率：定額、事業主体：市町村） 

○ 農村地域防災減災事業費（農林水産部 885.8 百万円）ふる（再掲） 

効果的な防災・減災対策を講じるため、地域の実情に即した農業用施設の整備や保全

等を総合的に実施 

○ 治山事業費（農林水産部 1,197.2 百万円）ふる（再掲） 

山地災害から県民の生命・財産を守るため、治山施設を整備  

○ 河川改修事業費（県土整備部 4,964.6 百万円） 

洪水被害の防止・軽減を図るため、浸水被害が生じるおそれのある河川の改修等を実

施 

○ 河川等災害復旧事業費（県土整備部 13,154.9 百万円）（再掲） 

被災した河川、道路等の公共土木施設の災害復旧を実施 

 

○ 砂防事業費（県土整備部 1,212.9 百万円） 

土石流による被害を防止するため、砂防堰堤等の整備を実施 

○ 急傾斜地崩壊対策事業費（県土整備部 252.0 百万円） 

急傾斜地の崩壊による被害を防止するため、擁壁等の整備を実施 

○ 港湾災害復旧事業費（県土整備部 55.9 百万円） 

被災した港湾施設、港湾海岸施設の災害復旧を実施 

○ 直轄港湾事業費負担金（港湾課） （県土整備部 804.0 百万円） 

国が実施する港湾施設の整備費の一部を負担 

○ 海岸事業費（県土整備部 420.0 百万円） 

津波や高潮による被害を防止するため、海岸保全施設の老朽化対策を実施 
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○ 地域連携道路整備事業費 （県土整備部 4,710.9 百万円） 

災害に強く信頼性の高い道路ネットワークを構築するため、緊急輸送道路などの整備

を実施 

○ 道路環境改善事業費 （県土整備部 8,034.3 百万円）（再掲） 

歩道・道の駅の整備や道路・橋りょうの補修など、道路環境の改善を実施 

○ 橋りょう補修事業費・橋りょう補強事業費 （県土整備部 92.0 百万円） 

橋りょうの長寿命化を図るための補修や、緊急輸送道路などに架かる橋りょうの耐震

補強を実施 

○ 交通安全施設整備事業費 （県土整備部 860.5 百万円） 

歩道の整備に向けた調査や交通安全施設の整備などを実施 

 

《Ⅸ》47 産業や観光振興の基盤となる社会資本を整備します    

○ いきいき農村基盤整備事業費補助 

（農林水産部 57.0 百万円）ふる  重点（再掲） 

いきいきとした岩手の農業・農村を創り上げていくため、中山間地域等の耕作条件が

不利な小規模農地等を対象とした簡易な基盤整備に要する経費を補助（補助率：定額等、

補助対象：市町村等） 

○ 基幹水利施設ストックマネジメント事業費 

（農林水産部 1,058.5 百万円）ふる（再掲） 

基幹的農業水利施設の長寿命化を図るため、機能保全計画の策定と機能保全対策工事

を実施 

○ 経営体育成基盤整備事業費 

（農林水産部 1,692.6 百万円）ふる  重点（再掲） 

地域の中心となる経営体の育成を図るため、ほ場の大区画化や排水改良など生産基盤

の整備と担い手への農地集積を一体的に推進 

○ 中山間地域総合整備事業費（農林水産部 796.1 百万円）ふる（再掲） 

地域特性を生かした農業と活力ある農村づくりの促進等を図るため、地域の実情に応

じた農業生産基盤と農村生活環境基盤の整備を実施 

○ 森林整備事業費補助（農林水産部 525.6 百万円）ふる  重点（再掲） 

森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、市町村等が実施する森林経営計

画の認定森林等における再造林や間伐等に要する経費を補助（補助率：4/10 等、補助

対象：市町村等） 

○ 水産生産基盤整備事業費（農林水産部 513.2 百万円）ふる（再掲） 

水産物の安定供給に資する漁港機能の向上を図るため、防波堤、護岸等を整備 
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○ 地域連携道路整備事業費（県土整備部 4,710.9 百万円）（再掲） 

地域間を結ぶ道路、既存の高規格道路等と一体となり産業振興を支える道路整備を実

施 

○ 直轄道路事業費負担金（県土整備部 2,384.7 百万円） 

国が実施する道路整備費の一部を負担 

○ 港湾施設改良事業費（県土整備部 39.0 百万円） 

重要港湾における長寿命化のための施設修繕を実施 

○ 港湾利用促進費（県土整備部 3.1 百万円）ふる  

三陸沿岸道路等の整備を踏まえた港湾の利活用促進のため、企業等へポートセールス

を行うとともに、ポートフォーラムを開催 

○ 外国船社クルーズ船誘致プロモーション事業費  

（県土整備部 6.8 百万円）【新規】ふる  政  

県内港湾への外国船社クルーズ船を誘致するため、港湾所在市等と連携して外国船社

等へのポートセールスを実施 

○ 空港整備費（県土整備部 613.1 百万円） 

航空機の安全運航のため、滑走路の舗装補修など空港施設の整備を実施 

 

《Ⅸ》48 生活を支える社会資本を良好に維持管理し、次世代に引き継ぎます   

○ 道路・河川等維持修繕関係予算（県土整備部 9,304.3 百万円） 

道路や河川などの社会資本の長寿命化及び安全性・信頼性の確保を図るため、計画的

な維持管理を推進 

○ 道路環境改善事業費（県土整備部 8,034.3 百万円）（再掲） 

歩道・道の駅の整備や道路・橋りょうの補修など、道路環境の改善を実施 

 

○ 公営住宅維持管理・整備費（県土整備部 1,363.9 百万円） 

住居環境の改善に向けて、長寿命化計画に基づいた県営住宅の建替え・改修、修繕等

を実施 

○ 県営住宅活用促進モデル事業費（県土整備部 2.5 百万円）政  重点（再掲） 

若者の住宅確保の支援と県営住宅のストックの有効活用、団地及び地域の活性化を図

るため、通信環境を整備した県営住宅を低廉な家賃で若者や県内企業に提供 

○ いわてお試し居住体験事業費 

（県土整備部 10.9 百万円）【新規】政  重点（再掲） 

県営住宅ストックの有効活用を進めるとともに、本県への移住定住の促進を図るため、

家電等を整備した県営住宅を、県外から移住定住を検討している方に一定期間提供 
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○ 建設業総合対策事業費（県土整備部 16.7 百万円）ふる（再掲） 

社会資本の整備・維持の担い手である地域の建設企業が存続できるような環境づくり

のため、経営改善への支援や、若者や女性が働きやすい環境整備など、人材の育成・確

保支援に向けた取組を推進 

○ 北いわて建設技術向上促進事業費（県土整備部 1.0 百万円）ふる（再掲） 

北いわて地域の建設企業におけるＩＣＴ建設機械のオペレーターの育成等を支援 

 

Ⅹ 参画  

男女共同参画や若者・女性、高齢者、障がい者などの活躍、幅広い市民活動や県

民運動など幸福の追求を支える仕組みが整っている岩手の実現に向けた取組を展開

します。 

《Ⅹ》49 性別や年齢、障がいの有無にかかわらず活躍できる社会をつくります 

○ いわて男女共同参画プラン推進事業費 

（環境生活部 23.6 百万円）ふる（再掲） 

男女共同参画社会の実現に向け、男女共同参画センターを拠点として各種講座の開催

や情報提供、相談事業、ＬＧＢＴ等への理解促進の取組を実施 

○ いわて若者活躍支援強化事業費 

（環境生活部 25.0 百万円）【一部新規】ふる（再掲） 

若者の主体的な活動を支援するため、いわてネクストジェネレーションフォーラムの

開催のほか、県内の若者活動拠点を連携拠点に指定し、いわて若者カフェとの協働によ

るイベント等を実施（補助率：定額、補助対象：若者グループ等） 

○ いわて女性活躍支援強化事業費（環境生活部 11.3 百万円）ふる  

女性が活躍できる環境づくりを推進するため、いわて女性活躍企業等認定制度の普及

や業種を越えたネットワーク構築の支援などを実施 

○ いわてワーク・ライフ・バランス促進強化事業費  

（環境生活部 5.8 百万円）ふる  政  

女性が働きやすい環境づくりを推進するため、企業等におけるワーク・ライフ・バラ

ンスの優良事例を創出するほか、優れた取組の情報発信等を実施 

○ 高齢者社会貢献活動支援事業費（保健福祉部 4.7 百万円）ふる  

高齢者の生きがいづくりと社会貢献活動の促進を図るため「岩手県高齢者社会貢献活

動サポートセンター」を設置し、高齢者団体等への活動支援を実施 
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○ 障がい者就労・社会参加支援事業費 

（保健福祉部 15.3 百万円）ふる（再掲） 

就労継続支援事業所等を対象に、販路拡大や企業等と事業所との業務受注に向けたマ

ッチング支援、企業等への就労に関する取組の理解促進など、工賃向上に向けた総合的

な支援を行う、いわて障がい者就労支援センターを設置  

 

《Ⅹ》50 幅広い市民活動や多様な主体による県民運動を促進します    

○ 交通安全指導費（復興防災部 27.0 百万円）（再掲） 

交通事故防止や交通安全意識の醸成を図るため、「正しい交通ルールを守る県民運動」

を推進するほか、市町村交通指導員設置に要する経費を補助（補助率：1/2、補助対象：

市町村） 

○ ＮＰＯ等による復興支援事業費（環境生活部 28.7 百万円）（再掲） 

多様な主体の協働による復興支援活動等を推進するため、活動経費の助成や担い手と

なるＮＰＯ等の運営基盤強化のための取組を実施（補助率：定額、補助対象：ＮＰＯ等） 

○ ＮＰＯ活動交流センター管理運営費（環境生活部  30.6 百万円） 

多様な主体の参画・連携・協働を推進するため、ＮＰＯ活動交流センターを拠点とし

て、ネットワークづくりやＮＰＯの活動促進に向けた取組を実施 

○ 多様な主体のパートナーシップ推進事業費（環境生活部 2.4 百万円）政  

多様な主体の参画・協働を地域づくりにつなげるとともに県政全般に広げていくため、

県民理解の促進や官民連携の推進を図る取組を実施 

○ いわて県民情報交流センター管理運営費（環境生活部 667.8 百万円） 

県民の交流・連携を促進し、良好な利用環境を確保するため、情報提供、施設の管理

運営、保守、改修等を実施 

○ 事業型ＮＰＯ育成事業費（環境生活部 3.9 百万円） 

ＮＰＯ等の安定的な運営を支援するため、ＮＰＯ等に対し、活動資金確保等に関する

研修会や、「新しい生活様式」に対応するため活動のオンライン化に向けた、技術習得

の支援を実施 

○ 食育県民運動促進事業費（環境生活部 0.5 百万円）（再掲） 

食育に対する県民意識を醸成し、地域や家庭での実践を促すため、食育に関する普及

啓発や地域の推進体制整備への支援を実施 

○ 地球温暖化対策事業費（環境生活部 10.0 百万円）ふる  重点（再掲） 

温室効果ガス排出量の 2050 年実質ゼロに向けた県民運動の展開、岩手県地球温暖化

防止活動推進センターを拠点とした普及啓発等を実施 
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○ いわてで生み育てる県民運動推進費 

（保健福祉部 10.0 百万円）【新規】ふる  重点（再掲） 

安心して子どもを生み育てられる環境を整備するため、社会全体で子育て支援を行う

意識の啓発や機運の醸成を図る県民運動等を実施 

○ いわて働き方改革加速化推進事業費 

（商工労働観光部 110.3 百万円）ふる  重点（再掲） 

県内企業における働き方改革の促進と生産性向上を両輪とした取組を推進していく

ため、労働環境の整備と処遇改善に向けた取組への支援や中小企業者が行うテレワーク

の導入に要する経費の補助を実施（補助率：定額、補助対象：中小企業など） 
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（３） 新しい時代を切り拓くプロジェクトの推進に向けた取組           

長期的な視点に立って、岩手らしさを生かした新たな価値・サービスの創造など

の先導的な取組を進めていくため、「新しい時代を切り拓くプロジェクト」として掲

げる 11 のプロジェクトを推進します。 

なお、各プロジェクトの令和４年度の取組内容等は、「参考資料」のとおりです。 

 

１ ＩＬＣプロジェクト                     

○ ＩＬＣ推進事業費 

（ＩＬＣ推進局 110.8 百万円）【一部新規】ふる  政（再掲） 

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現に向け、研究者や関係団体等と連携、協力し、

建設準備に必要となる具体的な調査検討や県内企業の加速器関連技術の開発支援、国内

外への情報発信等の取組を推進 

 

２ 北上川バレープロジェクト                  

○ ５Ｇ等による地域課題解決モデル構築推進費  

（ふるさと振興部 25.6 百万円）ふる  政  重点  

本県が有する地域資源や特性を生かしながら、ローカル５Ｇ等を活用した地域課題解

決モデルの構築と展開に向けた取組を実施 

○ 北上川バレープロジェクト推進事業費 

（ふるさと振興部 4.7 百万円）【一部新規】政  

エリアの魅力を広く県内外に発信するとともに、アドバイザリーボードや構成市町と

の連携により、北上川バレーをより一層「働きやすく、暮らしやすい」エリアとする取

組を実施 

○ いわての子育て支援情報発信事業費 

（保健福祉部 2.4 百万円）ふる  政  重点（再掲） 

新たに構築するポータルサイト・アプリを活用し、子育て支援情報に関するプッシュ

型の情報発信を展開 

○ 未来のものづくり人材育成・地元定着促進事業費  

（商工労働観光部 25.2 百万円）ふる（再掲） 

県内各地の「地域ものづくりネットワーク」を基盤に、小中高校生から社会人までの

各段階におけるものづくり産業人材の育成や地元定着の取組を推進 
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○ ＡＩ人材育成・社会実証推進事業費 

（商工労働観光部 5.6 百万円）【一部新規】ふる  政  重点（再掲） 

高度なＡＩ人材の確保・育成に向けて、専門的な教育講座や、企業の経営課題解決を

図る実践的な取組を展開するとともに、ＡＩ技術の利活用に向けた社会実証を推進（補

助率：定額、補助対象：県内高等教育機関） 

○ 北上川バレーＤＸ推進・高度人材確保促進事業費  

（商工労働観光部 108.3 百万円）【一部新規】ふる  政  重点（再掲） 

北上川流域の産業の高度化・高付加価値化に向けて、ものづくり企業のデジタル技術

導入・活用支援や高度人材の育成・確保、ＩＴ企業と県内ものづくり企業との取引促進

等の取組を推進（補助率：定額、補助対象：（公財）いわて産業振興センターなど） 

○ いわてターン促進事業費 

（商工労働観光部 39.2 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

本県へのＵ・Ｉターンを促進するため、就職情報誌の発行や帰省者を対象としたプロ

モーション、本県の魅力を紹介する移住ガイドブックの作成等の取組を実施 

○ いわて暮らし応援事業費 

（商工労働観光部 125.5 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進するため、ＡＩを活用した就職マッチング

の促進や企業の採用力強化に向けた研修、Ｕ・Ｉターン者の移住に伴う経費等の補助等

の取組を実施（補助率：３/４・定額、補助対象：市町村・移住者） 

○ 就業支援推進事業費（商工労働観光部 84.4 百万円）ふる（再掲） 

県内各地域に就業支援員等を配置し、地域内外の関係機関と連携しながら、高校生の

県内就職の促進、学校におけるキャリア教育の支援、雇用・労働に関する相談への対応

等を実施 

○ いわて就業促進事業費 

（商工労働観光部 112.4 百万円）【一部新規】ふる  政  重点（再掲） 

県内就業の促進及びＵ・Ｉターンによる県内企業の人材確保を推進するため、求職者

やＵ・Ｉターン希望者と企業とのマッチングを支援するとともに、新たに若者や女性向

けのキャリア教育支援を実施（補助率：１／２、補助対象：中小企業など） 

○ いわて働き方改革加速化推進事業費 

（商工労働観光部 110.3 百万円）ふる  重点（再掲） 

県内企業における働き方改革の促進と生産性向上を両輪とした取組を推進していく

ため、労働環境の整備と処遇改善に向けた取組への支援や中小企業者が行うテレワーク

の導入に要する経費の補助を実施（補助率：定額、補助対象：中小企業など） 
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○ 中小企業デジタル化支援ネットワーク事業費  

（商工労働観光部 2.8 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

中小企業のデジタル化に向けて、商工団体や支援機関等が相互に連携して相談対応力

を高め、各種支援策の情報発信やマッチング等を一貫して行う伴走支援体制を構築（補

助率：定額、補助対象：（公財）いわて産業振興センター） 

○ 起業支援推進事業費（商工労働観光部 17.6 百万円）ふる  政（再掲） 

民間企業、金融機関等の関係機関の連携による起業支援拠点「岩手イノベーションベ

ース」の運営や大学生・若者への実践的な起業家教育により若者や女性等の起業を促進 

○ 自動車関連産業創出推進事業費 

（商工労働観光部 33.9 百万円）ふる（再掲） 

自動車関連産業の集積に向けて、県内企業の取引拡大、サプライチェーンの構築、研

究開発促進、人材育成等の取組を推進（補助率：10/10 など、補助対象：（公財）いわ

て産業振興センターなど） 

○ 先端自動車関連技術人材育成事業費（商工労働観光部 1.1 百万円）ふる  

次世代の自動車産業を担う人材を重点的に育成するため、高専生等を対象に、最先端

の自動車関連技術に関する知識や専門技術を習得する講座を実施 

○ 半導体関連産業創出推進事業費 

（商工労働観光部 8.9 百万円）ふる（再掲） 

半導体関連産業の集積に向けて、地場企業の取引拡大や人材育成等の取組を推進（補

助率：定額、補助対象：（公財）いわて産業振興センター） 

○ 医療機器関連産業創出推進事業費 

（商工労働観光部 8.5 百万円）ふる（再掲） 

医療機器等関連産業の創出に向けて、医療機器等製品の開発支援、コーディネーター

による総合的支援、展示会出展等により地場企業の参入・取引拡大を促進するとともに、

医工連携を推進（補助率：10/10 など、補助対象：（公財）いわて産業振興センターな

ど) 

○ 情報関連産業競争力強化事業費 

（商工労働観光部 3.2 百万円）ふる（再掲） 

デジタル化を支えるＩＴ産業の成長を促進するため、県内外企業との取引拡大、産学

官の連携強化、高度ＩＴ人材育成等の取組を一体的に推進（補助率：定額、補助対象：

（公財）いわて産業振興センターなど） 

○ ものづくりＤＸシステム導入支援強化事業費  

（商工労働観光部 17.4 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

県内ものづくり企業のＤＸを推進するため、県工業技術センターを活用し、高度デジ

タル技術者の育成、デジタル技術による生産の高度化や共同研究など、重点的な企業支
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援を通じて、モデル事例の創出を推進 

○ 住宅ストックリノベーション事業費 

（県土整備部 22.2 百万円）【一部新規】ふる  重点（再掲） 

県産木材を活用した岩手型住宅などの良質な住宅ストックの形成を支援 

また、市町村の「空き家バンク」の利活用の促進に向け、職員研修会の開催やマニュ

アル整備を実施するとともに、若者世代又は県外移住者の住宅取得を支援するため「空

き家バンク」に登録された空き家の取得・改修費を補助（補助率：定額、補助対象：市

町村） 

○ 県営住宅活用促進モデル事業費（県土整備部 2.5 百万円）政  重点（再掲） 

若者の住宅確保の支援と県営住宅のストックの有効活用、団地及び地域の活性化を図

るため、通信環境を整備した県営住宅を低廉な家賃で若者や県内企業に提供 

○ いわてお試し居住体験事業費 

（県土整備部 10.9 百万円）【新規】政  重点（再掲） 

県営住宅ストックの有効活用を進めるとともに、本県への移住定住の促進を図るため、

家電等を整備した県営住宅を、県外から移住定住を検討している方に一定期間提供 

○ 建設業総合対策事業費（県土整備部 16.7 百万円）ふる（再掲） 

社会資本の整備・維持の担い手である地域の建設企業が存続できるような環境づくり

のため、経営改善への支援や、若者や女性が働きやすい環境整備など、人材の育成・確

保支援に向けた取組を推進 

○ みらいもりおかプロジェクト事業費 

（盛岡広域振興局 6.0 百万円）【一部新規】ふる  重点（再掲） 

ＩＴ産業・ヘルスケア関連産業等を中心とした、ものづくり産業の育成や振興のため、

企業に対する産学官連携及び新卒者の人材確保の支援を行うほか、スマート農業技術の

導入を促進 

○ 北上川流域生産性向上対策事業費 

（県南広域振興局 8.0 百万円）【一部新規】ふる  重点（再掲） 

ＩｏＴ等の新技術の導入支援や生産現場における実装化に向けた実証、ものづくり人

材の育成・確保の取組を実施 

 

３ 三陸防災復興ゾーンプロジェクト               

○ 復興情報発信事業費（復興防災部 18.2 百万円）【一部新規】（再掲） 

県内外の多様な主体と連携し復興を推進するため、「復興フォーラム」や「伝承館開

館３周年・震災語り部ガイドサミット」の開催、東日本大震災津波伝承館を拠点とした

事実・教訓の伝承と発信、国内外へのいわての復興情報の発信を実施 
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○ 三陸鉄道強化促進協議会負担金 

（ふるさと振興部 24.6 百万円）ふる（再掲） 

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するため、関係市町村と連携した利用促進に加え、

三鉄沿線地域の魅力発信と誘客拡大のための事業を実施 

○ 新しい三陸復興のかけ橋推進費 

（ふるさと振興部 1.5 百万円）ふる（再掲） 

県内外からの復興支援活動を促進させるため、首都圏を中心とした企業等との協働に

よる復興支援マッチングやネットワーク強化、復興関連情報の発信を実施 

○ いわて花巻空港利用促進事業費 

（ふるさと振興部 131.4 百万円）【一部新規】ふる  政（再掲） 

いわて花巻空港の航空需要の回復を図るため、国内線の利用促進等のほか、国際線の

早期運航再開や安定的な運航などに向けた取組を推進するとともに、国際線を活用した

県北・沿岸地域へのインバウンド誘客拡大の取組を実施 

○ ５Ｇ等による地域課題解決モデル構築推進費  

（ふるさと振興部 25.6 百万円）ふる  政  重点（再掲） 

本県が有する地域資源や特性を生かしながら、ローカル５Ｇ等を活用した地域課題解

決モデルの構築と展開に向けた取組を実施 

○ 新しい三陸振興推進費 

（ふるさと振興部 5.8 百万円）【一部新規】ふる  政  

三陸地域の総合的な振興を図るとともに、「防災を学習する場」として持続的に学習

できる地域とする仕組みの構築などを通じて、震災の教訓や三陸の多様な魅力を発信す

る取組を実施 

○ さんりく音楽交流促進事業費 

（文化スポーツ部 1.3 百万円）【新規】ふる（再掲） 

文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進するため、「さんりく音楽祭 2022」を開

催 

○ 地域活性化スポーツ推進事業費 

（文化スポーツ部 25.6 百万円）ふる（再掲） 

スポーツを通じた地域活性化を図るため、「いわてスポーツコミッション」によるス

ポーツイベント・合宿等の誘致や、トップ・プロスポーツチームとの連携による県民の

スポーツ参加機会の充実等に向けた取組を実施 

○ ラグビー県いわて推進事業費 

（文化スポーツ部 6.3 百万円）ふる  政（再掲） 

ラグビーワールドカップ 2019 岩手・釜石開催のレガシーを生かし、トップチームと

連携した県のＰＲ活動等、ラグビー県いわての定着に向けた取組を実施 
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○ 三陸ジオパーク推進強化事業費 

（環境生活部 7.6 百万円）ふる  政（再掲） 

ジオパークを活用した地域振興を図るため、三陸ジオパーク推進協議会等と連携し、

三陸ジオパークの魅力を伝えるコンテンツ作りや認定ガイドの育成等の推進を図る取

組を実施 

○ 三陸観光地域づくり推進事業費 

（商工労働観光部 37.1 百万円）【一部新規】ふる（再掲） 

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域の観光情報の発信や観光資源を生かした周遊

型滞在の仕組みづくりを行うとともに、減少した観光需要を喚起するため、教育旅行を

対象とするバス運行支援を実施（補助率：定額、補助対象：旅行会社） 

○ 黄金のウニ収益力向上推進事業費 

（農林水産部 20.3 百万円）ふる（再掲） 

ウニ資源を有効活用するため、漁業者や漁業協同組合等との連携による新たな蓄養・

出荷モデルの確立に向けた取組を推進 

○ いわて農林水産物海外プロモーション強化事業費  

（農林水産部 11.6 百万円）ふる（再掲） 

県産農林水産物の海外における知名度向上と販路の拡大を図るため、海外におけるプ

ロモーションや輸出拡大に向けた効率的な物流システムの構築を推進 

○ いわて三陸ガストロノミー推進事業費 

（農林水産部 8.2 百万円）ふる（再掲） 

「食」を核とした地域振興を図るため、三陸の「食」の魅力の発信に取り組むほか、

民間団体が主催する「食」をテーマとしたシンポジウムや交流会の開催等を支援 

○ 外国船社クルーズ船誘致プロモーション事業費  

（県土整備部 6.8 百万円）【新規】ふる  政（再掲） 

県内港湾への外国船社クルーズ船を誘致するため、港湾所在市等と連携して外国船社

等へのポートセールスを実施 

○ 県産サーモン養殖確立支援事業費 

（沿岸広域振興局 10.9 百万円）【新規】ふる（再掲） 

県産サーモンの海面養殖確立を図るため、大学と連携した新たな養殖技術の開発や販路

確保に向けたＰＲの推進のほか、加工技術の高度化や加工品等の開発支援を実施 

○ 三陸水産加工業等支援事業費 

（沿岸広域振興局 3.1 百万円）【一部新規】ふる（再掲） 

水産加工業者の経営力強化を図るため、中小企業基盤整備機構と連携した経営改善への

支援強化や専門人材の確保に向けた支援のほか、飲食・宿泊事業者等、水産加工業の取引

先に対する経営支援を実施 
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○ 三陸観光推進リスタート事業費 

（沿岸広域振興局 3.2 百万円）【一部新規】ふる（再掲） 

三陸への誘客促進を図るため、タウン誌等を活用した隣県への観光情報の発信及び震

災・防災を学ぶ教育旅行の誘致のほか、首都圏に向けた旅行商品の造成・催行支援を実

施 

 

４ 北いわて産業・社会革新ゾーンプロジェクト          

○ 北いわてプラチナシティ推進事業費 

（ふるさと振興部 9.3 百万円）【新規】ふる  政（再掲） 

産学官連携のコンソーシアムを中心に、北いわての地域課題に対応する産業振興と社

会づくりを一体的に推進する取組を実施 

○ いわて花巻空港利用促進事業費 

（ふるさと振興部 131.4 百万円）【一部新規】ふる  政（再掲） 

いわて花巻空港の航空需要の回復を図るため、国内線の利用促進等のほか、国際線の

早期運航再開や安定的な運航などに向けた取組を推進するとともに、国際線を活用した

県北・沿岸地域へのインバウンド誘客拡大の取組を実施 

○ 海洋エネルギー関連産業創出推進事業費  

（ふるさと振興部 15.8 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

沿岸地域における海洋エネルギーを活用した新産業創出のため、洋上風力発電の事業

化に向けて関係者との合意形成や釜石市沖海洋再生可能エネルギー実証フィールドに

おける波力発電装置の研究開発の支援を実施 

○ 科学技術イノベーション活用推進費 

（ふるさと振興部 7.6 百万円）ふる  政（再掲） 

岩泉町をモデル地区としてドローン物流の社会実装を進めるとともに、ドローンの多

用途活用、ドローン以外の未来技術による地域課題の解決の取組を実施 

○ ５Ｇ等による地域課題解決モデル構築推進費  

（ふるさと振興部 25.6 百万円）ふる  政  重点（再掲） 

本県が有する地域資源や特性を生かしながら、ローカル５Ｇ等を活用した地域課題解

決モデルの構築と展開に向けた取組を実施 

○ 世界遺産登録推進事業費（文化スポーツ部  51.2 百万円）ふる（再掲） 

「平泉の文化遺産」の拡張登録に向けた取組、「明治日本の産業革命遺産」の世界遺

産委員会決議事項に対応した取組、「北海道・北東北の縄文遺跡群」の保存活用の取組

等を実施 
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○ 北いわて産業デザイン力向上プロジェクト事業費  

（商工労働観光部 5.1 百万円）ふる  政（再掲） 

北いわての地場産業の競争力強化を図るため、食や工芸、観光等と組み合わせた商品

やサービスの開発に取り組む人材や企業の育成を推進 

○ 県北広域産業力強化促進事業費補助 

（商工労働観光部 17.3 百万円）ふる（再掲） 

県北広域において、生産性・収益性向上に取り組む企業に対する市町村の補助に要す

る経費の一部を補助（補助率：１/２、補助対象：市町村） 

○ 北いわてスマート農業プラットフォーム創造事業費  

（農林水産部 20.3 百万円）ふる  政  重点（再掲） 

北いわて型スマート農業技術の導入を促進するため、県北農業研究所を拠点として、

農業者、研究機関、大学等によるプラットフォームを構築し、自動走行農機や環境制御

に関する技術実証等を実施 

○ 原木しいたけ販売力アップ促進事業費 

（農林水産部 2.9 百万円）ふる（再掲） 

県産原木しいたけの需要拡大や価格向上を図るため、岩手県立大学や集出荷団体等と

連携してＰＲイベントを開催するほか、集出荷団体によるＷｅｂ入札の試行等を支援 

○ 北いわて建設技術向上促進事業費（県土整備部 1.0 百万円）ふる（再掲） 

北いわて地域の建設企業におけるＩＣＴ建設機械のオペレーターの育成等を支援 

○ 働くなら北いわて、暮らすなら北いわて推進事業費  

（県北広域振興局 4.7 百万円）【一部新規】ふる  重点（再掲） 

若者や女性が安心して働き子育てできる取組を推進するとともに、若者の地元就職や移

住定住に向けた取組を支援 

○ 北いわて産業競争力強化事業費 

（県北広域振興局 8.0 百万円）【一部新規】ふる（再掲） 

生産性向上による地域産業の成長を促進するとともに、食産業やアパレル産業など個性

豊かな地域産業の情報発信等を支援 

○ 北いわての地域資源を活用した魅力発信事業費  

（県北広域振興局 12.1 百万円）【一部新規】ふる（再掲） 

御所野遺跡の世界遺産登録記念事業等を展開するとともに、県北地域の観光コンテンツ

の充実や周遊促進の取組を実施して誘客拡大を推進 

○ 北いわて再生可能エネルギー推進事業費  

（県北広域振興局 0.3 百万円）【新規】ふる  重点（再掲） 

北いわての豊富な再生可能エネルギーを生かした地域づくりに向け理解を促進する

ため、管内学校等への出前授業を実施 
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５ 活力ある小集落実現プロジェクト               

○ 活力ある小集落支援推進事業費 

（ふるさと振興部 3.6 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

集落出身者や外部人材等を活用した地域支援の担い手不足の解消に向け、旅行やボラ

ンティア活動と地域活動をつなげる新たな支援フレームの構築を推進 

○ 地域おこし協力隊活動支援事業費 

（ふるさと振興部 2.6 百万円）【一部新規】ふる  政  重点（再掲） 

市町村及び地域おこし協力隊のＯＢ・ＯＧ等を核としたネットワークと連携し、地域

おこし協力隊の受入拡大、活動充実及び任期終了後の定着に向けた取組を実施 

○ 科学技術イノベーション活用推進費 

（ふるさと振興部 7.6 百万円）ふる  政（再掲） 

岩泉町をモデル地区としてドローン物流の社会実装を進めるとともに、ドローンの多

用途活用、ドローン以外の未来技術による地域課題の解決の取組を実施 

○ いわて地域ぐるみ６次産業化支援事業費  

（農林水産部 5.4 百万円）ふる（再掲） 

地域ぐるみの６次産業化を促進するため、農林漁業者と商工業者等が連携して行う特

産品開発や販路拡大等の取組を支援 

○ 中山間地域等直接支払事業費（農林水産部 2,678.5 百万円）ふる（再掲） 

中山間地域等において、国土の保全、水源の涵養等の多面的機能を確保するため、集

落協定等に基づき、５年以上継続して農業生産活動等を行う農業者等に対して、交付金

を交付（補助率:定額、補助対象:農業者等） 

○ 中山間地農業農村活性化推進対策事業費  

（農林水産部 15.6 百万円）ふる（再掲） 

中山間地域等において、将来にわたり持続可能な活力ある地域コミュニティを確立す

るため、ビジョンの策定・実践をリードする人材の育成や、集落等の将来ビジョン策定、

地域資源を活かした活性化の取組等を支援（補助率：定額、補助対象：中山間地域の団

体等） 

○ こころ高まる農山漁村感動体験創出事業費  

（農林水産部 2.5 百万円）ふる（再掲） 

都市と農村の交流人口拡大を図るため、教育旅行誘致活動、企業研修やインバウンド

に対応した受入体制づくりを支援 
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○ 農業農村関係人口拡大定着支援事業費 

（農林水産部 6.1 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

本県の農業・農村における関係人口の拡大を図るため、就農や農村での暮らしに関す

る情報発信、農村体験モニターによる体験受入体制の整備を実施 

 

６ 農林水産業高度化推進プロジェクト              

○ いわて林業アカデミー運営事業費 

（農林水産部 49.6 百万円）ふる  重点（再掲） 

新たな林業就業者を確保するため、林業に関する知識・技術を習得できる｢いわて林

業アカデミー｣を運営 

○ いわて水産アカデミー運営支援事業費 

（農林水産部 3.4 百万円）ふる  重点（再掲） 

新たな漁業就業者を確保するため、生産技術や経営手法を習得できる「いわて水産ア

カデミー」の運営を支援 

○ 水田フル活用農業高度化プロジェクト事業費  

（農林水産部 115.0 百万円）ふる  政  重点（再掲） 

水田を活用した収益性の高い農業を確立するため、主食用米から野菜や飼料用米等へ

の作付転換を促進するとともに、ＩＣＴの活用による労働生産性の高い経営体を育成

（助成単価：10a 当たり５千円等、補助対象：地域農業再生協議会等） 

○ 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策事業費(施設等整備事業費補助) 

（農林水産部 73.7 百万円）ふる  重点（再掲） 

林業の成長産業化を図るため、木材加工施設や高性能林業機械等の整備を支援（補助

率：定額、補助対象：市町村） 

○ 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策事業費（林業機械リース支援

事業費補助）（農林水産部 32.0 百万円）ふる  重点  

林業の成長産業化を促進するため、リースによる高性能林業機械等の導入を支援（補

助率：定額、補助対象：市町村） 

○ さけ、ます増殖緊急強化対策事業費 

（農林水産部 49.5 百万円）【新規】ふる（再掲） 

サケ資源の回復を図るため、サケ稚魚の生産技術の開発、サクラマスの資源造成に向

けた研究等に加え、新たに大型で遊泳力の高い強靱なサケ稚魚の生産技術の現場実装を

支援（補助率：1/3 等、補助対象：さけ、ます増殖協会等） 
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○ さけ資源緊急回復支援放流事業費補助 

（農林水産部 352.6 百万円）ふる（再掲） 

サケ資源の回復を図るため、親魚の確保等に要する経費を補助（補助率：10/10、補

助対象：さけ・ます増殖協会） 

○ 養殖業振興事業費 

（農林水産部 3.0 百万円）【一部新規】ふる  重点（再掲） 

養殖生産量の増大を図るため、新たにアサリを対象に加え、養殖生産技術の開発・普

及を行うほか、意欲ある漁業者の生産法人化や漁場利用の高度化など、漁業生産の効率

化を促進 

○ いわてスマート農業推進事業費 

（農林水産部 4.1 百万円）ふる  重点（再掲） 

若者や女性にも魅力的で収益性の高い農業経営を実現するため、ＩＣＴ等を活用した

「いわてスマート農業」を推進 

○ 雲南省農林業研究連携調査事業費 

（農林水産部 10.5 百万円）ふる（再掲） 

雲南省との交流により明らかとなった相互にメリットが期待できる分野について、具

体的な連携を進めるため、雲南省の農林業研究者と食用きのこ等の調査・研究を実施 

○ 北いわてスマート農業プラットフォーム創造事業費  

（農林水産部 20.3 百万円）ふる  政  重点（再掲） 

北いわて型スマート農業技術の導入を促進するため、県北農業研究所を拠点として、

農業者、研究機関、大学等によるプラットフォームを構築し、自動走行農機や環境制御

に関する技術実証等を実施 

○ いわてブランド米品種開発推進事業費（農林水産部 2.0 百万円）ふる  

県産米の市場優位性を確立するため、市場ニーズに対応するとともに、本県の気象条

件に適し、優れた特性を持つ、県オリジナル水稲新品種を開発する。 

○ いわて牛産地育成革新技術推進事業費 

（農林水産部 6.8 百万円）ふる（再掲） 

いわて牛の産地力強化を図るため、ゲノム解析技術を活用し、効率的に産肉能力の優

れた県有種雄牛を造成 

○ スマート林業推進事業費（農林水産部 4.4 百万円）ふる  重点（再掲） 

森林資源を活用し、林業の成長産業化を実現するため、ＧＩＳやドローン等のスマー

ト林業技術を適切に活用できる人材の育成を推進 

○ 森林クラウドシステム整備事業費 

（農林水産部 112.7 百万円）ふる  重点（再掲） 

間伐などの適切な森林整備を進めていくため、最新の森林情報を関係者間で共有でき
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る森林クラウドシステムの導入や関連データの整備を実施 

○ 養殖生産技術高度化推進事業費（農林水産部 5.0 百万円）ふる  政（再掲） 

本県の強みである種苗生産技術などを生かした高度なつくり育てる漁業を推進する

ため、新たな魚類の養殖技術の開発等を推進 

○ さけ、ます海面養殖イノベーション推進事業費  

（農林水産部 4.8 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

サケ・マス類の海面養殖の振興を図るため、ＩＣＴの導入や種苗の安定供給体制の構

築、県産オリジナルの海面養殖用種苗の開発を推進 

○ いわてみどりの食料システム戦略推進事業費  

（農林水産部 19.0 百万円）【新規】ふる  重点（再掲） 

「みどりの食料システム戦略」に基づく持続可能な農法を推進するため、栽培体系の

グリーン化や有機農業の導入等を支援（補助率：定額、補助対象：協議会等） 

○ 水産基盤整備調査費（農林水産部 39.0 百万円）ふる  

水産資源の回復・増大等を図るため、効果的な漁場整備に向けた調査等を実施 

○ いわて地域ぐるみ６次産業化支援事業費  

（農林水産部 5.4 百万円）ふる（再掲） 

地域ぐるみの６次産業化を促進するため、農林漁業者と商工業者等が連携して行う特

産品開発や販路拡大等の取組を支援 

○ いわて６次産業化ネットワーク活動推進事業費  

（農林水産部 70.8 百万円）ふる（再掲） 

６次産業化の取組を拡大するため、商品開発などをサポートする「いわて６次産業化

支援センター」の運営等を通じて農林漁業者等を支援（補助率：3/10 等、補助対象：農

林漁業者等） 

○ 需要創出・販路拡大事業費（農林水産部 6.6 百万円）ふる  重点（再掲） 

県産木材の販路拡大を図るため、全国規模の木材製品展示商談会への出展支援などを

実施するほか、県産木材の利用促進を働きかけるＰＲイベントを開催 

○ 広葉樹材乾燥技術開発事業費（農林水産部 0.3 百万円）ふる  

付加価値の高い広葉樹製材品を開発するため、実用的な人工乾燥技術の開発や木材加

工事業者などへの技術指導を実施 

○ りんどうパワーアップ事業費（農林水産部  4.3 百万円）ふる  政（再掲） 

県産りんどうの需要拡大を図るため、県オリジナルりんどうのＰＲや、革新技術を活

用した新品種の開発を実施 

○ いわての食財戦略的海外輸出展開事業費  

（農林水産部 28.1 百万円）ふる  政（再掲） 

県産農林水産物の輸出拡大を図るため、県内事業者の輸出力強化を目的とした戦略の
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策定・実行にかかる経費を補助（補助率：定額、補助対象：いわて農林水産物国際流通

促進協議会） 

○ いわて食農連携プロジェクト推進事業費  

（農林水産部 7.9 百万円）ふる（再掲） 

食と農に関わる多様な関係者の参画のもと持続的なビジネスモデルを創出するため、

関係者のネットワークの構築等を支援 

○ 中山間地農業農村活性化推進対策事業費  

（農林水産部 15.6 百万円）ふる（再掲） 

中山間地域等において、将来にわたり持続可能な活力ある地域コミュニティを確立す

るため、ビジョンの策定・実践をリードする人材の育成や、集落等の将来ビジョン策定、

地域資源を活かした活性化の取組等を支援（補助率：定額、補助対象：中山間地域の団

体等） 

○ 木質バイオマス熱電利用促進事業費 

（農林水産部 1.9 百万円）ふる  重点（再掲） 

木質バイオマスの利用を促進するため、フォーラムの開催やコーディネーターの派遣

のほか、熱利用の効率化を図るための調査等を実施 

○ みらいもりおかプロジェクト事業費 

（盛岡広域振興局 6.0 百万円）【一部新規】ふる  重点（再掲） 

ＩＴ産業・ヘルスケア関連産業等を中心とした、ものづくり産業の育成や振興のため、

企業に対する産学官連携及び新卒者の人材確保の支援を行うほか、スマート農業技術の

導入を促進 

○ 県産サーモン養殖確立支援事業費 

（沿岸広域振興局 10.9 百万円）【新規】ふる（再掲） 

県産サーモンの海面養殖確立を図るため、大学と連携した新たな養殖技術の開発や販

路確保に向けたＰＲの推進のほか、加工技術の高度化や加工品等の開発支援を実施 

 

７ 健幸づくりプロジェクト                   

○ 健幸づくりプロジェクト推進費 

（保健福祉部 9.9 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

医療等ビッグデータの分析結果等を活用し、市町村支援や県民の行動変容を促す情報

発信等を実施 
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８ 学びの改革プロジェクト                   

○ 確かな学力育成プラン推進費 

（教育委員会 11.4 百万円）【新規】ふる  重点（再掲） 

児童生徒の確かな学力を育成するため、学力調査分析結果を活用し、各学校において

検証改善サイクルを確立する取組を訪問指導等により支援 

○ 遠隔教育ネットワーク構築事業費 

（教育委員会 5.7 百万円）ふる  重点（再掲） 

生徒のニーズに応じた質の高い教育の充実を図るため、総合教育センターから小規模

校への教育課程内での授業配信を実施 

○ 県立学校ＩＣＴ機器整備事業費 

（教育委員会 145.7 百万円）ふる  重点（再掲） 

県立学校における新型コロナウイルス感染症対策の強化のため、無線ＬＡＮ環境を特

別教室等に追加整備 

○ いわて学びの改革研究・普及事業費 

（教育委員会 32.3 百万円）ふる  政  重点（再掲） 

ＩＣＴ機器を活用した授業改善を図るため、大学と連携した実証研究を実施し、その

研究成果を全県に普及 

○ 市町村学校教育ＩＣＴ活用促進事業費 

（教育委員会 84.9 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

県と市町村が連携して学校教育における情報化を推進するため、ＧＩＧＡスクール運

営支援センターを設置するとともに、ＩＣＴを効果的に活用した新たな学びや、全県統

一の統合型校務支援システムの導入検討等を実施 

○ 探究プログラム事業費（教育委員会 16.5 百万円）ふる  政  重点（再掲） 

理科、数学の学力向上と科学的思考力の育成を図るため、探究プログラム重点校にお

ける理数教科に関する探究的な学びを推進 

○ ６０プラスプロジェクト推進事業費 

（教育委員会 3.0 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

運動習慣、食習慣及び生活習慣の改善等の一体的な取組を推進し、ＩＣＴ機器等を活

用した保健管理、保健教育等に関する調査研究を実施 

 

 

 

 

 

87



９ 文化・スポーツレガシープロジェクト             

○ いわてアーツコンソーシアム推進事業費  

（文化スポーツ部 8.0 百万円）【新規】ふる  政（再掲） 

文化芸術を生かしたまちづくりを進めるため、官民一体による文化芸術推進体制の構

築等を推進 

○ いわての文化国際交流推進事業費 

（文化スポーツ部 6.5 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

本県の文化資源を生かした映像の制作による国内外への情報発信や、「マンガ」を活

用した海外との文化交流を実施 

○ 文化芸術振興基盤強化事業費（文化スポーツ部 3.6 百万円）ふる（再掲） 

県内の文化芸術活動を推進するため、「文化芸術コーディネーター」を配置 

○ さんりく音楽交流促進事業費 

（文化スポーツ部 1.3 百万円）【新規】ふる（再掲） 

文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進するため、「さんりく音楽祭 2022」を開

催 

○ いわてスポーツプラットフォーム推進事業費  

（文化スポーツ部 5.3 百万円）【新規】ふる  政（再掲） 

スポーツの力による健康社会の実現と人的・経済的交流に取り組むため、官民一体に

よるスポーツ推進体制の構築等を推進 

○ 地域活性化スポーツ推進事業費 

（文化スポーツ部 25.6 百万円）ふる（再掲） 

スポーツを通じた地域活性化を図るため、「いわてスポーツコミッション」によるス

ポーツイベント・合宿等の誘致や、トップ・プロスポーツチームとの連携による県民の

スポーツ参加機会の充実等に向けた取組を実施 

○ インクルーシブスポーツ推進事業費 

（文化スポーツ部 2.1 百万円）【新規】ふる  政（再掲） 

障がいのある人もない人も共に楽しめる共生社会型スポーツの充実を図るため、指導

者の育成、競技体験会、交流大会等を実施 

○ ラグビー県いわて推進事業費 

（文化スポーツ部 6.3 百万円）ふる  政（再掲） 

ラグビーワールドカップ 2019 岩手・釜石開催のレガシーを生かし、トップチームと

連携した県のＰＲ活動等、ラグビー県いわての定着に向けた取組を実施 
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10 水素利活用推進プロジェクト                

○ 水素利活用による再生可能エネルギー推進事業費  

（環境生活部 11.5 百万円）ふる  政  重点（再掲） 

再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進や水素関連製品の普及促進、水素利活用

に関する県民や事業者等への理解促進などに取り組むほか、水素関連産業の可能性調査

を実施 

○ いわて水素モビリティ実証事業費 

（環境生活部 89.7 百万円）【新規】ふる  重点  

水素ステーションの設置及び燃料電池自動車の導入に対する支援等を実施（補助率：

1/6・定額、補助対象：事業者等） 

 

11 人交密度向上プロジェクト                  

○ 活力ある小集落支援推進事業費 

（ふるさと振興部 3.6 百万円）【新規】ふる  政  重点（再掲） 

集落出身者や外部人材等を活用した地域支援の担い手不足の解消に向け、旅行やボラ

ンティア活動と地域活動をつなげる新たな支援フレームの構築を推進 

○ 地域おこし協力隊活動支援事業費 

（ふるさと振興部 2.6 百万円）【一部新規】ふる  政  重点（再掲） 

市町村及び地域おこし協力隊のＯＢ・ＯＧ等を核としたネットワークと連携し、地域

おこし協力隊の受入拡大、活動充実及び任期終了後の定着に向けた取組を実施 

○ 関係人口創出・拡大事業費 

（ふるさと振興部 12.5 百万円）【一部新規】ふる  政  重点（再掲） 

地方への関心が高い若年層等に対し、岩手県への関心を高める情報発信や、県内の地

域課題解決に参画する機会の提供等を通じて、継続的に様々な形で地域と関わる「関係

人口」の量的・質的な拡大を図る取組を実施 

○ ５Ｇ等による地域課題解決モデル構築推進費 

（ふるさと振興部 25.6 百万円）ふる  政  重点（再掲） 

本県が有する地域資源や特性を生かしながら、ローカル５Ｇ等を活用した地域課題解

決モデルの構築と展開に向けた取組を実施 
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○ いわて移住・定住促進事業費 

（商工労働観光部 31.9 百万円）ふる 重点（再掲） 

本県への定住・交流人口の拡大を促進するため、相談窓口の運営やイベントの開催等による

市町村等と連携した全県的な移住推進の取組を実施（補助率：定額、補助対象：ＮＰＯ等） 

○ いわて暮らし応援事業費 

（商工労働観光部 125.5 百万円）【新規】ふる 政 重点（再掲） 

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進するため、ＡＩを活用した就職マッチングの促進

や企業の採用力強化に向けた研修、Ｕ・Ｉターン者の移住に伴う経費等の補助等の取組を実施

（補助率：３/４・定額、補助対象：市町村・移住者） 

○ いわての新しい観光推進体制整備事業費 

（商工労働観光部 19.1 百万円）【新規】ふる 重点（再掲） 

地域が一体となり、観光で稼ぎ、潤う地域づくりを進めるため、データ分析やマーケティン

グを活用した観光コンテンツの造成や戦略的にプロモーションを行う体制を整備 

○ いわての魅力まるごと発信強化事業費 

（商工労働観光部 21.4 百万円）【一部新規】ふる 政（再掲） 

岩手ファンの拡大を図るため、バーチャル技術等を活用した岩手の魅力発信を行うとともに、

本県とつながりのある民間企業等と連携した売込み活動を推進 

○ いわて三陸ガストロノミー推進事業費 

（農林水産部 8.2 百万円）ふる（再掲） 

「食」を核とした地域振興を図るため、三陸の「食」の魅力の発信に取り組むほか、民間団

体が主催する「食」をテーマとしたシンポジウムや交流会の開催等を支援 

○ こころ高まる農山漁村感動体験創出事業費 

（農林水産部 2.5 百万円）ふる（再掲） 

都市と農村の交流人口拡大を図るため、教育旅行誘致活動、企業研修やインバウンドに対応

した受入体制づくりを支援 

○ 農業農村関係人口拡大定着支援事業費 

（農林水産部 6.1 百万円）【新規】ふる 政 重点（再掲） 

本県の農業・農村における関係人口の拡大を図るため、就農や農村での暮らしに関する情報

発信、農村体験モニターによる体験受入体制の整備を実施 

○ 三陸観光推進リスタート事業費 

（沿岸広域振興局 3.2 百万円）【一部新規】ふる（再掲） 

三陸への誘客促進を図るため、タウン誌等を活用した隣県への観光情報の発信及び震災・防

災を学ぶ教育旅行の誘致のほか、首都圏に向けた旅行商品の造成・催行支援を実施 
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（４） 広域振興圏の取組                                 

○ みらいもりおかプロジェクト事業費 

（盛岡広域振興局 6.0 百万円）【一部新規】ふる 重点 

ＩＴ産業・ヘルスケア関連産業等を中心とした、ものづくり産業の育成や振興のため、企業に

対する産学官連携及び新卒者の人材確保の支援を行うほか、スマート農業技術の導入を促進 

○ もりおか広域食関連産業等販路開拓支援事業費 

（盛岡広域振興局 5.4 百万円）【一部新規】ふる 

飲食店の売上げ回復と、食産業・工芸産業を中心とする商品の国内外への販路拡大を支援 

○ もりおか広域連携観光魅力づくり推進事業費 

（盛岡広域振興局 4.5 百万円）【一部新規】ふる 

多彩な地域資源を活用した滞在・周遊型観光を推進するとともに、新型コロナウイルス感染症

の収束を見据え、多様な観光ニーズに対応した受入態勢を強化し、魅力ある観光地づくりを展開 

○ いわて県南移住定住総合コーディネート事業費 

（県南広域振興局 7.8 百万円）【新規】ふる 重点 

分野を横断した取組や市町・関係団体等との連携強化により、ものづくり産業が集積し農業の

一大生産地である県南地域の強みを生かした人口減少対策を実施 

○ 北上川流域生産性向上対策事業費 

（県南広域振興局 8.0 百万円）【一部新規】ふる 重点 

ＩｏＴ等の新技術の導入支援や生産現場における実装化に向けた実証、ものづくり人材の育

成・確保の取組を実施 

○ 県産サーモン養殖確立支援事業費 

（沿岸広域振興局 10.9 百万円）【新規】ふる 

県産サーモンの海面養殖確立を図るため、大学と連携した新たな養殖技術の開発や販路確保に

向けたＰＲの推進のほか、加工技術の高度化や加工品等の開発支援を実施 

○ 三陸水産加工業等支援事業費 

（沿岸広域振興局 3.1 百万円）【一部新規】ふる 

水産加工業者の経営力強化を図るため、中小企業基盤整備機構と連携した経営改善への支援強

化や専門人材の確保に向けた支援のほか、飲食・宿泊事業者等、水産加工業の取引先に対する経

営支援を実施 

○ 三陸観光推進リスタート事業費 

（沿岸広域振興局 3.2 百万円）【一部新規】ふる 

三陸への誘客促進を図るため、タウン誌等を活用した隣県への観光情報の発信及び震災・防災

を学ぶ教育旅行の誘致のほか、首都圏に向けた旅行商品の造成・催行支援を実施 
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○ 働くなら北いわて、暮らすなら北いわて推進事業費 

（県北広域振興局 4.7 百万円）【一部新規】ふる 重点 

若者や女性が安心して働き子育てできる取組を推進するとともに、若者の地元就職や移住定住

に向けた取組を支援 

○ 北いわて産業競争力強化事業費 

（県北広域振興局 8.0 百万円）【一部新規】ふる 

生産性向上による地域産業の成長を促進するとともに、食産業やアパレル産業など個性豊かな

地域産業の情報発信等を支援 

○ 北いわての地域資源を活用した魅力発信事業費 

（県北広域振興局 12.1 百万円）【一部新規】ふる 

御所野遺跡の世界遺産登録記念事業等を展開するとともに、県北地域の観光コンテンツの充実

や周遊促進の取組を実施して誘客拡大を推進 

○ 北いわて再生可能エネルギー推進事業費 

（県北広域振興局 0.3 百万円）【新規】ふる 重点 

北いわての豊富な再生可能エネルギーを生かした地域づくりに向け理解を促進するため、管内

学校等への出前授業を実施 
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（５） その他主要な事業                                    

○ いわて県政広報事業費(広聴広報デジタル強化) 

（政策企画部 5.9 百万円）【新規】ふる 政 重点 

ＳＮＳ等による効果的な広聴広報を展開するため、発信力向上に資する職員研修等を実施す

るほか、ＳＮＳを活用したアンケートを実施 

○ いわて県政広報事業費(いわてグラフ・広報媒体購入) 

（政策企画部 109.8 百万円）ふる 

県の重要施策や復興の状況、生活関連情報等を県民に分かりやすく伝えるため、「いわてグ

ラフ」の発行やテレビ、ラジオ等を活用した広報を実施 

○ 電子決裁・文書管理システム運営費（総務部 24.3 百万円）【新規】重点 

働き方改革や適正な文書管理の推進を図るため、電子決裁・文書管理システムの運用保守を  

 実施 

○ 情報化設備整備費（総務部 58.4 百万円）【一部新規】重点 

ＡＩやＲＰＡなどのＩＣＴを活用し、業務の効率化や県民サービス向上を推進 

○ 電子県庁運営費（総務部 683.1 百万円）【一部新規】重点 

ＤＸ推進を図るための外部人材の任用や行政基幹業務システムの運用保守等を実施 

○ 県税業務デジタル化推進整備事業費（総務部 200.0 百万円）【新規】重点 

業務の効率化を図るため、県税システムの更新を実施 

○ 県政 150 周年記念事業費（ふるさと振興部 3.7 百万円）【新規】 

岩手県が「盛岡県」から「岩手県」に改称されて令和４年に 150 周年を迎え、また、現在の

岩手県の県域が確定してから令和８年に 150 周年を迎えることから、令和４年度から令和８年

度までを「県政 150 周年記念期間」と位置づけ、岩手の歴史を振り返り、岩手の未来を展望す

るため、記念事業を実施 

○ 地域経営推進費（ふるさと振興部 450.0 百万円） 

広域振興局が各地域の地域振興や復興状況に応じた課題解決に向け、きめ細かな事業を実施

するとともに、現場主義に立脚した完結性の高い広域行政等に向けた市町村の取組を支援 

○ ふるさと岩手応援寄付募集費（ふるさと振興部 34.2 百万円） 

ふるさと岩手応援寄付を通じ、岩手とのつながりを強化するため、情報発信や返礼品の送付

等を実施 

○ 新型コロナウイルスワクチン接種市町村輸送機能強化事業費補助 

（ふるさと振興部 71.8 百万円）【新規】 

市町村が実施する、ワクチン接種に係る国庫補助の対象とならないタクシーを利用した接種

会場への輸送に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

○ 子育てのための施設等利用給付負担金（ふるさと振興部 125.5 百万円） 

子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るため、市町村が支給する子育てのための施設等
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利用給付に要する費用を負担 

○ 死因究明等推進費（保健福祉部 10.8 百万円）【新規】 

死因究明等の推進のため地方協議会を開催するほか、死因究明のために必要な死亡時画像診

断システムの整備に要する経費を補助（補助率：定額、補助対象：死亡時画像診断実施機関） 

○ 全国林業後継者大会推進事業費（農林水産部 4.2 百万円）【新規】ふる 

全国植樹祭の関連行事である全国林業後継者大会の開催（令和５年）に向けた準備を推進 

○ 全国植樹祭開催準備費（農林水産部 232.5 百万円）ふる 

全国植樹祭の開催（令和５年）に向け、その準備に取り組む第 73 回全国植樹祭岩手県実行

委員会の運営経費を負担 

○ 震災身元不明遺体ミトコンドリアＤＮＡ型鑑定事業費（警察本部 0.8 百万円） 

震災身元不明遺体のうち科学的資料(ＤＮＡ)が入手できていないご遺体のミトコンドリア

ＤＮＡ型鑑定を行い、科学的資料(ＤＮＡ)の入手とご遺体の身元特定を推進 

○ 全国植樹祭開催に伴う対策事業費（警察本部 37.0 百万円）【新規】 

令和５年に本県で開催する第 73回全国植樹祭の警衛実施に向け、関係機関・団体と連携し、

警備諸対策・交通対策を推進 
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Ｉ
Ｌ
Ｃ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

１
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要

国
際
リ
ニ
ア
コ
ラ
イ
ダ
ー
（
ＩＬ
Ｃ
）
の
実
現
に
よ
り
、
世
界
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
頭
脳
や
最
先
端
の
技
術
、
高
度
な
人
材
が
集
積
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
創
出
す
る
環
境
の
整
備
な
ど
を
進
め

る
こ
と
に
よ
り
、
知
と
技
術
が
集
積
さ
れ
た
国
際
研
究
拠
点
の
実
現
を
目
指
し
ま
す
。

２
こ
れ
ま
で
の
取
組
状
況

・
「
ＩＬ
Ｃ
に
よ
る
地
域
振
興
ビ
ジ
ョ
ン
」
（
令
和
元
年
７
月
策
定
）に
基
づ
き
、
県
内
企
業
の
加
速
器
関
連
産
業
へ
の
参
入
促
進
、
外
国
人
研
究
者
等
の
受
入
環
境
整
備
、
グ
リ
ー
ン
ＩＬ
Ｃ
を
推
進
す
る
共

同
研
究
、
国
内
外
へ
の
情
報
発
信
な
ど
の
取
組
を
推
進

・
岩
手
県
ＩＬ
Ｃ
推
進
本
部
（
令
和
元
年
８
月
設
置
）の
７
つ
の
分
科
会
に
よ
り
庁
内
関
係
部
局
と
連
携
し
取
組
を
推
進

３
今
後
の
取
組
方
向

４
令
和
４
年
度
の
具
体
的
な
取
組

・
研
究
者
の
機
材
搬
送
に
係
る
広
域
的
な
検
討
状
況
に
応
じ
た
個
別
の
対
応
方
策
を
具
体
化
※

・
IL
C
ま
ち
づ
く
り
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
の
策
定
に
向
け
た
検
討
※

※
東
北
ＩＬ
Ｃ
事
業
推
進
セ
ン
タ
ー
と
連
携

・
法
令
又
は
任
意
の
環
境
影
響
評
価
実
施
に
係
る
検
討
状
況
に
応
じ
た
県
の
支
援
（
K
E
K
と
連
携
）・
審
査

体
制
等
を
検
討

・
県
内
企
業
の
加
速
器
関
連
産
業
へ
の
参
入
及
び
受
注
促
進
の
支
援

岩
手
IL
C
連
携
室
に
試
作
品
評
価
機
器
や
リ
モ
ー
ト
会
議
設
備
等
を
整
備

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
よ
る
企
業
訪
問
・マ
ッ
チ
ン
グ
の
強
化
、
技
術
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

・
IL
C
か
ら
の
技
術
移
転
を
見
据
え
た
、
三
大
学
連
携
に
よ
る
大
学
と
企
業
と
の
連
携
強
化

・
大
学
、
民
間
企
業
と
の
共
同
研
究
の
推
進
（
蓄
熱
吸
着
剤
を
利
用
し
た
熱
輸
送
の
実
用
化
に
向
け
た
装
置

の
改
良
等
を
実
施
）

・
IL
C
建
設
に
伴
い
伐
採
が
見
込
ま
れ
る
木
材
資
源
の
活
用
方
法
等
に
つ
い
て
検
討

・
関
係
機
関
、
企
業
へ
の
訪
問
等
に
よ
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、
企
業
・
団
体
の
取
組
を
働
き
か
け

・
グ
リ
ー
ン
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C
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ミ
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ー
の
開
催
、
イ
ベ
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の
出
展
、
グ
リ
ー
ン
IL
C
に
関
す
る
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
に
よ
る
P
R

・
関
係
自
治
体
と
連
携
し
た
国
際
支
援
オ
フ
ィ
ス
の
機
能
、
体
制
案
の
検
討
・
試
案
の
作
成

・
外
国
人
研
究
者
等
の
子
弟
の
教
育
に
つ
い
て
、
IL
C
計
画
の
進
展
に
対
応
し
た
具
体
的
な
受
入
準
備
工
程

を
検
討

・
「T
H
E
K
IT
A
K
A
M
I
T
IM
E
S
」や
S
N
S
に
よ
る
岩
手
の
食
や
観
光
、
生
活
の
様
子
な
ど
の
海
外
へ
の
情
報
発
信

・
地
域
の
特
産
品
等
を
使
用
し
た
P
R
グ
ッ
ズ
の
作
成

・
小
中
学
校
で
の
出
前
授
業
の
実
施

・
高
校
生
を
対
象
と
し
た
講
演
会
、
科
学
・工
学
コ
ン
テ
ス
ト
、
IL
C
を
テ
ー
マ
と
し
た
探
究
活
動
等
の
成
果
発

表
会
の
実
施
に
よ
る
ＩＬ
Ｃ
推
進
モ
デ
ル
校
の
取
組
の
推
進

・
県
内
港
湾
を
活
用
し
た
機
材
搬
送
に
係
る
広
域
的

な
計
画
を
具
体
化

・
IL
C
を
契
機
と
し
た
居
住
や
交
通
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
等

に
関
す
る
地
域
の
将
来
ま
ち
づ
く
り
を
研
究

・
県
内
企
業
の
参
入
促
進
に
向
け
て
、
関
連
企
業
の

技
術
力
向
上
と
人
材
育
成
の
取
組
を
推
進

・
IL
C
か
ら
の
技
術
移
転
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
を

見
据
え
、
岩
手
医
大
、
岩
手
大
、
岩
手
県
立
大
と
の

連
携
を
強
化

・
IL
C
を
契
機
と
し
た
施
設
の
排
熱
や
県
産
木
材
の
活
用

に
係
る
産
学
官
連
携
に
よ
る
共
同
研
究
を
推
進

・
グ
リ
ー
ン
IL
C
を
具
現
化
す
る
た
め
の
参
画
企
業
の
拡

大
、
県
民
理
解
を
促
進

・
外
国
人
研
究
者
等
の
生
活
環
境
整
備
に
向
け
た
取

組
を
推
進

・
海
外
に
向
け
て
、
北
上
サ
イ
ト
（
岩
手
）の
魅
力
等
を

情
報
発
信

・
県
内
全
域
で
の
機
運
醸
成
、
理
解
を
促
進

・
高
校
生
を
対
象
と
し
た
、
IL
C
に
関
連
す
る
幅
広
い
分

野
で
活
躍
す
る
人
材
育
成
の
取
組
を
推
進

ビ
ジ
ョ
ン
５
本
の
柱

国
際
研
究
都
市
の

形
成
支
援

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

の
創
出

Ｉ
Ｌ
Ｃ
に
よ
る

エ
コ
社
会
の
実
現

外
国
人
研
究
者
等
の

受
入
環
境
整
備

交
流
人
口
の
拡
大
、

科
学
技
術
教
育
水
準

の
向
上

参
考
資
料
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北
上
川
バ
レ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

１
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要

・
北
上
川
流
域
に
お
い
て
自
動
車
や
半
導
体
関
連
産
業
を
中
心
と
し
た
産
業
集
積
が
進
み
、
新
た
な
雇
用
の
創
出
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
を
生
か
し
、
県
央
・県
南
両
広
域
振
興
圏
の
広
域
的
な
連
携

の
更
な
る
促
進
や
、
第
４
次
産
業
革
命
技
術
の
あ
ら
ゆ
る
産
業
分
野
、
生
活
分
野
へ
の
導
入
な
ど
を
通
じ
て
、
働
き
や
す
く
、
暮
ら
し
や
す
い
、
2
1
世
紀
に
ふ
さ
わ
し
い
新
し
い
時
代
を
切
り
拓
く
先
行

モ
デ
ル
と
な
る
ゾ
ー
ン
の
創
造
を
目
指
す
。

・
ま
た
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
が
速
や
か
に
他
地
域
に
波
及
し
て
い
く
と
と
も
に
、
広
く
県
民
が
そ
の
生
活
利
便
性
を
享
受
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
県
民
全
体
の
暮
ら
し
が
豊
か
に
な
る
こ
と
を
目
指
す
。

２
こ
れ
ま
で
の
取
組
状
況

■
産
業
集
積
の
更
な
る
取
組
の

推
進
に
向
け
、
人
材
育
成
、
県

内
就
業
、
U
・
I
タ
ー
ン
の
促

進
に
向
け
た
取
組
を
実
施

■
第
４
次
産
業
革
命
技
術
の
導

入
促
進
に
向
け
た
企
業
支
援

■
県
内
外
の
高
等
教
育
機
関
・

産
業
支
援
機
関
等
と
連
携
し
た

高
度
技
術
人
材
の
育
成

■
子
育
て
支
援
分
野
へ
の
IC
T

活
用

■
県
・
市
町
で
展
開
研
究
会
を

設
置
し
、
有
識
者
の
助
言
を
得

な
が
ら
、
先
端
技
術
の
活
用
等

の
研
究
・
意
見
交
換
等
を
実
施

■
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
や
S
N
S
等
に

よ
る
地
域
の
魅
力
発
信

３
令
和
４
年
度
の
具
体
的
な
取
組

■
自
動
車
、
半
導
体
、
医
療
機
器
等
の
関
連
産
業
の
集
積
促
進
や
ＩＴ
産
業
の
成
長
支
援
等
の
厚
み
の

あ
る
産
業
振
興
の
展
開

■
い
わ
て
高
等
教
育
地
域
連
携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
等
と
の
連
携
に
よ
る
地
域

に
貢
献
す
る
人
材
の
育
成
と
県
内
就
業
の
促
進

■
企
業
ガ
イ
ダ
ン
ス
や
見
学
会
等
に
よ
る
高
校
生
・大
学
生
等
へ
の
地
域
の

産
業
・
企
業
の
理
解
促
進

■
お
試
し
就
業
や
マ
ッ
チ
ン
グ
強
化
等
に
よ
る
U
・
Iタ
ー
ン
の
促
進

■
県
営
住
宅
等
を
活
用
し
た
移
住
者
や
若
者
の
住
宅
確
保
支
援

■
い
わ
て
Ｄ
Ｘ
推
進
連
携
会
議
と
の
連
携
に
よ
る
Ｄ
Ｘ
の
推
進

■
中
小
企
業
等
の
デ
ジ
タ
ル
化
支
援
、
高
等
教
育
機
関
等
と
連
携
し
た
高
度
技
術
人
材
の
育
成
と

県
内
就
業
の
促
進

■
農
林
業
・
建
設
業
分
野
へ
の
ＩＣ
Ｔ
活
用
促
進
と
人
材
育
成
の
推
進

■
ロ
ー
カ
ル
５
G
実
証
な
ど
先
端
技
術
を
活
用
し
た
課
題
解
決
の
促
進

■
北
上
川
バ
レ
ー
が
有
す
る
豊
か
な
自
然
や
歴
史
・
文
化
な
ど
の
地
域
資
源
と
、

産
業
集
積
が
進
む
エ
リ
ア
の
魅
力
を
発
信

４
今
後
の
取
組
方
向

１
広
域
的
な
連
携
の
促
進
等
に
よ
る
Ｉ
Ｔ
産
業
や
学
術
機
関
と
の
連
携
な
ど
北
上
川
流
域
の
強
み
を
生
か
し
た
産
業
振
興
・
生
活
環
境
の
更
な
る
充
実

２
産
業
分
野
・
生
活
分
野
へ
の
第
４
次
産
業
革
命
技
術
の
導
入
の
促
進
と
新
た
な
技
術
を
拓
く
人
材
の
確
保
・育
成

３
多
様
な
主
体
と
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進
体
制
の
構
築

【
方
向
性
】
コ
ロ
ナ
禍
に
お
い
て
も
進
展
す
る
北
上
川
バ
レ
ー
の
産
業
集
積
力
に
連
動
し
、

産
業
人
材
の
育
成
、
県
内
就
業
、
Ｕ
・
Ｉ
タ
ー
ン
の
取
組
強
化
を
図
る
。

【
方
向
性
】
先
端
技
術
の
導
入
・
活
用
等
に
よ
り
Ｄ
Ｘ
を
推
進
し
、
働
き
や
す
く
暮
ら
し
や
す
い
環

境
の
整
備
と
高
度
技
術
人
材
の
育
成
を
推
進
す
る
。

【
方
向
性
】
北
上
川
バ
レ
ー
に
｢
残
っ
て
も
ら
う
｣
､｢
帰
っ
て
き
て
も
ら
う
｣､

｢
来
て
も
ら
う
｣
き
っ
か
け
と
な
る
地
域
の
魅
力
を
関
係
部
局
や
市
町
等

が
連
携
し
、
一
体
的
か
つ
効
果
的
に
発
信
す
る
。

北
上
川
バ
レ
ー
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

○
自
動
車
・
半
導
体
関
連
産

業
を
中
心
に
企
業
立
地
や

増
設
が
相
次
ぎ
雇
用
が
拡
大

○
新
規
高
校
卒
業
者
の
県

内
就
職
割
合
は
、
近
年
上

昇
傾
向

■
産
業
集
積
の
地
域
経
済

へ
の
好
循
環
、
両
振
興
圏

の
強
み
や
資
源
を
相
互
に

活
用
し
た
産
業
振
興
や
新

製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
創
出

に
よ
る
多
様
な
産
業
・
職

業
の
雇
用
の
確
保

■
第
４
次
産
業
革
命
技
術

の
産
業
分
野
、
生
活
分
野

へ
の
導
入
を
促
進
し
、

よ
り
働
き
や
す
い
環
境
の

整
備
と
、
よ
り
暮
ら
し
や

す
い
生
活
環
境
の
実
現

■
県
内
外
の
研
究
者
や
技

術
者
、
学
生
な
ど
に
よ
る

技
術
開
発
や
実
証
実
験
を

促
進
し
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
創
出
と
高
度
技
術
人

材
を
育
成
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三
陸
防
災
復
興
ゾ
ー
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

１
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要

東
日
本
大
震
災
津
波

か
ら
の
復

興
の
取
組

に
よ

り
大
き
く
進
展
し
た
ま
ち
づ
く
り
や
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
港
湾
機
能
な
ど
を
生
か
し
た
地
域
産
業
の
振
興
を

図
る
と
と
も
に
、
三
陸
防
災
復

興
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

20
1
9
 等

を
契
機
と
し
て
生
み
出
さ
れ
る
効
果
を
持
続
し
、
三
陸
地
域
の
多
様
な
魅
力
を
発
信
し
て
国
内
外
と
の

交
流
を
活
発
化
す
る
こ
と
に
よ

り
、
岩
手

県
と
国
内
外
を
つ
な
ぐ
海
側
の
結
節
点
と
し
て
持
続
的
に
発
展
す
る
ゾ
ー
ン

の
創
造
を
目
指
す
。

２
こ
れ
ま
で
の
取
組
状
況

３
令
和
４
年
度
の
具
体
的
な
取
組

４
今
後
の
取
組
方
向

東
日
本
大
震
災
津
波
の
記
憶
と
教
訓
を

伝
え
、
「
三
プ
ロ

20
19

 」
の
目
指
す
姿
や

取
組
を
継
承
、
持
続
的
な
三
陸
地
域
の

振
興
に
つ
な
げ
る
。
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北
い
わ
て
産
業
・
社
会
革
新
ゾ
ー
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

１
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要

豊
か
な
地
域
資
源
と
高
速
道
路
や
新
幹
線
な
ど
の
高
速
交
通
網
の
進
展
を
生
か
し
、
地
域
の
特
徴
的
な
産
業
の
振
興
や
、
圏
域
を
越
え
た
広
域
連
携
に
よ
る
交
流
人
口
の
拡
大
、
豊
富
な
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
産
業
分
野
・生
活
分
野
で
の
利
用
促
進
な
ど
、
県
北
圏
域
を
は
じ
め
と
す
る
北
い
わ
て
の
持
つ
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
最
大
限
に
発
揮
さ
せ
る
地
域
振
興
を
図
る
と
と
も
に
、
人
口
減

少
と
高
齢
化
、
環
境
問
題
に
対
応
す
る
社
会
づ
く
り
を
一
体
的
に
推
進
す
る
こ
と
で
、
あ
ら
ゆ
る
世
代
が
い
き
い
き
と
暮
ら
し
、
持
続
的
に
発
展
す
る
先
進
的
な
ゾ
ー
ン
の
創
造
を
目
指
す
。

２
こ
れ
ま
で
の
取
組
状
況

■
北
い
わ
て
の
所
得
向
上
に
向
け
、
A
I・

Io
T
な
ど
先
端
技
術
の
導
入
に
よ
る
生
産

性
の
向
上
や
、
地
場
産
業
の
競
争
力
強

化
、
女
性
・
高
齢
者
の
活
躍
の
場
づ
く
り

を
推
進

■
御
所
野
遺
跡
を
含
む
「
北
海
道
・
北
東

北
の
縄
文
遺
跡
群
」
の
世
界
遺
産
登
録

に
向
け
た
機
運
醸
成
や
、
隣
接
圏
域
と

の
連
携
に
よ
る
広
域
的
な
周
遊
を
促
進

■
地
方
自
治
研
究
機
構
と
の
共
同
研
究

に
よ
り
、
北
い
わ
て
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
高
い
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
確
認

■
特
に
も
少
子
高
齢
化
が
進
む
北
い
わ

て
の
中
山
間
地
に
お
い
て
、
先
端
技
術

の
活
用
や
地
域
社
会
全
体
の
支
え
合
い

に
よ
る
持
続
可
能
な
地
域
課
題
解
決
の

仕
組
み
づ
く
り
を
支
援

■
大
学
や
企
業
等
と
連
携
し
、
産
業
技
術

人
材
や
、
デ
ジ
タ
ル
社
会
に
対
応
し
た
人

材
育
成
を
展
開

■
北
い
わ
て
１
３
市
町
村
を
含
む
産
学
官

で
構
成
す
る
「
北
い
わ
て
産
業
・
社
会
革

新
推
進
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」
を
設
立

３
令
和
４
年
度
の
具
体
的
な
取
組

■
北
い
わ
て
型
ス
マ
ー
ト
農
業
の
推
進
に
向
け
、
環
境
制
御
栽
培
実
証
や
研
修
会
を
実
施

■
地
場
産
業
の
競
争
力
強
化
に
向
け
、
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
開
発
に
取
り
組
む
人
材
を
育
成

■
A
I・
Io
T
等
導
入
に
よ
る
生
産
管
理
や
労
務
管
理
の
最
適
化
を
支
援

■
北
い
わ
て
M
aa
S
の
利
活
用
及
び
広
域
的
な
観
光
周
遊
を
促
進

■
４
道
県
と
連
携
し
た
フ
ォ
ー
ラ
ム
等
の
開
催
に
よ
り
、
北
海
道
・
北
東
北
の
縄
文
遺
跡
群

の
価
値
や
魅
力
を
国
内
外
へ
発
信

■
沿
岸
北
部
の
洋
上
風
力
発
電
の
事
業
化
に
向
け
た
関
係
者
と
の
合
意
形
成
等
を
支
援

■
地
域
脱
炭
素
の
推
進
に
よ
る
地
域
経
済
へ
の
波
及
効
果
を
高
め
る
方
策
を
検
討

■
地
域
の
社
会
福
祉
法
人
を
中
心
と
し
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
未
来
ビ
ジ
ョ
ン
実
現
を
支
援

■
高
齢
者
が
使
い
易
い
受
発
注
シ
ス
テ
ム
を
適
用
し
た
ド
ロ
ー
ン
配
送
の
実
証
を
実
施

■
先
端
技
術
や
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
等
の
基
礎
知
識
と
応
用
を
学
ぶ
出
前
講
座
を
開
催

■
ロ
ー
カ
ル
５
Ｇ
等
を
活
用
し
た
地
域
課
題
解
決
モ
デ
ル
構
築
に
向
け
た
実
証
を
実
施

■
産
学
官
連
携
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
活
動
を
本
格
化
さ
せ
、
産
業
振
興
や
交
流
人
口
拡
大
等

の
個
別
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
推
進

４
今
後
の
取
組
方
向

◎
「
北
海
道
・
北
東
北
の
縄
文
遺
跡

群
の
世
界
遺
産
登
録
」
や
「
2
0
50
年

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
宣
言
」、
「
ハ
ロ

ウ
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ス
ク
ー
ル
安
比

ジ
ャ
パ
ン
の
開
校
」
な
ど
の
追
い
風
を
推

進
力
に
、
新
た
に
設
立
し
た
産
学
官
連

携
組
織
「
北
い
わ
て
産
業
・社
会
革
新

推
進
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」
な
ど
を
中
心
に
、

地
域
の
特
徴
的
な
産
業
の
振
興
や
、
圏

域
を
越
え
た
広
域
連
携
に
よ
る
交
流
人

口
拡
大
な
ど
の
取
組
を
進
め
る
。

※
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
に
お
け
る

個
別
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
テ
ー
マ
イ
メ
ー
ジ

【参
考
：今
後
の
地
域
ト
ピ
ッ
ク
（予
定
）】

◇
カ
ダ
ル
テ
ラ
ス
金
田
一
開
業

（
令
和
４
年
３
月
）

◇
ハ
ロ
ウ
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル

ス
ク
ー
ル
安
比
ジ
ャ
パ
ン
開
校

（
令
和
４
年
８
月
）

◇
久
慈
広
域
道
の
駅
開
業

（
令
和
５
年
春
頃
）

◇
一
戸
町
道
の
駅
開
業

（
令
和
６
年
）

１
．
あ
ら
ゆ
る
世
代
が
活
躍
す
る
地
域
産
業
の
展
開

２
．
北
海
道
・
北
東
北
広
域
交
流
圏
の
形
成
に
よ
る
交
流
人
口
の
拡
大

３
．
豊
富
な
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
を
生
か
し
た
地
域
の
振
興

４
．
中
山
間
地
域
に
お
け
る
快
適
な
社
会
の
形
成

５
．
地
域
の
未
来
を
担
う
人
材
の
育
成

６
．
多
様
な
主
体
の
参
画
と
協
働
に
よ
る
地
域
づ
く
り
の
推
進

M
aa
S
を
活
用

し
た
交
流
人

口
拡
大
・
周

遊
促
進

再
エ
ネ
利
活

用
に
よ
る
持

続
可
能
な
地

域
社
会
実
現
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活
力
あ
る
小
集
落
実
現
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

１
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要

人
や
地
域
の
つ
な
が
り
が
大
切
に
さ
れ
て
い
る
岩
手
県
の
風
土
を
土
台
と
し
な
が
ら
、
第
４
次
産
業
革
命
技
術
や
遊
休
資
産
を
生
か
し
た
生
活
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
、
人
材
・
収
入
の
確
保
、
都
市
部

と
の
交
流
の
促
進
な
ど
、
地
域
の
課
題
解
決
に
向
け
た
住
民
主
体
の
取
組
の
促
進
を
通
じ
て
、
将
来
に
わ
た
り
持
続
可
能
な
活
力
あ
る
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
実
現
を
目
指
す
。

２
こ
れ
ま
で
の
取
組
状
況

３
令
和
４
年
度
の
具
体
的
な
取
組

■
地
域
の
様
々
な
困
り
ご
と
、
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
支
援
を
す
る
た
め
、
外
部
か
ら
人
を
呼
び
込
む

仕
組
み
と
し
て
地
域
支
援
フ
レ
ー
ム
（
「
ふ
る
さ
と
納
D
A
Y
」
、
「
助
っ
人
S
T
A
Y
」
）
を
構
築

２
.
人
と
人
と
の
つ
な
が
り
を
守
り
、
育
て
る
仕
組
み
の
構
築

３
.
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進
に
向
け
た
連
携
体
制
の
構
築

１
.
第
４
次
産
業
革
命
技
術
を
活
用
し
た
日
常
生
活
の
支
援
や
世
代
間
交
流
の
促
進

■
商
店
や
診
療
所
、
公
共

交
通
機
関
等
の
縮
小
・
撤
退

に
よ
り
、
日
常
の
生
活
サ
ー

ビ
ス
の
利
用
が
困
難
に
な
る

こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、
ド
ロ
ー
ン
配
送
実
証
や

I
o
T
を
活
用
し
た
高
齢
者
見

守
り
支
援
を
実
施
。

社
会
実
装
化
に
向
け
て
更

な
る
実
証
が
必
要
。

■
人
口
減
少
や
担
い
手
不

足
に
よ
り
、
集
落
活
動
の
維

持
が
困
難
に
な
る
こ
と
か
ら
、

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
実
態
調

査
や
外
部
人
材
を
活
用
す
る

実
証
事
業
を
実
施
。

地
域
お
こ
し
協
力
隊
に
つ

い
て
、
活
動
の
支
援
や
任
期

終
了
後
の
起
業
・
定
着
に
向

け
た
支
援
強
化
が
必
要
。

■
県
、
市
町
村
、
大
学
、

N
P
O
で
構
成
す
る
「
活
力
あ
る

小
集
落
実
現
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

研
究
会
」
を
設
置
し
、
有
識

者
の
知
見
を
踏
ま
え
た
施
策

検
討
を
実
施
。

研
究
会
や
実
証
事
業
に
参

画
す
る
市
町
村
が
限
定
的
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
全
県
へ
取

組
を
拡
大
す
る
こ
と
が
必
要
。

■
買
物
困
難
者
を
対
象
に
し
た
ド
ロ
ー
ン
物
流
の
社
会
実
装
を
推
進
し
、
そ
の
成
果
を
県
内
他
地
域
へ
波
及

■
農
業
者
等
に
対
す
る
直
接
支
払
交
付
金
の
交
付
に
よ
り
、
中
山
間
地
域
等
に
お
け
る
耕
作
放
棄

の
発
生
を
防
止
し
、
中
山
間
地
域
の
果
た
し
て
い
る
国
土
の
保
全
等
の
多
面
的
機
能
を
確
保

■
多
様
化
す
る
グ
リ
ー
ン
・
ツ
ー
リ
ズ
ム
旅
行
者
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
で
き
る
実
践
者
の
育
成
や
受

入
団
体
の
体
制
の
高
度
化
と
連
携
強
化
を
支
援

■
県
内
外
の
他
産
業
従
事
者
を
対
象
に
、
本
県
で
農
業
・
農
村
に
関
わ
る
た
め
の
情
報
や
体
験
す

る
機
会
を
提
供
し
、
副
業
と
し
て
の
農
業
へ
の
従
事
や
本
県
の
農
業
・
農
村
の
関
係
人
口
を
拡
大

■
い
わ
て
農
業
農
村
活
性
化
推
進
ビ
ジ
ョ
ン
に
基
づ
き
、
中
山
間
地
域
等
の
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
の
作
成
と
活
動
を
け
ん
引

す
る
集
落
リ
ー
ダ
ー
を
育
成
す
る
と
と
も
に
、
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
に
係
る
モ
デ
ル
的
な
活
動
を
支
援

■
農
林
漁
業
者
が
自
ら
農
林
水
産
物
を
加
工
・
販
売
す
る
取
組
や
、
各
地
域
の
農
林
漁
業
者
と
加

工
・
販
売
事
業
者
等
が
連
携
し
た
取
組
、
意
欲
あ
る
生
産
者
の
６
次
産
業
化
の
取
組
を
支
援

■
「
活
力
あ
る
小
集
落
実
現
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
を
開
催
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
小
集
落
に
係

る
支
援
事
例
や
課
題
を
市
町
村
と
情
報
共
有
し
、
市
町
村
に
よ
る
小
集
落
支
援
を
促
進

■
電
話
や
AI
ス
ピ
ー
カ
ー
を
活
用
し
た
服
薬
管
理
・
見
守
り
支
援

（
岩
手
県
、
岩
泉
町
、
高
齢
者
の
見
守
り
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
づ
く
り
促
進
協
議
会
）

■
ア
ッ
プ
ル
ウ
ォ
ッ
チ
を
活
用
し
た
遠
隔
診
療
・
見
守
り
支
援

（
八
幡
平
市
メ
デ
ィ
テ
ッ
ク
バ
レ
ー
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
）

■
AI
配
車
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
た
フ
ル
デ
マ
ン
ド
型
乗
り
合
い
バ
ス

■
行
政
手
続
き
が
簡
単
に
で
き
る
「
バ
ー
チ
ャ
ル
町
役
場
」
を

目
指
し
た
ア
プ
リ
運
用

（
紫
波
町
）

自
治
体
や
民
間
の
取
組

■
地
域
お
こ
し
協
力
隊
等
O
B
・
O
G
を
核
と
し
た
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
等
と
連
携
し
、
地
域
お
こ
し
協
力

隊
の
受
入
拡
大
、
活
動
充
実
及
び
任
期
終
了
後
の
県
内
定
着
に
向
け
た
取
組
を
実
施

■
地
域
が
求
め
る
ス
キ
ル
を
有
す
る
県
外
人
材
が
、
複
業
や
地
域
課
題
解
決
を
通
じ
て
地
域
と
関
わ
り
を
深
め
る
機
会

を
創
出

活
性
化
セ
ミ
ナ
ー

い
わ
て
農
村
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

地
域
お
こ
し
協
力
隊

４
今
後
の
取
組
方
向

■
安
心
し
て
暮
ら
し

続
け
ら
れ
る
地
域
の
実

現
に
向
け
、
健
康
管
理

や
日
常
生
活
の
利
便
性

を
確
保

■
地
域
課
題
解
決
に

向
け
、
世
代
間
交
流
や

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ

ス
な
ど
、
住
民
主
体
の

取
組
を
促
進

■
担
い
手
の
確
保
に

向
け
、
地
域
資
源
を
生

か
し
た
地
域
外
と
の
交

流
に
よ
り
、
関
係
人
口

や
移
住
者
を
拡
大

■
県
内
各
地
に
広
が

る
、
住
民
が
主
体
と

な
っ
た
地
域
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
活
動
に
向
け
、
地

域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
間
の

交
流
や
情
報
交
換
を
促

進

将
来
に
わ
た
り
持
続

可
能
な
活
力
あ
る
地
域

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
実
現

■
市
町
村
に
対
す
る
特
定
地
域
づ
く
り
事
業
協
同
組
合
制
度
の
周
知
や
当
該
制
度
の
活
用
を
促
進

す
る
と
と
も
に
、
実
施
希
望
の
あ
る
市
町
村
に
対
し
て
は
、
伴
走
型
支
援
を
実
施

■
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
を
活
用
し
た
見
守
り
支
援

■
ト
ヨ
タ
グ
ル
ー
プ
及
び
町
・
商
工
会
と
連
携
し
た
買
い
物
支
援

（
葛
巻
町
）
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農
業

農
業

水
産
業

水
産
業

林
業

林
業

農
山
漁
村

農
山
漁
村

世
界
有
数
の
岩
手
県
独
自
の
遺
伝
子
資
源
、
ゲ
ノ
ム
解
析
技
術
を
活
用
し
た
新

品
種
の
開
発
や
、
ス
マ
ー
ト
農
業
を
超
え
る
「
全
自
動
農
業
」
に
よ
る
更
な
る
生

産
活
動
の
省
力
化
・
効
率
化
な
ど
に
よ
り
、
飛
躍
的
な
生
産
性
・
収
益
力
の
向
上

が
図
ら
れ
て
い
る
。

航
空
レ
ー
ザ
計
測
技
術
や
高
性
能
林
業
機
械
の
導
入
に
よ
る
林
業
生
産
活
動
の

省
力
化
や
、
広
葉
樹
等
を
利
用
し
た
製
品
開
発
を
通
じ
た
新
た
な
木
材
需
要
の
創

出
な
ど
に
よ
り
、
地
域
経
済
を
け
ん
引
す
る
産
業
と
し
て
成
長
し
て
い
る
。

情
報
通
信
技
術
（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
）
を
活
用
し
た
漁
場
予
測
技
術
の
導
入
や
、
ゲ
ノ
ム

解
析
技
術
等
を
活
用
し
た
高
水
温
に
強
い
サ
ケ
資
源
の
造
成
、
新
た
な
増
養
殖
技

術
の
開
発
な
ど
に
よ
り
漁
業
生
産
量
の
拡
大
と
収
益
力
の
向
上
が
図
ら
れ
て
い
る
。

地
域
資
源
を
活
用
し
た
商
品
開
発
や
、
市
場
価
値
の
高
い
新
た
な
品
目
の
生
産
、

都
市
農
村
交
流
活
動
の
促
進
な
ど
に
よ
り
、
所
得
の
拡
大
や
地
域
の
活
性
化
が
図

ら
れ
て
い
る
。

農
林

水
産

業
高

度
化

推
進

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

１
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ね
ら
い

岩
手
県
の
強
み
で
あ
る
広
大
な
農
地
、
多
様
な
森
林
資
源
、
豊
富
な
漁

場
を
背
景
に
、
情
報
通
信
技
術
（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
）
や
ロ
ボ
ッ
ト
等
の
最
先
端
技

術
を
最
大
限
に
活
用
し
た
生
産
現
場
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
飛
躍
的

な
生
産
性
の
向
上
、
農
林
水
産
物
の
新
た
な
価
値
の
創
出
等
の
取
組
を
通

じ
て
、
農
林
水
産
業
の
高
度
化
を
推
進
し
、
収
益
性
の
高
い
農
林
水
産
業

の
実
現
を
目
指
す
。

２
課
題
と
展
望

３
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
目
指
す
姿

●
モ
ノ
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
（
I
o
T
）
や
人
工
知
能
（
AI
）
、
ロ
ボ
ッ

ト
等
の
活
用
な
ど
、
第
４
次
産
業
革
命
の
流
れ
を
農
林
水
産
業
の
振
興

に
つ
な
げ
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
力
で
様
々
な
課
題
を
解
決
す
る
こ
と

が
重
要
。

●
今
後
、
農
林
漁
業
従
事
者
の
減
少
や
高
齢
化
が
一
層
進
行
す
る
中
で
、

岩
手
県
の
農
林
水
産
業
の
持
続
的
な
発
展
を
図
る
た
め
に
は
、
次
代
を

担
う
新
規
就
業
者
を
確
保
・
育
成
す
る
と
と
も
に
、
情
報
通
信
技
術

（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
）
や
ロ
ボ
ッ
ト
等
の
最
先
端
技
術
の
導
入
に
よ
り
、
生
産
性

の
向
上
や
経
営
の
高
度
化
を
促
進
す
る
こ
と
が
必
要
。

●
地
域
資
源
を
活
用
し
た
商
品
開
発
や
市
場
価
値
の
高
い
新
た
な
品
目

の
生
産
、
都
市
農
村
交
流
活
動
の
促
進
等
に
よ
り
、
豊
か
な
自
然
と
共

生
し
、
い
き
い
き
と
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
「
活
力
あ
る
農
山
漁
村
」

を
実
現
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

農
林

水
産

部

４
取
組
状
況
及
び
今
後
の
取
組
方
向

５
令
和
４
年
度
の
主
な
取
組

農
業

農
業

林
業

林
業

水
産
業

水
産
業

農
山
漁
村

農
山
漁
村

【
自
動
操
舵
ト
ラ
ク
タ
】

【
直
進
ア
シ
ス
ト
田
植
機
】

【
ド
ロ
ー
ン
防
除
技
術
】

【
複
合
環
境
制
御
技
術
】

【
遠
隔
操
縦
除
草
機
】

【
分
娩
看
視
カ
メ
ラ
】

【
ＩＣ
Ｔ
を
利
用
し
た
共
同
放
牧
場
管
理
】

【
高
性
能
林
業
機
械
の
導
入
】

【
い
わ
て
林
業
ア
カ
デ
ミ
ー
】

【
サ
ケ
・
マ
ス
類
の
海
面
養
殖
事
業
化
の
推
進
】

【
ア
ミ
ガ
サ
タ
ケ
栽
培
技
術
】

【
新
し
い
り
ん
ど
う
品
種
開
発
】

【
サ
ケ
・
マ
ス
類
の
養
殖
用
種
苗
作
出
】
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健
幸

づ
く

り
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

１
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要

(
2
)

取
組
内

容
及
び

工
程
表

(
1
)
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
の

ね
ら

い

県
立
病
院
・
大
学
等
で
保
有
す
る
医
療
デ
ー
タ
や
健
診
機
関
で
保
有
す
る
健
診
デ
ー

タ
等
を
生
か
し
、
健
康
・
医
療
・
介
護
デ
ー
タ
を
連
結
す
る
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
の
連
携
基

盤
を
構
築
し
、
そ
の
活
用
を
通
じ
て
、
健
康
寿
命
が
長
く
い
き
い
き
と
暮
ら
す
こ
と
の

で
き
る
社
会
の
実
現
を
目
指
し
ま
す
。

今
ま
で
個
別
に
分
析
が
行
わ
れ
て
い
た
健
康
、
医
療
、
介
護
の
デ
ー
タ
を
連

結
し
、
医
療
等
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
の
分
析
に
よ
る
本
県
独
自
の
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
を

展
開
。
こ
れ
ま
で
構
築
し
て
き
た
岩
手
県
医
療
等
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
利
活
用
シ
ス

テ
ム
を
活
用
し
、
デ
ー
タ
に
基
づ
く
市
町
村
支
援
や
健
康
づ
く
り
に
向
け
た
情

報
発
信
な
ど
、
健
康
寿
命
の
延
伸
に
向
け
た
取
組
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

３
．

今
後
の
取
組
方
向

４
．
令
和
４
年
度
の
具
体
的
な
取
組

(
1
)
 
岩

手
県

医
療
等

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
利
活
用

シ
ス
テ
ム
を
活
用

し
た
市
町
村

支
援

ア
分
析
結
果
を
踏
ま
え
た
デ
ー
タ
に
基
づ
く
市
町
村
支
援

健
康
・
医
療
・
介
護
デ
ー
タ
を
連
結
し
た
分
析
や
、
他
保
険
者
と
の
比

較
・
俯
瞰
的
分
析
結
果
を
市
町
村
に
還
元
す
る
な
ど
、
デ
ー
タ
に
基
づ
く

市
町
村
支
援
を
強
化

イ
国
保
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
市
町
村
国
保
事
業
の
支
援

大
学
等
と
連
携
し
、
保
健
事
業
（
重
症
化
予
防
等
）
と
介
護
予
防
（
運

動
能
力
低
下
の
防
止
等
）
を
一
体
的
に
行
う
モ
デ
ル
事
業
を
実
施

ウ
外
部
機
関
と
の
連
携
の
推
進

研
究
機
関
な
ど
の
外
部
機
関
と
連
携
し
た
取
組
（
共
同
研
究
等
）
を

実
施

(
2
)
 
健

康
づ

く
り
に

向
け
た
情
報
発
信

医
療
等
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
の
分
析
結
果
も
踏
ま
え
、
S
NS
等
を
活
用
し
て
健

康
づ
く
り
に
向
け
た
情
報
発
信
を
実
施

R
0
1

・
医
療
等
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
利
活
用
推
進
事
業
有
識
者
会
議
（
医
療
等
ビ
ッ
グ

デ
ー
タ
連
携
基
盤
の
要
件
検
討
等
）

・
調
査
研
究
（
電
子
カ
ル
テ
デ
ー
タ
を
取
り
込
む
た
め
の
シ
ス
テ
ム
要
件
の
調

査
等
）

・
岩
手
県
医
療
等
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
利
活
用
シ
ス
テ
ム
の
構
築

R
0
2

・
岩
手
県
医
療
等
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
利
活
用
シ
ス
テ
ム
の
機
能
強
化
（
電
子
カ
ル

テ
デ
ー
タ
取
込
機
能
開
発
等
）

・
保
険
者
等
か
ら
の
デ
ー
タ
収
集

R
0
3

・
基
本
と
な
る
分
析
へ
の
着
手

・
外
部
機
関
と
の
連
携
に
向
け
た
調
整

・
保
険
者
等
か
ら
の
デ
ー
タ
収
集

２
．
こ
れ
ま
で
の
取
組
状
況

岩
手
県

外
部
機
関
等

市
町
村

県
民

連
携

支
援

情
報
発
信

分
析
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R
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at

e

い
わ
て
学
び
の
改
革

の
時
代
へ

新 規

新 規

支
援
セ
ン
タ
ー

デ
ー
タ
連
携

新 規

ト
ラ
ブ
ル
等
の
窓
口
を
一
元
化

新 規
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を
推
進
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本
県
の
豊
富
な
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
を
最
大
限
に
生
か
し
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

由
来
の
水
素
を
多
様
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
一
つ
と
し
て
利
活
用
す
る
取
組
を
通
じ
て
、
低
炭
素

で
持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
を
目
指
す
。

（
1
）
地
域
資
源
の
好
循
環
に
向
け
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
由
来
の
水
素
の
利
活
用
推
進

（
2
）
水
素
関
連
製
品
等
の
普
及
促
進

（
3
）
水
素
関
連
ビ
ジ
ネ
ス
の
創
出
・
育
成

（
4
）
水
素
の
理
解
促
進
・
地
域
連
携

水
素
利
活
用
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

（
1
）
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
由
来
の
水
素
の
利
活
用
推
進

・
二
戸
市
に
お
い
て
太
陽
光
発
電
を
利
用
し
た
水
素
製
造
と
園
芸
・
畜
舎
等
へ
の
利

活
用
の
可
能
性
を
調
査
（
R
3
）

（
2
）
水
素
関
連
製
品
等
の
普
及
促
進
等
（
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
整
備
に
向
け
た
取
組
）

・
岩
手
県
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
等
研
究
会
を
設
置
（
R
1
）

・
関
係
市
町
村
や
関
連
企
業
と
継
続
的
に
情
報
交
換
等
を
実
施
（
R
1～
R
3
）

・
事
業
者
や
市
町
村
向
け
の
水
素
の
理
解
促
進
を
目
的
と
し
た
セ
ミ
ナ
ー
等
を
開
催

（
R1
～
R
3）

（
1
）
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
由
来
の
水
素
の
利
活
用
推
進

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
由
来
の
水
素
を
利
活
用
す
る
実
証
事
業
に
向
け
た
調
査
、

実
証
事
業
参
加
へ
の
企
業
意
向
調
査
を
実
施

（
2
）
水
素
関
連
製
品
等
（
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
等
）
の
普
及
促
進

・
事
業
者
や
市
町
村
向
け
の
水
素
利
活
用
促
進
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催

・
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
や
燃
料
電
池
自
動
車
の
モ
デ
ル
導
入
の
支
援
等
を
実
施

（
3
）
水
素
関
連
ビ
ジ
ネ
ス
の
創
出
・
育
成

・
事
業
者
向
け
の
水
素
関
連
産
業
に
係
る
勉
強
会
を
開
催

（
4
）
水
素
の
理
解
促
進
・
地
域
連
携

・
県
民
向
け
の
水
素
に
関
す
る
理
解
促
進
を
目
的
と
し
た
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催

・
燃
料
電
池
自
動
車
の
実
走
行
を
通
じ
て
水
素
利
活
用
の
普
及
啓
発
を
実
施

■
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
余
剰
電
力
等
を
有
効
活
用
し
た
水
素
を
、
日
常

生
活
や
産
業
活
動
に
お
い
て
利
活
用
す
る
実
証
事
業
の
実
施
、
事
業
者
等
と

連
携
し
た
利
活
用
の
推
進

■
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
（
水
素
Ｓ
Ｔ
）
、
燃
料
電
池
自
動
車
（
Ｆ
Ｃ
Ｖ
）
、

燃
料
電
池
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
（
Ｆ
Ｃ
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
）
、
家
庭
用
・
産
業

用
燃
料
電
池
な
ど
の
水
素
関
連
製
品
の
導
入
の
働
き
か
け

■
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
か
ら
の
水
素
製
造
・
貯
蔵
、
設
備
設
置
工
事
、
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
な
ど
の
水
素
関
連
ビ
ジ
ネ
ス
の
創
出
・
育
成
に
向
け
た
取
組
の

推
進

■
水
素
の
安
全
性
や
利
便
性
に
つ
い
て
の
普
及
啓
発
、
環
境
学
習
を
通
じ
た

理
解
促
進
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
や
セ
ミ
ナ
ー
で
の
水
素
利
活
用
の
取
組
紹
介
、

イ
ベ
ン
ト
で
の
展
示
等
に
よ
る
水
素
の
理
解
促
進

１
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要

２
こ
れ
ま
で
の
取
組
状
況

３
令
和
４
年
度
の
具
体
的
な
取
組

４
今
後
の
取
組
方
向

【
国
の
動
き
】

・
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
整
備
目
標
（
2
02
1
年
６
月
設
定
、
2
03
0
年
：
1
,
0
0
0基
）

・
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
設
置
に
係
る
国
の
補
助
拡
充
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人
交
密
度
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

１
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要

第
４
次
産
業
革
命
技
術
を
活
用
し
て
、
岩
手
県
の
地
域
や
人
々
と
多
様
に
関
わ
る
「
関
係
人
口
」
の
質
的
・
量
的
な
拡
大
を
図
り
、
こ
れ
ら
を
通
じ
て
世
界
中
が
い
つ
で
も
、
ど
こ
で
も
岩
手
県
と
つ
な

が
る
社
会
を
実
現
し
、
関
係
人
口
の
継
続
的
か
つ
重
層
的
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
な
ど
に
よ
る
「
人
交
密
度
」
の
向
上
を
目
指
す
。

※
人
「
交
」
密
度
：
短
期
的
な
交
流
人
口
の
ほ
か
、
長
期
的
な
定
住
人
口
に
つ
な
が
る
地
域
や
地
域
の
人
々
と
多
様
に
関
わ
る
者
で
も
あ
る
「
関
係
人
口
」
に
つ
い
て
、
「
人
数
（
量
的
）」
と
「関
係
の
強
さ

（
質
的
）
」
の
両
面
に
着
目
し
、
用
い
た
言
葉
。

２
こ
れ
ま
で
の
取
組
状
況

３
令
和
４
年
度
の
具
体
的
な
取
組

４
今
後
の
取
組
方
向

■
県
・
市
町
村
等
の
関
係
人
口
創
出
・
拡
大
に
資
す
る
情
報
を
「
い
わ
て
の

わ
」
で
一
元
的
に
発
信

■
「
い
わ
て
暮
ら
し
ア
ン
バ
サ
ダ
ー
」
に
よ
る
、
働
き
・
暮
ら
す
場
と
し
て
の
岩
手

県
の
魅
力
の
効
果
的
な
発
信

■
若
年
層
向
け
に
V
T
u
b
e
r「
岩
手
さ
ち
こ
」
を
活
用
し
て
本
県
の
多
彩
な
魅
力
を
発
信

■
県
外
大
学
生
等
を
対
象
と
し
た
お
試
し
就
業
・居
住
機
会
の
提
供

■
就
職
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
に
お
い
て
新
た
に
A
Iを
活
用

■
海
外
に
お
い
て
、
短
編
動
画
を
活
用
し
た
本
県
の
観
光
情
報
を
S
N
S
で
発
信

■
県
内
の
若
者
団
体
の
活
動
促
進
と
情
報
発
信
に
よ
り
、
県
内
外
の
若
者
団
体

同
士
の
つ
な
が
り
を
創
出

■
映
像
等
を
活
用
し
た
情
報
発
信
や
海
外
学
生
と
本
県
学
生
と
の
交
流
を
実
施

■
地
域
お
こ
し
協
力
隊
等
O
B
・
O
G
を
核
と
し
た
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
等
と
連
携
し
、
地
域
お
こ
し
協

力
隊
の
受
入
拡
大
、
活
動
充
実
及
び
任
期
終
了
後
の
県
内
定
着
に
向
け
た
取
組
を
実
施

■
地
域
外
の
方
が
地
域
と
関
わ
る
「ふ
る
さ
と
納
D
A
Y
」
、
「
助
っ
人
S
T
A
Y
」
の
仕
組
み
を
構
築

■
復
興
の
理
念
を
継
承
し
、
『
さ
ん
り
く
音
楽
祭
2
0
2
2』
を
沿
岸
地
域
で
開
催

■
生
産
者
・
料
理
人
・ジ
ャ
ー
ナ
リ
ス
ト
等
と
連
携
し
、
三
陸
の
食
の
魅
力
を
発
信

【
取
組
の
方
向
性
】

ゾ
ー
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
一
体
感
の
も
の
、
岩
手
に
関
心
を
持
つ
、
訪
れ
る
、
関
わ
る
、
拠
点

を
持
つ
等
、
様
々
な
形
で
の
岩
手
と
の
つ
な
が
り
を
深
め
る
取
組
を
展
開
。

■
首
都
圏
等
人
材
と
県
内
企
業
等
と
の
複
業
マ
ッ
チ
ン
グ
を
促
進

■
就
農
や
農
村
で
の
暮
ら
し
に
関
す
る
情
報
発
信
、
体
験
モ
ニ
タ
ー

企
画
に
よ
る
農
村
体
験
機
会
の
提
供

■
ロ
ー
カ
ル
５
G
等
を
活
用
し
た
東
日
本
大
震
災
津
波
伝
承
館
と
県

外
を
結
ん
だ
遠
隔
見
学
の
実
証

県
及
び
市
町
村
が
連
携
し
て
情
報
共

有
や
施
策
検
討
を
行
う
「
岩
手
つ
な
が

り
創
造
本
部
」
を
設
置
。

■
F
ac
e
b
o
o
kペ
ー
ジ
「
い
わ
て
の
わ
」
を

用
い
た
効
果
的
な
情
報
発
信

■
岩
手
に
関
す
る
投
稿
を
促
進
す
る

S
N
S
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
展
開

■
V
T
u
b
e
r等
を
活
用
し
た
効
果
的
・
戦

略
的
な
売
込
み
活
動
を
展
開

■
就
職
情
報
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
イ
ト
の
運
用

や
、
移
住
定
住
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

■
首
都
圏
等
人
材
と
県
内
企
業
等
と
の

複
業
マ
ッ
チ
ン
グ
を
促
進

■
ロ
ー
カ
ル
５
G
等
を
活
用
し
た
地
域
課

題
解
決
モ
デ
ル
の
構
築

■
地
域
お
こ
し
協
力
隊
の
受
入
拡
大
、

活
動
充
実
及
び
任
期
終
了
後
の
県
内

定
着
に
向
け
た
取
組
を
実
施

■
首
都
圏
人
材
等
が
地
域
に
直
接
関
与

す
る
た
め
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発
を
支
援

■
こ
れ
ま
で
の
復
興
の
取
組
状
況
と
支

援
へ
の
感
謝
を
広
く
発
信

１
い
つ
で
も
岩
手
に
つ
な
が
る
こ
と
が
で
き
る
環
境
の
整
備

３
IC
T
を
活
用
し
た
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
に
合
わ
せ
た
働
き
方
、
地
域
貢
献
活
動
な
ど
多
様
な
交
流
の
場
の
創
出

２
様
々
な
主
体
の
参
画
に
よ
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成

情
報
通
信
技
術
(I
C
T
)や
人
工
知
能

(A
I)
を
積
極
的
に
活
用
し
、
い
つ
で
も
、

ど
こ
で
も
岩
手
に
つ
な
が
る
環
境
を

生
み
出
し
、
地
域
内
外
の
人
々
の
新

た
な
関
係
を
創
出

地
域
の
祭
り
や
特
産
品
開
発
な
ど
地

域
活
性
化
に
関
す
る
取
組
に
地
域
外

か
ら
貢
献
し
た
い
人
が
積
極
的
に
参

画
す
る
な
ど
、
賑
わ
い
あ
ふ
れ
る
街

を
創
造

ク
ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
や
ス
キ
ル

シ
ェ
ア
な
ど
情
報
通
信
技
術
（
ＩＣ
Ｔ
）
を

活
用
し
た
仕
組
み
を
通
じ
て
、
地
域

内
外
か
ら
ス
キ
ル
や
想
い
を
持
つ
人

や
企
業
が
地
域
課
題
解
決
に
対
し
て

貢
献
す
る
な
ど
の
多
様
な
交
流
を
創

出

長
期
的
な
人
口
減
少
の
抑
止

岩
手
さ
ち
こ
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別  表 
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別表 1 復興基金を活用した復興関連事業一覧 

※「予算額」は、復興基金対象事業費を記載しています。 （単位：百万円） 

復興計画

区分 
部局名 事業名 予算額 事業内容 

Ⅰ 安全

の確保 

環境生活部 
再生可能エネルギー導

入促進事業費 
22.4 

災害時においても一定のエネルギーを

賄える自立・分散型エネルギー供給シ

ステムの構築に向け、被災家屋等への

太陽光発電の導入や市町村の計画策定

等に対する支援を実施（補助率：定額、

補助対象：東日本大震災津波により、

自ら居住していた家屋に被害を受けた

個人等） 

Ⅱ 暮ら

しの再建 

復興防災部 
被災者住宅再建支援事

業費補助 
115.9 

「持ち家」による住宅再建を促進する

ため、住宅が全壊する等の被害を受け

た被災者に対し、住宅の建設・購入に

要する経費を市町村と共同で補助（補

助率：定額、補助対象：市町村） 

 

復興防災部 
災害援護資金貸付金利

子補給補助 
7.0 

災害援護資金を貸し付けた市町村が、

借受者に対し当該貸付金に係る利子に

相当する額の補助を行う場合に要する

経費を補助（補助率：定額、補助対象：

市町村） 

 

ふるさと振興

部 

三陸鉄道バリアフリー

化設備等整備費補助 
50.0 

高齢者や障がい者等の移動の円滑化を

図るため、三陸鉄道㈱が行う三陸鉄道

宮古駅のエレベーター設置に対し、市

町村が支援を行う場合の経費に対する

補助（補助率：定額、補助対象：市町

村） 

 

ふるさと振興

部 

新しい三陸復興のかけ

橋推進費 
1.5 

県内外からの復興支援活動を促進させ

るため、首都圏を中心とした企業等と

の協働による復興支援マッチングやネ

ットワーク強化、復興関連情報の発信

を実施 

Ⅲ なり

わいの再

生 
復興防災部 

地域基幹産業人材確保

支援事業費 
24.0 

被災地の基幹産業である水産加工業の

労働力不足の解消に向け、地域外から

の人材確保のための宿舎の整備及び女

性が働きやすい職場環境の整備に要す

る経費の一部補助等を実施（補助率：

定額、補助対象：市町村） 

 
復興防災部 

沿岸地域起業者等成長

支援事業費 
11.0 

被災地域において、復興まちづくりに

合わせて新たなビジネスを立ち上げた
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復興計画

区分 
部局名 事業名 予算額 事業内容 

事業者や、販路回復・開拓等に積極的

に取り組む事業者の成長等を支援する

ため、商工団体による経営指導やクラ

ウドファンディング活用に向けた助言

等を実施（補助率：定額、補助対象：

岩手県商工会連合会） 

 

復興防災部 
沿岸地域基幹産業ＤＸ

推進事業費 
10.1 

沿岸地域の基幹産業である水産加工業

の高度化を図るため、事業者が行うＤ

Ｘ関連の投資に対し市町村が補助する

場合に、当該市町村に対し補助を実施

（補助率：定額、補助対象：市町村） 

 

商工労働観光

部 

中小企業被災資産復旧

事業費補助 
10.0 

沿岸市町村の産業復興を促進するた

め、市町村が行う被災事業者の施設等

の復旧に対する補助事業に要する経費

を補助（補助率：1/2、補助対象：市

町村） 

 

商工労働観光

部 

いわて新事業活動促進

支援事業費補助 
11.2 

三陸沿岸地域の水産加工業をはじめと

する食産業事業者の新たな事業活動を

促進するため、中小機構及び県内金融

機関と連携した「いわて希望応援ファ

ンド」を活用し、運用益と合わせた補

助事業を実施（補助率：定額、補助対

象：（公財）いわて産業振興センター） 

 

農林水産部 
いわて三陸ガストロノ

ミー推進事業費 
8.2 

「食」を核とした地域振興を図るため、

三陸の「食」の魅力の発信に取り組む

ほか、民間団体が主催する「食」をテ

ーマとしたシンポジウムや交流会の開

催等を支援 

Ⅳ 未来

のための

伝承・発

信 
復興防災部 

震災津波関連資料収

集・活用等推進事業費 
45.5 

東日本大震災津波の事実を踏まえた教

訓を今後の国内外の防災学習等に生か

すため、「いわて震災津波アーカイブ

～希望～」のシステム改修を行うとと

もに、震災津波関連の記録を蓄積し、

その活用を促進 

 

復興防災部 
東日本大震災津波伝承

館管理費 
103.3 

東日本大震災津波伝承館の施設管理、

展示解説、企画展示及び震災教育等の

事業を実施 

 

復興防災部 復興情報発信事業費 16.6 

県内外の多様な主体と連携し復興を推

進するため、「復興フォーラム」や「伝

承館開館３周年・震災語り部ガイドサ
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復興計画

区分 
部局名 事業名 予算額 事業内容 

ミット」の開催、東日本大震災津波伝

承館を拠点とした事実・教訓の伝承と

発信、国内外へのいわての復興情報の

発信を実施 

その他 

復興防災部 復興推進費 3.8 

復興委員会等から助言などを得ながら

復興推進プランに基づく取組を着実に

推進 
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別表２ 震災復興・ふるさと振興パワー積立金活用事業一覧 

 （単位：百万円） 

部局名 事業名 予算額 
活用額 

（充当額） 
事業内容 

ふるさと振

興部 

公共交通バリアフ

リー化設備等整備

費補助 

20.0 20.0 

高齢者や障がい者等の移動の円滑化を

図るため、市町村が、鉄道事業者が行

う駅へのエレベーター設置に対して支

援を行う場合の経費を補助（補助率：

定額、補助対象：市町村） 

文化スポー

ツ部 

いわての文化国際

交流推進事業費 
6.5 4.0 

本県の文化資源を生かした映像の制作

による国内外への情報発信や、「マン

ガ」を活用した海外との文化交流を実

施 

環境生活部 
シカ・イノシシ捕獲

対策事業費 
235.7 20.0 

シカ及びイノシシの生息域の拡大への

対応や農業被害等の防止のため、捕獲

や早池峰山周辺地域におけるシカ対策

を実施するほか、捕獲技術向上に向け

た研修会やＩＣＴの活用など効果的な

捕獲方法の導入に向けた取組を実施 

保健福祉部 
循環器病等予防緊

急対策事業費 
17.7 5.2 

脳卒中など循環器病等の発症予防、早

期発見、重症化予防を推進するため、

生活習慣の改善や県民機運の醸成、活

動リーダーの養成、取組モデルの提示、

検診受診率向上に向けた取組等を推進 

農林水産部 

東京 2020 オリン

ピック・パラリンピ

ック県産材利用促

進事業費 

10.4 10.4 

県産木材の需要拡大につなげるため、

東京 2020 オリンピック・パラリンピ

ック競技大会の選手村施設で使用され

た県産木材を公共的な施設等で再利用

することにより、高品質な木材・製材

品をＰＲ 

ＩＬＣ推進

局 
ＩＬＣ推進事業費 110.8 20.0 

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実

現に向け、研究者や関係団体等と連携、

協力し、建設準備に必要となる具体的

な調査検討や県内企業の加速器関連技

術の開発支援、国内外への情報発信等

の取組を推進 

教育委員会 
ネットワーク共創

事業費 
13.2 6.6 

小規模校における「高校魅力化」の取

組を全県に展開するため、外部人材の

活用による高校及び地域の「高校魅力

化」の取組支援、情報発信等を実施す

るとともに、県外生の受入を推進 
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部局名 事業名 予算額 
活用額 

（充当額） 
事業内容 

教育委員会 探究共創事業費 16.6 8.3 

高校と自治体や地元企業・大学等が協

働し、地域や地域産業の持つ魅力や課

題等に触れながら探究的に学ぶ機会を

共創する魅力ある学校づくりへの取組

を推進 

※ 震災復興及びふるさと振興関連事業について掲載 
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別表３ 地方創生推進交付金の活用予定事業一覧 

 （単位：百万円） 

総合戦略区分 部局名 事業名 予算額 事業内容 

岩

手

で

働

く 

商工業振

興戦略 

商工 労働

観光部 

ＡＩ人材育成・社会

実証推進事業費 
5.6 

高度なＡＩ人材の確保・育成に向け

て、専門的な教育講座や、企業の経営

課題解決を図る実践的な取組を展開

するとともに、ＡＩ技術の利活用に向

けた社会実証を推進（補助率：定額、

補助対象：県内高等教育機関） 

  

商工 労働

観光部 

北上川バレーＤＸ

推進・高度人材確保

促進事業費 

108.3 

北上川流域の産業の高度化・高付加価

値化に向けて、ものづくり企業のデジ

タル技術導入・活用支援や高度人材の

育成・確保、ＩＴ企業と県内ものづく

り企業との取引促進等の取組を推進

（補助率：定額、補助対象：（公財）

いわて産業振興センターなど） 

  

商工 労働

観光部 

いわて働き方改革

加速化推進事業費 
110.3 

県内企業における働き方改革の促進

と生産性向上を両輪とした取組を推

進していくため、労働環境の整備と処

遇改善に向けた取組への支援や中小

企業者が行うテレワークの導入に要

する経費の補助を実施（補助率：定額、

補助対象：中小企業など） 

  

商工 労働

観光部 

中小企業デジタル

化支援ネットワー

ク事業費 

2.8 

中小企業のデジタル化に向けて、商工

団体や支援機関等が相互に連携して

相談対応力を高め、各種支援策の情報

発信やマッチング等を一貫して行う

伴走支援体制を構築（補助率：定額、

補助対象：（公財）いわて産業振興セ

ンター） 

  

商工 労働

観光部 

商業・サービス業Ｄ

Ｘ導入推進事業費 
3.2 

商業・サービス業のデジタル化を推進

するため、普及啓発セミナーの開催や

専門家派遣等により、中小企業者のＤ

Ｘ推進計画の策定を支援 

  

商工 労働

観光部 

起業支援推進事業

費 
17.6 

民間企業、金融機関等の関係機関の連

携による起業支援拠点「岩手イノベー

ションベース」の運営や大学生・若者

への実践的な起業家教育により若者

や女性等の起業を促進 
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総合戦略区分 部局名 事業名 予算額 事業内容 

  

商工 労働

観光部 

商店街にぎわい創

出支援事業費 
1.7 

個店の魅力創出を通じた商店街全体

でのにぎわい創出を図るため、個店の

経営力向上や、商店街活性化の取組を

支援 

  

商工 労働

観光部 

先端自動車関連技

術人材育成事業費 
1.1 

次世代の自動車産業を担う人材を重

点的に育成するため、高専生等を対象

に、最先端の自動車関連技術に関する

知識や専門技術を習得する講座を実

施 

  

商工 労働

観光部 

半導体関連産業創

出推進事業費 
8.9 

半導体関連産業の集積に向けて、地場

企業の取引拡大や人材育成等の取組

を推進（補助率：定額、補助対象：（公

財）いわて産業振興センター） 

  

商工 労働

観光部 

ものづくりＤＸシ

ステム導入支援強

化事業費 

17.4 

県内ものづくり企業のＤＸを推進す

るため、県工業技術センターを活用

し、高度デジタル技術者の育成、デジ

タル技術による生産の高度化や共同

研究など、重点的な企業支援を通じ

て、モデル事例の創出を推進 

  

県土 整備

部 

建設業総合対策事

業費 
16.7 

社会資本の整備・維持の担い手である

地域の建設企業が存続できるような

環境づくりのため、経営改善への支援

や、若者や女性が働きやすい環境整備

など、人材の育成・確保支援に向けた

取組を推進 

 観光産業

振興戦略 

ふる さと

振興部 

新しい三陸振興推

進費 
5.8 

三陸地域の総合的な振興を図るとと

もに、「防災を学習する場」として持

続的に学習できる地域とする仕組み

の構築などを通じて、震災の教訓や三

陸の多様な魅力を発信する取組を実

施 

  

商工 労働

観光部 

三陸観光地域づく

り推進事業費 
37.1 

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地

域の観光情報の発信や観光資源を生

かした周遊型滞在の仕組みづくりを

行うとともに、減少した観光需要を喚

起するため、教育旅行を対象とするバ

ス運行支援を実施（補助率：定額、補

助対象：旅行会社） 
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総合戦略区分 部局名 事業名 予算額 事業内容 

  

県土 整備

部 

外国船社クルーズ

船誘致プロモーシ

ョン事業費 

6.8 

県内港湾への外国船社クルーズ船を

誘致するため、港湾所在市等と連携し

て外国船社等へのポートセールスを

実施 

 農林水産

業振興戦

略 
農林 水産

部 

水田フル活用農業

高度化プロジェク

ト事業費 

115.0 

水田を活用した収益性の高い農業を

確立するため、主食用米から野菜や飼

料用米等への作付転換を促進すると

ともに、ＩＣＴの活用による労働生産

性の高い経営体を育成（助成単価：

10a 当たり５千円等、補助対象：地

域農業再生協議会等） 

  

農林 水産

部 

北いわてスマート

農業プラットフォ

ーム創造事業費 

20.3 

北いわて型スマート農業技術の導入

を促進するため、県北農業研究所を拠

点として、農業者、研究機関、大学等

によるプラットフォームを構築し、自

動走行農機や環境制御に関する技術

実証等を実施 

  

農林 水産

部 

養殖生産技術高度

化推進事業費 
5.0 

本県の強みである種苗生産技術など

を生かした高度なつくり育てる漁業

を推進するため、新たな魚類の養殖技

術の開発等を推進 

  

農林 水産

部 

さけ、ます海面養殖

イノベーション推

進事業費 

4.8 

サケ・マス類の海面養殖の振興を図る

ため、ＩＣＴの導入や種苗の安定供給

体制の構築、県産オリジナルの海面養

殖用種苗の開発を推進 

  

農林 水産

部 

いわてモーモープ

ロジェクト推進事

業費 

17.1 

「いわて牛」のブランディングと県有

種雄牛の評価向上を図るため、県内外

への積極的な情報発信や全国和牛能

力共進会の上位入賞に向けた取組を

支援（補助率：定額、補助対象：和牛

能力共進会岩手県対策協議会） 

  

農林 水産

部 

りんどうパワーア

ップ事業費 
4.3 

県産りんどうの需要拡大を図るため、

県オリジナルりんどうのＰＲや、革新

技術を活用した新品種の開発を実施 

  

農林 水産

部 

農業農村関係人口

拡大定着支援事業

費 

6.1 

本県の農業・農村における関係人口の

拡大を図るため、就農や農村での暮ら

しに関する情報発信、農村体験モニタ

ーによる体験受入体制の整備を実施 
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総合戦略区分 部局名 事業名 予算額 事業内容 

 ふるさと

移住・定住

促進戦略 
商工 労働

観光部 

いわて移住・定住促

進事業費 
31.9 

本県への定住・交流人口の拡大を促進

するため、相談窓口の運営やイベント

の開催等による市町村等と連携した

全県的な移住推進の取組を実施（補助

率：定額、補助対象：ＮＰＯ等） 

  

商工 労働

観光部 

いわてターン促進

事業費 
39.2 

本県へのＵ・Ｉターンを促進するた

め、就職情報誌の発行や帰省者を対象

としたプロモーション、本県の魅力を

紹介する移住ガイドブックの作成等

の取組を実施 

  

商工 労働

観光部 

いわて暮らし応援

事業費 
125.5 

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを

促進するため、ＡＩを活用した就職マ

ッチングの促進や企業の採用力強化

に向けた研修、Ｕ・Ｉターン者の移住

に伴う経費等の補助等の取組を実施

（補助率：３/４・定額、補助対象：

市町村・移住者） 

  

商工 労働

観光部 

いわて就業促進事

業費 
112.4 

県内就業の促進及びＵ・Ｉターンによ

る県内企業の人材確保を推進するた

め、求職者やＵ・Ｉターン希望者と企

業とのマッチングを支援するととも

に、新たに若者や女性向けのキャリア

教育支援を実施（補助率：１／２、補

助対象：中小企業など） 

岩

手

で

暮

ら

す 

魅力ある

ふるさと

づくり戦

略 

ふる さと

振興部 

三陸鉄道強化促進

協議会負担金 
24.6 

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援す

るため、関係市町村と連携した利用促

進に加え、三鉄沿線地域の魅力発信と

誘客拡大のための事業を実施 

  

ふる さと

振興部 

活力ある小集落支

援推進事業費 
3.6 

集落出身者や外部人材等を活用した

地域支援の担い手不足の解消に向け、

旅行やボランティア活動と地域活動

をつなげる新たな支援フレームの構

築を推進 

  
ふる さと

振興部 

科学技術イノベー

ション活用推進費 
7.6 

岩泉町をモデル地区としてドローン

物流の社会実装を進めるとともに、ド

ローンの多用途活用、ドローン以外の
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総合戦略区分 部局名 事業名 予算額 事業内容 

未来技術による地域課題の解決の取

組を実施 

  

環境 生活

部 

三陸ジオパーク推

進強化事業費 
7.6 

ジオパークを活用した地域振興を図

るため、三陸ジオパーク推進協議会等

と連携し、三陸ジオパークの魅力を伝

えるコンテンツ作りや認定ガイドの

育成等の推進を図る取組を実施 

  

県土 整備

部 

住宅ストックリノ

ベーション事業費 
22.2 

県産木材を活用した岩手型住宅など

の良質な住宅ストックの形成を支援 

また、市町村の「空き家バンク」の利

活用の促進に向け、職員研修会の開催

やマニュアル整備を実施するととも

に、若者世代又は県外移住者の住宅取

得を支援するため「空き家バンク」に

登録された空き家の取得・改修費を補

助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

  

県土 整備

部 

いわてお試し居住

体験事業費 
10.9 

県営住宅ストックの有効活用を進め

るとともに、本県への移住定住の促進

を図るため、家電等を整備した県営住

宅を、県外から移住定住を検討してい

る方に一定期間提供 

  

ＩＬ Ｃ推

進局 
ＩＬＣ推進事業費 110.8 

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実

現に向け、研究者や関係団体等と連

携、協力し、建設準備に必要となる具

体的な調査検討や県内企業の加速器

関連技術の開発支援、国内外への情報

発信等の取組を推進 

 若者・女性

活躍支援

戦略 
環境 生活

部 

いわて若者活躍支

援強化事業費 
25.0 

若者の主体的な活動を支援するため、

いわてネクストジェネレーションフ

ォーラムの開催のほか、県内の若者活

動拠点を連携拠点に指定し、いわて若

者カフェとの協働によるイベント等

を実施（補助率：定額、補助対象：若

者グループ等） 

 ふるさと

の未来を

担う人づ

くり戦略 

ふる さと

振興部 

北いわてプラチナ

シティ推進事業費 
9.3 

産学官連携のコンソーシアムを中心

に、北いわての地域課題に対応する産

業振興と社会づくりを一体的に推進

する取組を実施 
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総合戦略区分 部局名 事業名 予算額 事業内容 

  

商工 労働

観光部 

未来のものづくり

人材育成・地元定着

促進事業費 

25.2 

県内各地の「地域ものづくりネットワ

ーク」を基盤に、小中高校生から社会

人までの各段階におけるものづくり

産業人材の育成や地元定着の取組を

推進 

  

県土 整備

部 

北いわて建設技術

向上促進事業費 
1.0 

北いわて地域の建設企業におけるＩ

ＣＴ建設機械のオペレーターの育成

等を支援 

  

教育 委員

会 

ネットワーク共創

事業費 
13.2 

小規模校における「高校魅力化」の取

組を全県に展開するため、外部人材の

活用による高校及び地域の「高校魅力

化」の取組支援、情報発信等を実施す

るとともに、県外生の受入を推進 

  

教育 委員

会 
探究共創事業費 16.6 

高校と自治体や地元企業・大学等が協

働し、地域や地域産業の持つ魅力や課

題等に触れながら探究的に学ぶ機会

を共創する魅力ある学校づくりへの

取組を推進 

岩

手

と

つ

な

が

る 

関係人口

創出・拡大

戦略 
ふる さと

振興部 

関係人口創出・拡大

事業費 
12.5 

地方への関心が高い若年層等に対し、

岩手県への関心を高める情報発信や、

県内の地域課題解決に参画する機会

の提供等を通じて、継続的に様々な形

で地域と関わる「関係人口」の量的・

質的な拡大を図る取組を実施 

  

文化 スポ

ーツ部 

いわての文化国際

交流推進事業費 
6.5 

本県の文化資源を生かした映像の制

作による国内外への情報発信や、「マ

ンガ」を活用した海外との文化交流を

実施 

  

商工 労働

観光部 

いわての魅力まる

ごと発信強化事業

費 

21.4 

岩手ファンの拡大を図るため、バーチ

ャル技術等を活用した岩手の魅力発

信を行うとともに、本県とつながりの

ある民間企業等と連携した売込み活

動を推進 
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別表４ 政策・プロジェクト推進費による事業一覧 

 

※ プロジェクトの略称は以下のとおり。 

略称 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名 略称 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名 

ILC ILC ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 健幸 健幸づくりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

北上川 北上川ﾊﾞﾚｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 学び 学びの改革ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

三陸 三陸防災復興ｿﾞｰﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 文スポ 文化・ｽﾎﾟｰﾂﾚｶﾞｼｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

北いわて 北いわて産業・社会革新ｿﾞｰﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 水素 水素利活用推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

小集落 活力ある小集落実現ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 人交 人交密度向上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

農林水 農林水産業高度化推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ その他 その他（10 の政策分野に関し、部

局横断的に取り組むソフト事業） 

  

（単位：百万円） 

部局名 事業名 予算額 事業内容 
関連する 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

政策企画

部 

いわて県政広報事業

費(広聴広報デジタル

強化) 

5.9 

ＳＮＳ等による効果的な広聴広報を展開

するため、発信力向上に資する職員研修等

を実施するほか、ＳＮＳを活用したアンケ

ートを実施 

その他 

復興防災

部 

災害時ドローン導入

促進事業費 
2.9 

県内市町村等の災害対応力を強化すると

ともに、消防団員や自主防災組織の役職者

等の二次被災リスクの軽減を図るため、県

内市町村及び消防本部における大規模災

害時の避難誘導や捜索活動などへのドロ

ーン利用を促進 

その他 

ふるさと

振興部 

北いわてプラチナシ

ティ推進事業費 
9.3 

産学官連携のコンソーシアムを中心に、北

いわての地域課題に対応する産業振興と

社会づくりを一体的に推進する取組を実

施 

北いわて 

ふるさと

振興部 

活力ある小集落支援

推進事業費 
3.6 

集落出身者や外部人材等を活用した地域

支援の担い手不足の解消に向け、旅行やボ

ランティア活動と地域活動をつなげる新

たな支援フレームの構築を推進 

小集落 

ふるさと

振興部 

地域おこし協力隊活

動支援事業費 
2.6 

市町村及び地域おこし協力隊のＯＢ・ＯＧ

等を核としたネットワークと連携し、地域

おこし協力隊の受入拡大、活動充実及び任

期終了後の定着に向けた取組を実施 

小集落 

人交 
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部局名 事業名 予算額 事業内容 
関連する 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

ふるさと

振興部 

関係人口創出・拡大

事業費 
12.5 

地方への関心が高い若年層等に対し、岩手

県への関心を高める情報発信や、県内の地

域課題解決に参画する機会の提供等を通

じて、継続的に様々な形で地域と関わる

「関係人口」の量的・質的な拡大を図る取

組を実施 

人交 

ふるさと

振興部 

いわて花巻空港利用

促進事業費 
131.4 

いわて花巻空港の航空需要の回復を図る

ため、国内線の利用促進等のほか、国際線

の早期運航再開や安定的な運航などに向

けた取組を推進するとともに、国際線を活

用した県北・沿岸地域へのインバウンド誘

客拡大の取組を実施 

三陸 

北いわて 

ふるさと

振興部 

海洋エネルギー関連

産業創出推進事業費 
15.8 

沿岸地域における海洋エネルギーを活用

した新産業創出のため、洋上風力発電の事

業化に向けて関係者との合意形成や釜石

市沖海洋再生可能エネルギー実証フィー

ルドにおける波力発電装置の研究開発の

支援を実施 

北いわて 

ふるさと

振興部 

科学技術イノベーシ

ョン活用推進費 
7.6 

岩泉町をモデル地区としてドローン物流

の社会実装を進めるとともに、ドローンの

多用途活用、ドローン以外の未来技術によ

る地域課題の解決の取組を実施 

北いわて 

小集落 

ふるさと

振興部 

いわてデジタル化推

進費 
25.8 

本県におけるデジタル社会の実現に向け、

産学官金が連携したＤＸの取組の推進や

デジタル人材の育成等を実施 

その他 

ふるさと

振興部 

市町村行政デジタル

化支援事業費 
5.5 

自治体ＤＸの着実な推進に向け、ＡＩ・Ｒ

ＰＡ等の活用による県内市町村の行政デ

ジタル化の取組を支援 

その他 

ふるさと

振興部 

５Ｇ等による地域課

題解決モデル構築推

進費 

25.6 

本県が有する地域資源や特性を生かしな

がら、ローカル５Ｇ等を活用した地域課題

解決モデルの構築と展開に向けた取組を

実施 

北上川 

三陸 

北いわて 

人交 

ふるさと

振興部 

北上川バレープロジ

ェクト推進事業費 
4.7 

エリアの魅力を広く県内外に発信すると

ともに、アドバイザリーボードや構成市町

との連携により、北上川バレーをより一層

「働きやすく、暮らしやすい」エリアとす

る取組を実施 

北上川 
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部局名 事業名 予算額 事業内容 
関連する 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

ふるさと

振興部 

新しい三陸振興推進

費 
5.8 

三陸地域の総合的な振興を図るとともに、

「防災を学習する場」として持続的に学習

できる地域とする仕組みの構築などを通

じて、震災の教訓や三陸の多様な魅力を発

信する取組を実施 

三陸 

文化スポ

ーツ部 

文化施設ＤＸ利用促

進事業費 
1.2 

県民会館・公会堂の利用者の利便性の向上

及び利用者の拡大を図るため、予約システ

ムを開発 

その他 

文化スポ

ーツ部 

いわての文化国際交

流推進事業費 
6.5 

本県の文化資源を生かした映像の制作に

よる国内外への情報発信や、「マンガ」を

活用した海外との文化交流を実施 

文スポ 

文化スポ

ーツ部 

スポーツ施設ＤＸ利

用促進事業費 
2.9 

県営スポーツ施設の利用者の利便性の向

上及び利用者の拡大を図るため、予約シス

テムを開発 

その他 

文化スポ

ーツ部 

インクルーシブスポ

ーツ推進事業費 
2.1 

障がいのある人もない人も共に楽しめる

共生社会型スポーツの充実を図るため、指

導者の育成、競技体験会、交流大会等を実

施 

文スポ 

文化スポ

ーツ部 

スキー全国大会少年

種別強化事業費補助 
5.1 

令和４年度に開催される特別国民体育大

会冬季大会スキー競技会を契機として、国

際大会等で活躍する次世代選手を育成す

るため、高地での強化事業や大会出場時の

サポート等を実施（補助率：定額、補助対

象：（公財）岩手県体育協会） 

その他 

文化スポ

ーツ部 

スポーツアナリティ

クスサポート事業費 
8.3 

本県選手の競技力向上を図るため、映像デ

ータの活用を支援し、コーチングする指導

者を発掘・養成するとともに、効率的かつ

効果的な指導の普及を実施 

その他 

文化スポ

ーツ部 

パラアスリート拡張

支援事業費 
5.0 

障がい者アスリートの競技選択や活動機

会の拡張を図るため、複数の競技種目への

体験機会の創出や環境整備に向けた指導

員等の派遣、競技用具の整備等の取組を実

施 

その他 

文化スポ

ーツ部 

いわてアーツコンソ

ーシアム推進事業費 
8.0 

文化芸術を生かしたまちづくりを進める

ため、官民一体による文化芸術推進体制の

構築等を推進 

文スポ 
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部局名 事業名 予算額 事業内容 
関連する 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

文化スポ

ーツ部 

いわてスポーツプラ

ットフォーム推進事

業費 

5.3 

スポーツの力による健康社会の実現と人

的・経済的交流に取り組むため、官民一体

によるスポーツ推進体制の構築等を推進 

文スポ 

文化スポ

ーツ部 

ラグビー県いわて推

進事業費 
6.3 

ラグビーワールドカップ 2019 岩手・釜

石開催のレガシーを生かし、トップチーム

と連携した県のＰＲ活動等、ラグビー県い

わての定着に向けた取組を実施 

文スポ 

三陸 

文化スポ

ーツ部 

平泉の文化遺産プロ

モーション事業費 
3.7 

平泉世界遺産ガイダンスセンター開館１

周年に合わせて、「平泉の文化遺産」の県

民の理解増進を図る取組や、県内外への情

報発信等を実施 

その他 

文化スポ

ーツ部 

いわての民俗芸能活

性化交流促進事業費 
4.4 

民俗芸能の保存・継承や後継者の育成等を

図るため、「民俗芸能フェスティバル」を

開催し、民俗芸能団体等の活動や交流を促

進 

その他 

環境生活

部 

三陸ジオパーク推進

強化事業費 
7.6 

ジオパークを活用した地域振興を図るた

め、三陸ジオパーク推進協議会等と連携

し、三陸ジオパークの魅力を伝えるコンテ

ンツ作りや認定ガイドの育成等の推進を

図る取組を実施 

その他 

環境生活

部 

海岸漂着物等地域対

策推進事業費 
45.1 

岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基

づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・

処理等に対する支援や、環境保全活動の促

進、情報発信、海洋ごみの調査等を実施（補

助率：7/10・8/10、補助対象：市町村

等） 

その他 

環境生活

部 

ゼロカーボン推進事

業費 
57.1 

「第２次岩手県地球温暖化対策実行計画」

に基づき、温室効果ガス排出量を総合的に

削減するため、家庭の省エネルギー化促

進、事業者への省エネルギー設備導入補助

のほか、県有施設の再エネ導入等に向けた

取組を実施（補助率：定額、補助対象：中

小事業者等） 

その他 

環境生活

部 

水素利活用による再

生可能エネルギー推

進事業費 

11.5 

再生可能エネルギー由来の水素の利活用

推進や水素関連製品の普及促進、水素利活

用に関する県民や事業者等への理解促進

などに取り組むほか、水素関連産業の可能

性調査を実施 

水素 
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環境生活

部 

いわてワーク・ライ

フ・バランス促進強

化事業費 

5.8 

女性が働きやすい環境づくりを推進する

ため、企業等におけるワーク・ライフ・バ

ランスの優良事例を創出するほか、優れた

取組の情報発信等を実施 

その他 

環境生活

部 

多様な主体のパート

ナーシップ推進事業

費 

2.4 

多様な主体の参画・協働を地域づくりにつ

なげるとともに県政全般に広げていくた

め、県民理解の促進や官民連携の推進を図

る取組を実施 

その他 

保健福祉

部 

健幸づくりプロジェ

クト推進費 
9.9 

医療等ビッグデータの分析結果等を活用

し、市町村支援や県民の行動変容を促す情

報発信等を実施 

健幸 

保健福祉

部 

岩手であい・幸せ応

援事業費 
38.1 

“いきいき岩手”結婚サポートセンターに

よるマッチング支援、従業員への結婚支援

に関心がある企業との連携によるイベン

ト開催など、出会いや結婚を希望する県民

への総合的な支援を実施 

その他 

保健福祉

部 

いわてで家族になろ

うよ未来応援事業費 
50.9 

新婚世帯等に向けたライフプランセミナ

ーの開催や、市町村が行う新婚世帯に対す

る新居住居費用等の助成、結婚を考える世

代が働く企業への情報発信など、結婚等に

対する取組への支援を実施 

その他 

保健福祉

部 

子育て応援パスポー

ト事業費 
2.5 

多子を生み育てようと希望する県民が、安

心して子育てができる社会に向けて機運

の醸成を図るため、第３子以降の子がいる

世帯を対象に、「子育て応援パスポート」

を交付し県営施設使用料等の減免を実施 

その他 

保健福祉

部 

生涯を通じた女性の

健康支援事業費 
8.2 

生涯を通じた女性の健康の保持増進を図

るため、各種の健康教育事業、健康支援、

不妊専門相談等の事業を実施するほか、県

内の高校生、大学生の年代が妊娠・不妊の

正しい知識を得る機会を提供するため、普

及啓発冊子の配布を実施 

その他 

保健福祉

部 

産後ケア利用促進事

業費補助 
7.6 

産後ケア事業の利用者の経済的負担を軽

減し、支援を必要とする者が適切な支援を

受けられる体制を整備 

その他 

保健福祉

部 

いわての子育て支援

情報発信事業費 
2.4 

新たに構築するポータルサイト・アプリを

活用し、子育て支援情報に関するプッシュ

型の情報発信を展開 

北上川 
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保健福祉

部 

子育て応援推進事業

費 
2.2 

社会全体で子育て支援を行う意識の啓発

や機運の醸成を図るため、「いわて子育て

応援の店」協賛店舗の拡大や「いわて子育

てにやさしい企業等」の認証等を実施   

その他 

保健福祉

部 

ひとり親家庭等総合

相談支援事業費 
11.3 

ひとり親家庭の多様なニーズに対応し、

様々なサービスの有効活用を促進するた

め、民間団体や関係機関の緊密な連携の

下、包括的な相談支援体制を整備 

その他 

商工労働

観光部 

ＡＩ人材育成・社会

実証推進事業費 
5.6 

高度なＡＩ人材の確保・育成に向けて、専

門的な教育講座や、企業の経営課題解決を

図る実践的な取組を展開するとともに、Ａ

Ｉ技術の利活用に向けた社会実証を推進

（補助率：定額、補助対象：県内高等教育

機関） 

北上川 

商工労働

観光部 

北上川バレーＤＸ推

進・高度人材確保促

進事業費 

108.3 

北上川流域の産業の高度化・高付加価値化

に向けて、ものづくり企業のデジタル技術

導入・活用支援や高度人材の育成・確保、

ＩＴ企業と県内ものづくり企業との取引

促進等の取組を推進（補助率：定額、補助

対象：（公財）いわて産業振興センターな

ど） 

北上川 

商工労働

観光部 

いわてターン促進事

業費 
39.2 

本県へのＵ・Ｉターンを促進するため、就

職情報誌の発行や帰省者を対象としたプ

ロモーション、本県の魅力を紹介する移住

ガイドブックの作成等の取組を実施 

北上川 

商工労働

観光部 

いわて暮らし応援事

業費 
125.5 

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進

するため、ＡＩを活用した就職マッチング

の促進や企業の採用力強化に向けた研修、

Ｕ・Ｉターン者の移住に伴う経費等の補助

等の取組を実施（補助率：３/４・定額、

補助対象：市町村・移住者） 

北上川 

人交 

商工労働

観光部 

いわて就業促進事業

費 
112.4 

県内就業の促進及びＵ・Ｉターンによる県

内企業の人材確保を推進するため、求職者

やＵ・Ｉターン希望者と企業とのマッチン

グを支援するとともに、新たに若者や女性

向けのキャリア教育支援を実施（補助率：

１／２、補助対象：中小企業など） 

北上川 
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商工労働

観光部 

地域就職氷河期世代

支援加速化事業費 
25.5 

就職氷河期世代の就職や正社員化等の支

援を強化するため、相談窓口の対応時間の

延長や市町村の取組に対する支援等を行

うとともに、新たにキャリアアップのため

のセミナー等を開催 

その他 

商工労働

観光部 

中小企業デジタル化

支援ネットワーク事

業費 

2.8 

中小企業のデジタル化に向けて、商工団体

や支援機関等が相互に連携して相談対応

力を高め、各種支援策の情報発信やマッチ

ング等を一貫して行う伴走支援体制を構

築（補助率：定額、補助対象：（公財）い

わて産業振興センター） 

北上川 

商工労働

観光部 

商業・サービス業Ｄ

Ｘ導入推進事業費 
3.2 

商業・サービス業のデジタル化を推進する

ため、普及啓発セミナーの開催や専門家派

遣等により、中小企業者のＤＸ推進計画の

策定を支援 

その他 

商工労働

観光部 
起業支援推進事業費 17.6 

民間企業、金融機関等の関係機関の連携に

よる起業支援拠点「岩手イノベーションベ

ース」の運営や大学生・若者への実践的な

起業家教育により若者や女性等の起業を

促進 

北上川 

商工労働

観光部 

ものづくりＤＸシス

テム導入支援強化事

業費 

17.4 

県内ものづくり企業のＤＸを推進するた

め、県工業技術センターを活用し、高度デ

ジタル技術者の育成、デジタル技術による

生産の高度化や共同研究など、重点的な企

業支援を通じて、モデル事例の創出を推進 

北上川 

商工労働

観光部 

北いわて産業デザイ

ン力向上プロジェク

ト事業費 

5.1 

北いわての地場産業の競争力強化を図る

ため、食や工芸、観光等と組み合わせた商

品やサービスの開発に取り組む人材や企

業の育成を推進 

北いわて 

商工労働

観光部 

いわての魅力まるご

と発信強化事業費 
21.4 

岩手ファンの拡大を図るため、バーチャル

技術等を活用した岩手の魅力発信を行う

とともに、本県とつながりのある民間企業

等と連携した売込み活動を推進 

人交 

農林水産

部 

水田フル活用農業高

度化プロジェクト事

業費 

115.0 

水田を活用した収益性の高い農業を確立

するため、主食用米から野菜や飼料用米等

への作付転換を促進するとともに、ＩＣＴ

の活用による労働生産性の高い経営体を

育成（助成単価：10a 当たり５千円等、

農林水 
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補助対象：地域農業再生協議会等） 

農林水産

部 

北いわてスマート農

業プラットフォーム

創造事業費 

20.3 

北いわて型スマート農業技術の導入を促

進するため、県北農業研究所を拠点とし

て、農業者、研究機関、大学等によるプラ

ットフォームを構築し、自動走行農機や環

境制御に関する技術実証等を実施 

北いわて 

農林水 

農林水産

部 

養殖生産技術高度化

推進事業費 
5.0 

本県の強みである種苗生産技術などを生

かした高度なつくり育てる漁業を推進す

るため、新たな魚類の養殖技術の開発等を

推進 

農林水 

農林水産

部 

さけ、ます海面養殖

イノベーション推進

事業費 

4.8 

サケ・マス類の海面養殖の振興を図るた

め、ＩＣＴの導入や種苗の安定供給体制の

構築、県産オリジナルの海面養殖用種苗の

開発を推進 

農林水 

農林水産

部 

いわて木づかい住宅

普及促進事業費 
87.0 

県産木材の利用を促進するため、県産木材

を使用した住宅新築やリフォームに要す

る経費を補助（ＪＡＳ材の活用等を対象に

上乗せ補助）（補助額：使用材積に応じて

150 千円～、補助対象：施主） 

その他 

農林水産

部 

いわてモーモープロ

ジェクト推進事業費 
17.1 

「いわて牛」のブランディングと県有種雄

牛の評価向上を図るため、県内外への積極

的な情報発信や全国和牛能力共進会の上

位入賞に向けた取組を支援（補助率：定額、

補助対象：和牛能力共進会岩手県対策協議

会） 

その他 

農林水産

部 

りんどうパワーアッ

プ事業費 
4.3 

県産りんどうの需要拡大を図るため、県オ

リジナルりんどうのＰＲや、革新技術を活

用した新品種の開発を実施 

農林水 

農林水産

部 

いわての食財戦略的

海外輸出展開事業費 
28.1 

県産農林水産物の輸出拡大を図るため、県

内事業者の輸出力強化を目的とした戦略

の策定・実行にかかる経費を補助（補助

率：定額、補助対象：いわて農林水産物国

際流通促進協議会） 

農林水 

農林水産

部 

農業農村関係人口拡

大定着支援事業費 
6.1 

本県の農業・農村における関係人口の拡大

を図るため、就農や農村での暮らしに関す

る情報発信、農村体験モニターによる体験

受入体制の整備を実施 

人交 

小集落 
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県土整備

部 

県営住宅活用促進モ

デル事業費 
2.5 

若者の住宅確保の支援と県営住宅のスト

ックの有効活用、団地及び地域の活性化を

図るため、通信環境を整備した県営住宅を

低廉な家賃で若者や県内企業に提供 

北上川 

県土整備

部 

いわて住まいのカー

ボンニュートラル推

進事業費 

15.4 

住宅部門からの温室効果ガスの削減と県

民の居住環境の改善を図るため、県内建築

事業者への技術支援及び既存住宅の省エ

ネ化に対する補助を実施（補助率：定額、

補助対象：住宅の所有者） 

その他 

県土整備

部 

いわてお試し居住体

験事業費 
10.9 

県営住宅ストックの有効活用を進めると

ともに、本県への移住定住の促進を図るた

め、家電等を整備した県営住宅を、県外か

ら移住定住を検討している方に一定期間

提供 

北上川 

県土整備

部 

外国船社クルーズ船

誘致プロモーション

事業費 

6.8 

県内港湾への外国船社クルーズ船を誘致

するため、港湾所在市等と連携して外国船

社等へのポートセールスを実施 

三陸 

ＩＬＣ推

進局 
ＩＬＣ推進事業費 110.8 

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現に

向け、研究者や関係団体等と連携、協力し、

建設準備に必要となる具体的な調査検討

や県内企業の加速器関連技術の開発支援、

国内外への情報発信等の取組を推進 

ILC 

教育委員

会 

いわて学びの改革研

究・普及事業費 
32.3 

ＩＣＴ機器を活用した授業改善を図るた

め、大学と連携した実証研究を実施し、そ

の研究成果を全県に普及 

学び 

教育委員

会 

市町村学校教育ＩＣ

Ｔ活用促進事業費 
84.9 

県と市町村が連携して学校教育における

情報化を推進するため、ＧＩＧＡスクール

運営支援センターを設置するとともに、Ｉ

ＣＴを効果的に活用した新たな学びや、全

県統一の統合型校務支援システムの導入

検討等実施 

学び 

教育委員

会 

探究プログラム事業

費 
16.5 

理科、数学の学力向上と科学的思考力の育

成を図るため、探究プログラム重点校にお

ける理数教科に関する探究的な学びを推

進 

学び 

教育委員

会 

６０プラスプロジェ

クト推進事業費 
3.0 

運動習慣、食習慣及び生活習慣の改善等の

一体的な取組を推進し、ＩＣＴ機器等を活

用した保健管理、保健教育等に関する調査

学び 
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研究を実施 

教育委員

会 

中学生スポーツ・文

化活動調査事業費 
0.8 

中学生のスポーツ及び文化活動における

「生徒本位の有意義な活動の在り方」を周

知する研修会の開催や、岩手県における部

活動の在り方に関する方針等を検討 

その他 

教育委員

会 

ネットワーク共創事

業費 
13.2 

小規模校における「高校魅力化」の取組を

全県に展開するため、外部人材の活用によ

る高校及び地域の「高校魅力化」の取組支

援、情報発信等を実施するとともに、県外

生の受入を推進 

その他 
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別表５ 県北・沿岸圏域の主な振興対策事業一覧 

 （単位：百万円） 

施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

共通 復興防災部 
沿岸地域起業者等成

長支援事業費 
11.0 

被災地域において、復興まちづくりに合わ

せて新たなビジネスを立ち上げた事業者

や、販路回復・開拓等に積極的に取り組む

事業者の成長等を支援するため、商工団体

による経営指導やクラウドファンディン

グ活用に向けた助言等を実施（補助率：定

額、補助対象：岩手県商工会連合会） 

 
ふるさと振興

部 

三陸鉄道強化促進協

議会負担金 
24.6 

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するた

め、関係市町村と連携した利用促進に加

え、三鉄沿線地域の魅力発信と誘客拡大の

ための事業を実施 

 
ふるさと振興

部 

新しい三陸復興のか

け橋推進費 
1.5 

県内外からの復興支援活動を促進させる

ため、首都圏を中心とした企業等との協働

による復興支援マッチングやネットワー

ク強化、復興関連情報の発信を実施 

 
ふるさと振興

部 

北いわてプラチナシ

ティ推進事業費 
9.3 

産学官連携のコンソーシアムを中心に、北

いわての地域課題に対応する産業振興と

社会づくりを一体的に推進する取組を実

施 

 
ふるさと振興

部 

海洋エネルギー関連

産業創出推進事業費 
15.8 

沿岸地域における海洋エネルギーを活用

した新産業創出のため、洋上風力発電の事

業化に向けて関係者との合意形成や釜石

市沖海洋再生可能エネルギー実証フィー

ルドにおける波力発電装置の研究開発を

支援 

 
ふるさと振興

部 
科学技術振興推進費 3.9 

岩手発のイノベーションの推進に向け、関

係機関による推進体制の強化や研究プロ

ジェクト創出に向けた取組の推進、産学官

金のマッチング支援を実施 

 
ふるさと振興

部 

科学技術イノベーシ

ョン活用推進費 
7.6 

岩泉町をモデル地区としてドローン物流

の社会実装を進めるとともに、ドローンの

多用途活用、ドローン以外の未来技術によ

る地域課題の解決の取組を実施 

 
ふるさと振興

部 

５Ｇ等による地域課

題解決モデル構築推
25.6 

本県が有する地域資源や特性を生かしな

がら、ローカル５Ｇ等を活用した地域課題
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施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

進費 解決モデルの構築と展開に向けた取組を

実施 

 
ふるさと振興

部 

新しい三陸振興推進

費 
5.8 

三陸地域の総合的な振興を図るとともに、

「防災を学習する場」として持続的に学習

できる地域とする仕組みの構築などを通

じて、震災の教訓や三陸の多様な魅力を発

信する取組を実施 

 
文化スポーツ

部 

さんりく音楽交流促

進事業費 
1.3 

文化芸術を通じた被災地の地域活性化を

促進するため、「さんりく音楽祭 2022」

を開催 

 
文化スポーツ

部 

地域活性化スポーツ

推進事業費 
25.6 

スポーツを通じた地域活性化を図るため、

「いわてスポーツコミッション」によるス

ポーツイベント・合宿等の誘致や、トッ

プ・プロスポーツチームとの連携による県

民のスポーツ参加機会の充実等に向けた

取組を実施 

 
文化スポーツ

部 

世界遺産登録推進事

業費 
51.2 

「平泉の文化遺産」の拡張登録に向けた取

組、「明治日本の産業革命遺産」の世界遺

産委員会決議事項に対応した取組、「北海

道・北東北の縄文遺跡群」の保存活用の取

組等を実施 

 
文化スポーツ

部 

世界遺産保存活用推

進事業費 
5.7 

「平泉」、「橋野」及び「御所野」の価値

等の理解増進や人的・文化的交流を図ると

ともに、世界遺産を核とした関連文化資源

ネットワーク構築による一体的な情報発

信等を実施 

 環境生活部 
自然公園施設整備事

業費 
118.8 

自然とのふれあいを促進するため、優れた

自然環境を有する国立・県立自然公園等の

登山道や遊歩道の改修等を実施（補助率：

1/2、補助対象：市町村） 

 環境生活部 
再生可能エネルギー

導入促進事業費 
23.2 

再生可能エネルギーの導入促進のため、被

災家屋等への太陽光発電の導入支援や自

立・分散型エネルギー供給システムの構築

に向けた取組支援、地域に根差した再エネ

の立地促進などを実施（補助率：定額、補

助対象：東日本大震災津波により、自ら居

住していた家屋に被害を受けた個人等） 
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施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 環境生活部 

水素利活用による再

生可能エネルギー推

進事業費 

11.5 

再生可能エネルギー由来の水素の利活用

推進や水素関連製品の普及促進、水素利活

用に関する県民や事業者等への理解促進

などに取り組むほか、水素関連産業の可能

性調査を実施 

 
県北広域振興

局 

北いわて再生可能エ

ネルギー推進事業費 
0.3 

北いわての豊富な再生可能エネルギーを

生かした地域づくりに向け理解を促進す

るため、管内学校等への出前授業を実施 

中小企

業の振

興 

県土整備部 
建設業総合対策事業

費 
16.7 

社会資本の整備・維持の担い手である地域

の建設企業が存続できるような環境づく

りのため、経営改善への支援や、若者や女

性が働きやすい環境整備など、人材の育

成・確保支援に向けた取組を推進 

 県土整備部 
北いわて建設技術向

上促進事業費 
1.0 

北いわて地域の建設企業におけるＩＣＴ

建設機械のオペレーターの育成等を支援 

 
沿岸広域振興

局 

三陸水産加工業等支

援事業費 
3.1 

水産加工業者の経営力強化を図るため、中

小企業基盤整備機構と連携した経営改善

への支援強化や専門人材の確保に向けた

支援のほか、飲食・宿泊事業者等、水産加

工業の取引先に対する経営支援を実施 

交流人

口の拡

大 

ふるさと振興

部 

いわて花巻空港利用

促進事業費 
131.4 

いわて花巻空港の航空需要の回復を図る

ため、国内線の利用促進等のほか、国際線

の早期運航再開や安定的な運航などに向

けた取組を推進するとともに、国際線を活

用した県北・沿岸地域へのインバウンド誘

客拡大の取組を実施 

 環境生活部 
三陸ジオパーク推進

強化事業費 
7.6 

ジオパークを活用した地域振興を図るた

め、三陸ジオパーク推進協議会等と連携

し、三陸ジオパークの魅力を伝えるコンテ

ンツ作りや認定ガイドの育成等の推進を

図る取組を実施 

 
商工労働観光

部 

県北広域産業力強化

促進事業費補助 
17.3 

県北広域において、生産性・収益性向上に

取り組む企業に対する市町村の補助に要

する経費の一部を補助（補助率：１/２、

補助対象：市町村） 

 
商工労働観光

部 

北いわて産業デザイ

ン力向上プロジェク

ト事業費 

5.1 

北いわての地場産業の競争力強化を図る

ため、食や工芸、観光等と組み合わせた商

品やサービスの開発に取り組む人材や企
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施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

業の育成を推進 

 
商工労働観光

部 

三陸観光地域づくり

推進事業費 
37.1 

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域の

観光情報の発信や観光資源を生かした周

遊型滞在の仕組みづくりを行うとともに、

減少した観光需要を喚起するため、教育旅

行を対象とするバス運行支援を実施（補助

率：定額、補助対象：旅行会社） 

 
商工労働観光

部 

いわての魅力まるご

と発信強化事業費 
21.4 

岩手ファンの拡大を図るため、バーチャル

技術等を活用した岩手の魅力発信を行う

とともに、本県とつながりのある民間企業

等と連携した売込み活動を推進 

 県土整備部 

外国船社クルーズ船

誘致プロモーション

事業費 

6.8 

県内港湾への外国船社クルーズ船を誘致

するため、港湾所在市等と連携して外国船

社等へのポートセールスを実施 

 
沿岸広域振興

局 

三陸観光推進リスタ

ート事業費 
3.2 

三陸への誘客促進を図るため、タウン誌等

を活用した隣県への観光情報の発信及び

震災・防災を学ぶ教育旅行の誘致のほか、

首都圏に向けた旅行商品の造成・催行支援

を実施 

 
県北広域振興

局 

北いわての地域資源

を活用した魅力発信

事業費 

12.1 

御所野遺跡の世界遺産登録記念事業等を

展開するとともに、県北地域の観光コンテ

ンツの充実や周遊促進の取組を実施して

誘客拡大を推進 

農林水

産業の

振興 

復興防災部 
地域基幹産業人材確

保支援事業費 
24.0 

被災地の基幹産業である水産加工業の労

働力不足の解消に向け、地域外からの人材

確保のための宿舎の整備及び女性が働き

やすい職場環境の整備に要する経費の一

部補助等を実施（補助率：定額、補助対象：

市町村） 

 復興防災部 
沿岸地域基幹産業Ｄ

Ｘ推進事業費 
10.1 

沿岸地域の基幹産業である水産加工業の

高度化を図るため、事業者が行うＤＸ関連

の投資に対し市町村が補助する場合に、当

該市町村に対し補助を実施（補助率：定額、

補助対象：市町村） 

 農林水産部 
水産物安全出荷推進

事業費 
2.4 

県産水産物の安全性の確保と風評被害の

払拭のため、水産物の放射性物質調査を実

施 
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施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 農林水産部 
県産牛肉安全安心確

立緊急対策事業費 
18.4 

安全・安心な県産牛肉の供給体制を確立す

るため、出荷される県産牛の放射性物質検

査を実施 

 農林水産部 
農産物放射性物質検

査事業費 
0.4 

県産農産物の安全性の確保と風評被害の

払拭のため、農産物の放射性物質検査を実

施 

 農林水産部 
東日本大震災農業生

産対策交付金 
1.0 

原発事故からの農業生産の復興に向け、安

全な農畜産物を生産できる環境の確保等

を図るための取組に要する経費を補助（補

助率：定額、補助対象：農業者の組織する

団体等） 

 農林水産部 
放射性物質被害畜産

総合対策事業費 
74.5 

県産畜産物の安全性の確保と風評被害の

払拭のため、牧草等の放射性物質調査や汚

染牧草の一時保管等を支援（補助率：定額、

補助対象：市町村） 

 農林水産部 
特用林産施設等体制

整備事業費補助 
86.8 

しいたけ生産者の経営基盤の強化を図る

ため、しいたけ原木等の生産資材の導入や

簡易ハウスの整備等に要する経費を補助

（補助率：定額、補助対象：市町村） 

 農林水産部 
特用林産物放射性物

質調査事業費 
63.1 

県産特用林産物の安全性の確保と風評被

害の払拭のため、特用林産物の放射性物質

調査を実施 

 農林水産部 
いわて水産アカデミ

ー運営支援事業費 
3.4 

新たな漁業就業者を確保するため、生産技

術や経営手法を習得できる「いわて水産ア

カデミー」の運営を支援 

 農林水産部 

いわて地域農業マス

タープラン実践支援

事業費 

188.0 

「地域農業マスタープラン」の実現に向

け、地域の中心経営体の規模拡大や６次産

業化、地域農業をけん引するリーディング

経営体の育成などに必要な機械・施設等の

整備を支援（補助率：1/3 等、補助対象：

農業法人等） 

 農林水産部 
いわてワインヒルズ

推進事業費 
1.6 

ワイン産業を核とした中山間地域等の活

性化を図るため、醸造用ぶどうの生産拡大

や醸造技術向上に向けたセミナー等の実

施、県産ワインのＰＲを支援 

 農林水産部 

水田フル活用農業高

度化プロジェクト事

業費 

115.0 

水田を活用した収益性の高い農業を確立

するため、主食用米から野菜や飼料用米等

への作付転換を促進するとともに、ＩＣＴ
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施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

の活用による労働生産性の高い経営体を

育成（助成単価：10a 当たり５千円等、

補助対象：地域農業再生協議会等） 

 農林水産部 
土地利用型農業生産

振興対策事業費 
1,328.3 

水稲や園芸作物等の産地競争力の強化を

図るため、共同利用施設等の整備や、高収

益作物等への転換に要する経費を補助（補

助率：1/2 等、補助対象：農業者の組織

する団体等） 

 農林水産部 

高単価りんどう品種

作付転換支援事業費

補助 

4.7 

実需ニーズに対応した花きの生産拡大を

図るため、高単価なりんどう品種の新植に

伴う管理経費を補助（補助率：1/3、補助

対象：ＪＡりんどう生産部会） 

 農林水産部 
畜産基盤再編総合整

備事業費 
225.6 

畜産主要産地として発展が期待される地

域において、担い手育成を通じた畜産業の

構造改善を図るため、飼料基盤や施設の整

備に要する経費を補助（補助率：5/10、

補助対象：(公社)岩手県農業公社） 

 農林水産部 
畜産競争力強化整備

事業費補助 
201.4 

畜産農家の収益性向上を図るため、「畜産

クラスター計画」に位置づけられた中心的

経営体が実施する家畜飼養管理施設等の

整備に要する経費を補助（補助率：定額、

補助対象：畜産クラスター協議会） 

 農林水産部 

森林・林業・木材産

業グリーン成長総合

対策事業費（間伐・

路網・再造林関係） 

880.0 

木材搬出コストの低減や森林資源の持続

的な利用を促進するため、森林組合等が実

施する主伐から再造林の一貫作業等に要

する経費を補助（補助率：定額、補助対象：

森林組合等） 

 農林水産部 栽培漁業推進事業費 278.9 

栽培漁業資源の回復を図るため、種苗生

産・放流の支援や、放流後の生残率を高め

る適切な放流方法の指導等を実施（対象：

アワビ種苗、補助率：10/10、補助対象：

漁業協同組合） 

 農林水産部 
さけ、ます増殖緊急

強化対策事業費 
49.5 

サケ資源の回復を図るため、サケ稚魚の生

産技術の開発、サクラマスの資源造成に向

けた研究等に加え、新たに大型で遊泳力の

高い強靱なサケ稚魚の生産技術の現場実

装を支援（補助率：1/3 等、補助対象：

さけ、ます増殖協会等） 
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施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 農林水産部 
さけ資源緊急回復支

援事業費補助 
352.6 

サケ資源の回復を図るため、親魚の確保等

に要する経費を補助（補助率：10/10、

補助対象：さけ・ます増殖協会） 

 農林水産部 
黄金のウニ収益力向

上推進事業費 
20.3 

ウニ資源を有効活用するため、漁業者や漁

業協同組合等との連携による新たな蓄

養・出荷モデルの確立に向けた取組を推進 

 農林水産部 
強い水産業づくり交

付金事業費 
77.6 

漁業者の収益向上と生産コストの削減を

図るため、水産共同利用施設等の整備に要

する経費を補助（補助率：1/2、補助対象：

漁業協同組合等） 

 農林水産部 養殖業振興事業費 3.0 

養殖生産量の増大を図るため、新たにアサ

リを対象に加え、養殖生産技術の開発・普

及を行うほか、意欲ある漁業者の生産法人

化や漁場利用の高度化など、漁業生産の効

率化を促進 

 農林水産部 

北いわてスマート農

業プラットフォーム

創造事業費 

20.3 

北いわて型スマート農業技術の導入を促

進するため、県北農業研究所を拠点とし

て、農業者、研究機関、大学等によるプラ

ットフォームを構築し、自動走行農機や環

境制御に関する技術実証等を実施 

 農林水産部 
園芸雑穀新品種協働

開発事業費 
5.7 

りんどう、りんご及び雑穀のオリジナル品

種による市場評価の向上と他産地との差

別化を図るため、新品種の開発を進めると

ともに、種苗等の安定供給を支援 

 農林水産部 
いわて牛産地育成革

新技術推進事業費 
6.8 

いわて牛の産地力強化を図るため、ゲノム

解析技術を活用し、効率的に産肉能力の優

れた県有種雄牛を造成 

 農林水産部 
養殖生産技術高度化

推進事業費 
5.0 

本県の強みである種苗生産技術などを生

かした高度なつくり育てる漁業を推進す

るため、新たな魚類の養殖技術の開発等を

推進 

 農林水産部 

さけ、ます海面養殖

イノベーション推進

事業費 

4.8 

サケ・マス類の海面養殖の振興を図るた

め、ＩＣＴの導入や種苗の安定供給体制の

構築、県産オリジナルの海面養殖用種苗の

開発を推進 

 農林水産部 
畜産ＧＡＰ普及推進

事業費 
3.4 

安全・安心な畜産物の供給や農業経営の体

質強化を図るため、ＪＧＡＰ等の取得に向

けた取組を支援（補助率：定額、補助対象：
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施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

畜産ＧＡＰ取得意向のある農場等） 

 農林水産部 
質の高い水産物の安

定確保対策事業費 
1.0 

沿岸漁船漁業者と水産加工事業者の経営

改善を図るため、小型漁船漁業によるマイ

ワシ試験操業や、高度衛生品質管理体制の

確立、サワラ等の高鮮度輸送技術と鮮度の

見える化による水産物の高付加価値化等

を推進 

 農林水産部 
いきいき農村基盤整

備事業費補助 
57.0 

いきいきとした岩手の農業・農村を創り上

げていくため、中山間地域等の耕作条件が

不利な小規模農地等を対象とした簡易な

基盤整備に要する経費を補助（補助率：定

額等、補助対象：市町村等） 

 農林水産部 
経営体育成基盤整備

事業費 
1,692.6 

地域の中心となる経営体の育成を図るた

め、ほ場の大区画化や排水改良など生産基

盤の整備と担い手への農地集積を一体的

に推進 

 農林水産部 
中山間地域総合整備

事業費 
796.1 

地域特性を生かした農業と活力ある農村

づくりの促進等を図るため、地域の実情に

応じた農業生産基盤と農村生活環境基盤

の整備を実施 

 農林水産部 森林整備事業費補助 525.6 

森林の有する多面的機能を持続的に発揮

させるため、市町村等が実施する森林経営

計画の認定森林等における再造林や間伐

等に要する経費を補助（補助率：4/10 等、

補助対象：市町村等） 

 農林水産部 水産基盤整備調査費 39.0 
水産資源の回復・増大等を図るため、効果

的な漁場整備に向けた調査等を実施 

 農林水産部 水産環境整備事業費 60.0 
漁場生産力の向上を図るため、水産生物の

産卵・生息等の場となる藻場を造成 

 農林水産部 
水産生産基盤整備事

業費 
513.2 

水産物の安定供給に資する漁港機能の向

上を図るため、防波堤、護岸等を整備 

 農林水産部 
水産物供給基盤機能

保全事業費 
409.5 

漁港施設の長寿命化を図るため、機能保全

計画に基づく保全工事等を実施 

 農林水産部 
いわて地域ぐるみ６

次産業化支援事業費 
5.4 

地域ぐるみの６次産業化を促進するため、

農林漁業者と商工業者等が連携して行う

特産品開発や販路拡大等の取組を支援 

 農林水産部 
原木しいたけ販売力

アップ促進事業費 
2.9 

県産原木しいたけの需要拡大や価格向上

を図るため、岩手県立大学や集出荷団体等
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施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

と連携してＰＲイベントを開催するほか、

集出荷団体によるＷｅｂ入札の試行等を

支援 

 農林水産部 
いわて畜産物ブラン

ド強化対策事業費 
2.4 

県産牛肉のブランド化と有利販売等を進

めるため、いわて牛普及推進協議会が行う

普及啓発や消費拡大等の取組を支援 

 農林水産部 

いわての純情園芸産

品販売戦略展開事業

費 

1.8 

県産園芸産品の有利販売等を進めるため、

産地と実需者等との安定的な取引関係の

構築、消費者等へのＰＲなどを実施 

 農林水産部 
いわてモーモープロ

ジェクト推進事業費 
17.1 

「いわて牛」のブランディングと県有種雄

牛の評価向上を図るため、県内外への積極

的な情報発信や全国和牛能力共進会の上

位入賞に向けた取組を支援（補助率：定額、

補助対象：和牛能力共進会岩手県対策協議

会） 

 農林水産部 
りんどうパワーアッ

プ事業費 
4.3 

県産りんどうの需要拡大を図るため、県オ

リジナルりんどうのＰＲや、革新技術を活

用した新品種の開発を実施 

 農林水産部 

いわて農林水産物海

外プロモーション強

化事業費 

11.6 

県産農林水産物の海外における知名度向

上と販路の拡大を図るため、海外における

プロモーションや輸出拡大に向けた効率

的な物流システムの構築を推進 

 農林水産部 
いわて食農連携プロ

ジェクト推進事業費 
7.9 

食と農に関わる多様な関係者の参画のも

と持続的なビジネスモデルを創出するた

め、関係者のネットワークの構築等を支援 

 農林水産部 
いわて三陸ガストロ

ノミー推進事業費 
8.2 

「食」を核とした地域振興を図るため、三

陸の「食」の魅力の発信に取り組むほか、

民間団体が主催する「食」をテーマとした

シンポジウムや交流会の開催等を支援 

 農林水産部 
中山間地農業農村活

性化推進対策事業費 
15.6 

中山間地域等において、将来にわたり持続

可能な活力ある地域コミュニティを確立

するため、ビジョンの策定・実践をリード

する人材の育成や、集落等の将来ビジョン

策定、地域資源を活かした活性化の取組等

を支援（補助率：定額、補助対象：中山間

地域の団体等） 
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施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 農林水産部 

こころ高まる農山漁

村感動体験創出事業

費 

2.5 

都市と農村の交流人口拡大を図るため、教

育旅行誘致活動、企業研修やインバウンド

に対応した受入体制づくりを支援 

 農林水産部 
農業農村関係人口拡

大定着支援事業費 
6.1 

本県の農業・農村における関係人口の拡大

を図るため、就農や農村での暮らしに関す

る情報発信、農村体験モニターによる体験

受入体制の整備を実施 

 農林水産部 
団体営農村地域防災

減災事業費補助 
80.0 

効果的な防災・減災対策を講じるため、ハ

ザードマップ作成や利用実態のない農業

用ため池の廃止に要する経費を補助（補助

率：定額、事業主体：市町村） 

 農林水産部 
農村地域防災減災事

業費 
885.8 

効果的な防災・減災対策を講じるため、地

域の実情に即した農業用施設の整備や保

全等を総合的に実施 

 農林水産部 治山事業費 1,197.2 
山地災害から県民の生命・財産を守るた

め、治山施設を整備  

 農林水産部 
漁港施設機能強化事

業費 
269.4 

高波や地震・津波に備えた漁港機能の強化

を図るため、防波堤・護岸等を整備 

 農林水産部 
強い水産業づくり交

付金事業費 
6.0 

漁業地域の防災力向上を図るため、漁業協

同組合が主体的に行う漁船避難ルールづ

くりの支援を実施 

 
沿岸広域振興

局 

県産サーモン養殖確

立支援事業費 
10.9 

県産サーモンの海面養殖確立を図るため、

大学と連携した新たな養殖技術の開発や

販路確保に向けたＰＲの推進のほか、加工

技術の高度化や加工品等の開発支援を実

施 

産業基

盤の整

備と利

活用 

県土整備部 
河川等災害復旧事業

費 
3,503.8 

被災した河川の公共土木施設の災害復旧

を実施 

 県土整備部 
浄化槽設置整備事業

費補助 
147.7 

快適な生活環境を確保するため、浄化槽の

整備に要する経費の一部を補助（補助率：

1/3 補助対象：市町村） 

 県土整備部 道路環境改善事業費 8,034.3 
歩道・道の駅の整備や道路・橋りょうの補

修など、道路環境の改善を実施 

 県土整備部 
都市計画道路整備事

業費 
896.4 

円滑な都市交通を確保するため、市街地に

おける混雑の緩和に向けた道路整備を実

施 
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施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 県土整備部 河川改修事業費 4,964.6 

洪水被害の防止・軽減を図るため、浸水被

害が生じるおそれのある河川の改修等を

実施 

 県土整備部 砂防事業費 1,212.9 
土石流による被害を防止するため、砂防堰

堤等の整備を実施 

 県土整備部 港湾災害復旧事業費 55.9 
被災した港湾施設、港湾海岸施設の災害復

旧を実施 

 県土整備部 
直轄港湾事業費負担

金 
804.0 

国が実施する港湾施設の整備費の一部を

負担 

 県土整備部 海岸事業費 420.0 
津波や高潮による被害を防止するため、海

岸保全施設の老朽化対策を実施 

 県土整備部 
地域連携道路整備事

業費  
4,710.9 

災害に強く信頼性の高い道路ネットワー

クを構築するため、緊急輸送道路などの整

備を実施 

 県土整備部 

橋りょう補修事業

費・橋りょう補強事

業費  

92.0 

橋りょうの長寿命化を図るための補修や、

緊急輸送道路などに架かる橋りょうの耐

震補強を実施 

 県土整備部 
交通安全施設整備事

業費  
860.5 

歩道の整備に向けた調査や交通安全施設

の整備などを実施 

 県土整備部 
直轄道路事業費負担

金 
2,384.7 国が実施する道路整備費の一部を負担 

 県土整備部 港湾施設改良事業費 39.0 
重要港湾における長寿命化のための施設

修繕を実施 

 県土整備部 港湾利用促進費 3.1 

三陸沿岸道路等の整備を踏まえた港湾の

利活用促進のため、企業等へポートセール

スを行うとともに、ポートフォーラムを開

催 

 県土整備部 空港整備費 613.1 
航空機の安全運航のため、滑走路の舗装補

修など空港施設の整備を実施 

 
県北広域振興

局 

北いわて産業競争力

強化事業費 
8.0 

生産性向上による地域産業の成長を促進

するとともに、食産業やアパレル産業など

個性豊かな地域産業の情報発信等を支援 

みんな

が活躍

できる

環境づ

くり 

県北広域振興

局 

働くなら北いわて、

暮らすなら北いわて

推進事業費 

4.7 

若者や女性が安心して働き子育てできる

取組を推進するとともに、若者の地元就職

や移住定住に向けた取組を支援 
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別表６ 人口の自然減・社会減対策関連事業一覧 

（単位：百万円） 

部局名 事業名 予算額 事業内容 

ふるさと振興部 
県内大学生等定着推進事

業費 
5.6 

県内大学生等の定着を推進するため、県

内企業が大学等に求める人材育成ニーズ

の把握やこれまでの取組の検証等を実施 

ふるさと振興部 
活力ある小集落支援推進

事業費 
3.6 

集落出身者や外部人材等を活用した地域

支援の担い手不足の解消に向け、旅行や

ボランティア活動と地域活動をつなげる

新たな支援フレームの構築を推進 

ふるさと振興部 
地域おこし協力隊活動支

援事業費 
2.6 

市町村及び地域おこし協力隊のＯＢ・Ｏ

Ｇ等を核としたネットワークと連携し、

地域おこし協力隊の受入拡大、活動充実

及び任期終了後の定着に向けた取組を実

施 

ふるさと振興部 
関係人口創出・拡大事業

費 
12.5 

地方への関心が高い若年層等に対し、岩

手県への関心を高める情報発信や、県内

の地域課題解決に参画する機会の提供等

を通じて、継続的に様々な形で地域と関

わる「関係人口」の量的・質的な拡大を

図る取組を実施 

保健福祉部 妊産婦支援事業費 3.8 

安心して出産できる環境を整備するた

め、ハイリスク妊産婦の通院等に対し支

援する市町村への補助を実施（補助率：

1/2、補助対象：市町村） 

保健福祉部 
岩手であい・幸せ応援事

業費 
38.1 

“いきいき岩手”結婚サポートセンター

によるマッチング支援、従業員への結婚

支援に関心がある企業との連携によるイ

ベント開催など、出会いや結婚を希望す

る県民への総合的な支援を実施 

保健福祉部 
いわてで家族になろうよ

未来応援事業費 
50.9 

新婚世帯等に向けたライフプランセミナ

ーの開催や、市町村が行う新婚世帯に対

する新居住居費用等の助成、結婚を考え

る世代が働く企業への情報発信など、結

婚等に対する取組への支援を実施 

保健福祉部 
いわてで生み育てる県民

運動推進費 
10.0 

安心して子どもを生み育てられる環境を

整備するため、社会全体で子育て支援を
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部局名 事業名 予算額 事業内容 

行う意識の啓発や機運の醸成を図る県民

運動等を実施 

保健福祉部 
生涯を通じた女性の健康

支援事業費 
8.2 

生涯を通じた女性の健康の保持増進を図

るため、各種の健康教育事業、健康支援、

不妊専門相談等の事業を実施するほか、

県内の高校生、大学生の年代が妊娠・不

妊の正しい知識を得る機会を提供するた

め、普及啓発冊子の配布を実施 

保健福祉部 
産後ケア利用促進事業費

補助 
7.6 

産後ケア事業の利用者の経済的負担を軽

減し、支援を必要とする者が適切な支援

を受けられる体制を整備（補助率：定額、

補助対象：市町村） 

保健福祉部 
いわての子育て支援情報

発信事業費 
2.4 

新たに構築するポータルサイト・アプリ

を活用し、子育て支援情報に関するプッ

シュ型の情報発信を展開 

保健福祉部 子育て応援推進事業費 2.2 

社会全体で子育て支援を行う意識の啓発

や機運の醸成を図るため、「いわて子育

て応援の店」協賛店舗の拡大や「いわて

子育てにやさしい企業等」の認証等を実

施   

保健福祉部 里親委託促進事業費 27.2 

里親包括支援機関を委託し、市町村や児

童相談所との密接な連携のもと、里親の

新規開拓から里親と里子とのマッチング

支援、里親委託後の養育支援までの取組

を一体的に実施 

保健福祉部 
ヤングケアラー支援体制

強化事業費 
11.0 

ヤングケアラーの実態把握による早期発

見と必要な支援につなげるため、福祉・

介護・医療・教育等が連携した包括的な

支援体制を整備 

保健福祉部 
医療的ケア児支援センタ

ー管理運営費 
14.7 

医療的ケア児支援法に基づき医療的ケア

児支援センターを設置 

商工労働観光部 
いわて移住・定住促進事

業費 
31.9 

本県への定住・交流人口の拡大を促進す

るため、相談窓口の運営やイベントの開

催等による市町村等と連携した全県的な

移住推進の取組を実施（補助率：定額、

補助対象：ＮＰＯ等） 
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部局名 事業名 予算額 事業内容 

商工労働観光部 いわてターン促進事業費 39.2 

本県へのＵ・Ｉターンを促進するため、

就職情報誌の発行や帰省者を対象とした

プロモーション、本県の魅力を紹介する

移住ガイドブックの作成等の取組を実施 

商工労働観光部 いわて暮らし応援事業費 125.5 

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促

進するため、ＡＩを活用した就職マッチ

ングの促進や企業の採用力強化に向けた

研修、Ｕ・Ｉターン者の移住に伴う経費

等の補助等の取組を実施（補助率：３/

４・定額、補助対象：市町村・移住者） 

商工労働観光部 
県外人材等Ｕ・Ｉターン

推進事業費 
7.9 

Ｕ・Ｉターン就職者の増加を図るため、

県外若手人材等に対し、本県で生活する

メリットをＰＲするとともに、求人情報

の提供や職業紹介等を実施 

商工労働観光部 いわて就業促進事業費 112.4 

県内就業の促進及びＵ・Ｉターンによる

県内企業の人材確保を推進するため、求

職者やＵ・Ｉターン希望者と企業とのマ

ッチングを支援するとともに、新たに若

者や女性向けのキャリア教育支援を実施

（補助率：１／２、補助対象：中小企業

など） 

商工労働観光部 
いわて働き方改革加速化

推進事業費 
110.3 

県内企業における働き方改革の促進と生

産性向上を両輪とした取組を推進してい

くため、労働環境の整備と処遇改善に向

けた取組への支援や中小企業者が行うテ

レワークの導入に要する経費の補助を実

施（補助率：定額、補助対象：中小企業

など） 

農林水産部 
いわて林業アカデミー運

営事業費 
49.6 

新たな林業就業者を確保するため、林業

に関する知識・技術を習得できる｢いわて

林業アカデミー｣を運営 

農林水産部 
いわて水産アカデミー運

営支援事業費 
3.4 

新たな漁業就業者を確保するため、生産

技術や経営手法を習得できる「いわて水

産アカデミー」の運営を支援 

農林水産部 
いわてニューファーマー

支援事業費 
594.1 

新規就農者の確保・定着を図るため、就

農前の研修や就農直後の経営確立のため

の資金を交付するほか、新たに経営発展
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部局名 事業名 予算額 事業内容 

に必要な機械・施設等の導入を支援（対

象者：就農希望者等、対象者数見込：250

名） 

農林水産部 新規就農総合対策事業費 12.9 

新規就農者の確保・育成を図るため、市

町村、農業団体等と連携し、就農促進活

動や新規就農者等を対象とした経営発展

段階に応じた農業研修等を実施するほ

か、新たに就農相談に対応する専門職員

を配置 

農林水産部 緑の青年就業準備給付金 24.2 

新たな林業就業者を確保するため、「い

わて林業アカデミー」の研修生に対し、

就業準備給付金を交付（対象者：いわて

林業アカデミー研修生、対象者数見込：

17 名） 

農林水産部 
農業農村関係人口拡大定

着支援事業費 
6.1 

本県の農業・農村における関係人口の拡

大を図るため、就農や農村での暮らしに

関する情報発信、農村体験モニターによ

る体験受入体制の整備を実施 

県土整備部 
住宅ストックリノベーシ

ョン事業費 
22.2 

県産木材を活用した岩手型住宅などの良

質な住宅ストックの形成を支援 

また、市町村の「空き家バンク」の利活

用の促進に向け、職員研修会の開催やマ

ニュアル整備を実施するとともに、若者

世代又は県外移住者の住宅取得を支援す

るため「空き家バンク」に登録された空

き家の取得・改修費を補助（補助率：定

額、補助対象：市町村） 

県土整備部 
県営住宅活用促進モデル

事業費 
2.5 

若者の住宅確保の支援と県営住宅のスト

ックの有効活用、団地及び地域の活性化

を図るため、通信環境を整備した県営住

宅を低廉な家賃で若者や県内企業に提供 

県土整備部 
いわてお試し居住体験事

業費 
10.9 

県営住宅ストックの有効活用を進めると

ともに、本県への移住定住の促進を図る

ため、家電等を整備した県営住宅を、県

外から移住定住を検討している方に一定

期間提供 
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部局名 事業名 予算額 事業内容 

教育委員会 
いわて幼児教育センター

運営費 
12.4 

幼児期における教育の質の向上を図るた

め、いわて幼児教育センターを新たに設

置し、市町村の幼児教育アドバイザーの

養成や訪問支援等を実施 

教育委員会 ネットワーク共創事業費 13.2 

小規模校における「高校魅力化」の取組

を全県に展開するため、外部人材の活用

による高校及び地域の「高校魅力化」の

取組支援、情報発信等を実施するととも

に、県外生の受入を推進 

教育委員会 探究共創事業費 16.6 

高校と自治体や地元企業・大学等が協働

し、地域や地域産業の持つ魅力や課題等

に触れながら探究的に学ぶ機会を共創す

る魅力ある学校づくりへの取組を推進 

県南広域振興局 
いわて県南移住定住総合

コーディネート事業費 
7.8 

分野を横断した取組や市町・関係団体等

との連携強化により、ものづくり産業が

集積し農業の一大生産地である県南地域

の強みを生かした人口減少対策を実施 

県北広域振興局 

働くなら北いわて、暮ら

すなら北いわて推進事業

費 

4.7 

若者や女性が安心して働き子育てできる

取組を推進するとともに、若者の地元就

職や移住定住に向けた取組を支援 

 

147



別表７ ＤＸ推進関連事業一覧 

（単位：百万円） 

部局名 事業名 予算額 事業内容 

政策企画部 

いわて県政広報事業費

（広聴広報デジタル強

化） 

5.9 

ＳＮＳ等による効果的な広聴広報を展開

するため、発信力向上に資する職員研修

等を実施するほか、ＳＮＳを活用したア

ンケートを実施 

総務部 
電子決裁・文書管理シス

テム運営費 
24.3 

働き方改革や適正な文書管理の推進を図

るため、電子決裁・文書管理システムの

運用保守を実施 

総務部 
情報システム最適化事業

費 
153.5 

業務の効率化を図るための基幹系業務シ

ステムの最適化に向けた調査等を実施す

るとともに、グループウェアシステムの

更新等を実施 

総務部 
いわて情報ハイウェイ整

備費 
327.8 

県の広域ネットワークシステム「いわて

情報ハイウェイ」の通信容量の増強等 

総務部 情報化設備整備費 58.4 
ＡＩやＲＰＡなどのＩＣＴを活用し、業

務の効率化や県民サービス向上を推進 

総務部 電子県庁運営費 683.1 

ＤＸ推進を図るための外部人材の任用や

行政基幹業務システムの運用保守等を実

施 

総務部 
県税業務デジタル化推進

整備事業費 
200.0 

業務の効率化を図るため県税システムの

更新を実施 

復興防災部 
沿岸地域基幹産業ＤＸ推

進事業費 
10.1 

沿岸地域の基幹産業である水産加工業の

高度化を図るため、事業者が行うＤＸ関

連の投資に対し市町村が補助する場合

に、当該市町村に対し補助を実施（補助

率：定額、補助対象：市町村） 

復興防災部 
災害時ドローン導入促進

事業費 
2.9 

県内市町村等の災害対応力を強化すると

ともに、消防団員や自主防災組織の役職

者等の二次被災リスクの軽減を図るた

め、県内市町村及び消防本部における大

規模災害時の避難誘導や捜索活動などへ

のドローン利用を促進 

148



部局名 事業名 予算額 事業内容 

ふるさと振興部 いわてデジタル化推進費 25.8 

本県におけるデジタル社会の実現に向

け、産学官金が連携したＤＸの取組の推

進やデジタル人材の育成等を実施 

ふるさと振興部 
市町村行政デジタル化支

援事業費 
5.5 

自治体ＤＸの着実な推進に向け、ＡＩ・

ＲＰＡ等の活用による県内市町村の行政

デジタル化の取組を支援 

ふるさと振興部 
携帯電話等エリア整備事

業費補助 
9.5 

携帯電話の利用可能地域の拡大を促進す

るため、市町村が実施する鉄塔施設等の

整備に要する経費を補助（補助率：1/2・

2/3、補助対象：市町村） 

ふるさと振興部 
５Ｇ等による地域課題解

決モデル構築推進費 
25.6 

本県が有する地域資源や特性を生かしな

がら、ローカル５Ｇ等を活用した地域課

題解決モデルの構築と展開に向けた取組

を実施 

文化スポーツ部 
文化施設ＤＸ利用促進事

業費 
1.2 

県民会館・公会堂の利用者の利便性の向

上及び利用者の拡大を図るため、予約シ

ステムを開発 

文化スポーツ部 
いわての文化国際交流推

進事業費 
6.5 

本県の文化資源を生かした映像の制作に

よる国内外への情報発信や、「マンガ」

を活用した海外との文化交流を実施 

文化スポーツ部 
スポーツ施設ＤＸ利用促

進事業費 
2.9 

県営スポーツ施設の利用者の利便性の向

上及び利用者の拡大を図るため、予約シ

ステムを開発 

文化スポーツ部 
スポーツアナリティクス

サポート事業費 
8.3 

本県選手の競技力向上を図るため、映像

データの活用を支援し、コーチングする

指導者を発掘・養成するとともに、効率

的かつ効果的な指導の普及を実施 

環境生活部 
シカ・イノシシ捕獲対策

事業費 
235.7 

シカ及びイノシシの生息域の拡大への対

応や農業被害等の防止のため、捕獲や早

池峰山周辺地域におけるシカ対策を実施

するほか、捕獲技術向上に向けた研修会

やＩＣＴの活用など効果的な捕獲方法の

導入に向けた取組を実施 

保健福祉部 
健幸づくりプロジェクト

推進費 
9.9 

医療等ビッグデータの分析結果等を活用

し、市町村支援や県民の行動変容を促す

情報発信等を実施 
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部局名 事業名 予算額 事業内容 

商工労働観光部 
ＡＩ人材育成・社会実証

推進事業費 
5.6 

高度なＡＩ人材の確保・育成に向けて、

専門的な教育講座や、企業の経営課題解

決を図る実践的な取組を展開するととも

に、ＡＩ技術の利活用に向けた社会実証

を推進（補助率：定額、補助対象：県内

高等教育機関） 

商工労働観光部 
三陸観光地域づくり推進

事業費 
37.1 

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域

の観光情報の発信や観光資源を生かした

周遊型滞在の仕組みづくりを行うととも

に、減少した観光需要を喚起するため、

教育旅行を対象とするバス運行支援を実

施（補助率：定額、補助対象：旅行会社） 

商工労働観光部 
北上川バレーＤＸ推進・

高度人材確保促進事業費 
108.3 

北上川流域の産業の高度化・高付加価値

化に向けて、ものづくり企業のデジタル

技術導入・活用支援や高度人材の育成・

確保、ＩＴ企業と県内ものづくり企業と

の取引促進等の取組を推進（補助率：定

額、補助対象：（公財）いわて産業振興

センターなど） 

商工労働観光部 
いわて働き方改革加速化

推進事業費 
110.3 

県内企業における働き方改革の促進と生

産性向上を両輪とした取組を推進してい

くため、労働環境の整備と処遇改善に向

けた取組への支援や中小企業者が行うテ

レワークの導入に要する経費の補助を実

施（補助率：定額、補助対象：中小企業

など） 

商工労働観光部 
中小企業デジタル化支援

ネットワーク事業費 
2.8 

中小企業のデジタル化に向けて、商工団

体や支援機関等が相互に連携して相談対

応力を高め、各種支援策の情報発信やマ

ッチング等を一貫して行う伴走支援体制

を構築（補助率：定額、補助対象：（公

財）いわて産業振興センター） 

商工労働観光部 
商業・サービス業ＤＸ導

入推進事業費 
3.2 

商業・サービス業のデジタル化を推進す

るため、普及啓発セミナーの開催や専門

家派遣等により、中小企業者のＤＸ推進

計画の策定を支援 
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部局名 事業名 予算額 事業内容 

商工労働観光部 
ものづくりＤＸシステム

導入支援強化事業費 
17.4 

県内ものづくり企業のＤＸを推進するた

め、県工業技術センターを活用し、高度

デジタル技術者の育成、デジタル技術に

よる生産の高度化や共同研究など、重点

的な企業支援を通じて、モデル事例の創

出を推進 

商工労働観光部 
買うなら岩手のものＥＣ

ビジネス展開事業費 
19.8 

デジタル技術を活用した地域産業の振興

を図るため、ネット通販への参入や取引

拡大の支援、オンラインを活用した接客

や商談の普及により販路拡大を推進 

商工労働観光部 
いわての新しい観光推進

体制整備事業費 
19.1 

地域が一体となり、観光で稼ぎ、潤う地

域づくりを進めるため、データ分析やマ

ーケティングを活用した観光コンテンツ

の造成や戦略的にプロモーションを行う

体制を整備 

農林水産部 
水田フル活用農業高度化

プロジェクト事業費 
115.0 

水田を活用した収益性の高い農業を確立

するため、主食用米から野菜や飼料用米

等への作付転換を促進するとともに、Ｉ

ＣＴの活用による労働生産性の高い経営

体を育成（助成単価：10a 当たり５千円

等、補助対象：地域農業再生協議会等） 

農林水産部 養殖業振興事業費 3.0 

養殖生産量の増大を図るため、新たにア

サリを対象に加え、養殖生産技術の開

発・普及を行うほか、意欲ある漁業者の

生産法人化や漁場利用の高度化など、漁

業生産の効率化を促進 

農林水産部 
いわてスマート農業推進

事業費 
4.1 

若者や女性にも魅力的で収益性の高い農

業経営を実現するため、ＩＣＴ等を活用

した「いわてスマート農業」を推進 

農林水産部 

北いわてスマート農業プ

ラットフォーム創造事業

費 

20.3 

北いわて型スマート農業技術の導入を促

進するため、県北農業研究所を拠点とし

て、農業者、研究機関、大学等によるプ

ラットフォームを構築し、自動走行農機

や環境制御に関する技術実証等を実施 

農林水産部 スマート林業推進事業費 4.4 

森林資源を活用し、林業の成長産業化を

実現するため、ＧＩＳやドローン等のス

マート林業技術を適切に活用できる人材
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部局名 事業名 予算額 事業内容 

の育成を推進 

農林水産部 
森林クラウドシステム整

備事業費 
112.7 

間伐などの適切な森林整備を進めていく

ため、最新の森林情報を関係者間で共有

できる森林クラウドシステムの導入や関

連データの整備を実施 

農林水産部 
さけ、ます海面養殖イノ

ベーション推進事業費 
4.8 

サケ・マス類の海面養殖の振興を図るた

め、ＩＣＴの導入や種苗の安定供給体制

の構築、県産オリジナルの海面養殖用種

苗の開発を推進 

農林水産部 
いきいき農村基盤整備事

業費補助 
57.0 

いきいきとした岩手の農業・農村を創り

上げていくため、中山間地域等の耕作条

件が不利な小規模農地等を対象とした簡

易な基盤整備に要する経費を補助（補助

率：定額等、補助対象：市町村等） 

農林水産部 
経営体育成基盤整備事業

費 
1,692.6 

地域の中心となる経営体の育成を図るた

め、ほ場の大区画化や排水改良など生産

基盤の整備と担い手への農地集積を一体

的に推進 

教育委員会 
確かな学力育成プラン推

進費 
11.4 

児童生徒の確かな学力を育成するため、

学力調査分析結果を活用し、各学校にお

いて検証改善サイクルを確立する取組を

訪問指導等により支援 

教育委員会 
遠隔教育ネットワーク構

築事業費 
5.7 

生徒のニーズに応じた質の高い教育の充

実を図るため、総合教育センターから小

規模校への教育課程内での授業配信を実

施 

教育委員会 
県立学校ＩＣＴ機器整備

事業費 
145.7 

県立学校における新型コロナウイルス感

染症対策の強化のため、無線ＬＡＮ環境

を特別教室等に追加整備 

教育委員会 
いわて学びの改革研究・

普及事業費 
32.3 

ＩＣＴ機器を活用した授業改善を図るた

め、大学と連携した実証研究を実施し、

その研究成果を全県に普及 

教育委員会 
市町村学校教育ＩＣＴ活

用促進事業費 
84.9 

県と市町村が連携して学校教育における

情報化を推進するため、ＧＩＧＡスクー

ル運営支援センターを設置するととも

に、ＩＣＴを効果的に活用した新たな学

びや、全県統一の統合型校務支援システ
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部局名 事業名 予算額 事業内容 

ムの導入検討等実施 

教育委員会 探究プログラム事業費 16.5 

理科、数学の学力向上と科学的思考力の

育成を図るため、探究プログラム重点校

における理数教科に関する探究的な学び

を推進 

教育委員会 
６０プラスプロジェクト

推進事業費 
3.0 

運動習慣、食習慣及び生活習慣の改善等

の一体的な取組推進やＩＣＴ機器等を活

用した保健管理、保健教育等に関する調

査研究を実施 

県南広域振興局 
北上川流域生産性向上対

策事業費 
8.0 

ＩｏＴ等の新技術の導入支援や生産現場

における実装化に向けた実証、ものづく

り人材の育成・確保の取組を実施 
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別表８ グリーン社会推進関連事業一覧 

（単位：百万円） 

部局名 事業名 予算額 事業内容 

復興防災部 
復興まちづくり支援事業

費 
0.8 

市町村が復興計画に基づく事業を実施す

るに当たって、必要に応じて市町村への

技術的な助言等を実施 

ふるさと振興部 
海洋エネルギー関連産業

創出推進事業費 
15.8 

沿岸地域における海洋エネルギーを活用

した新産業創出のため、洋上風力発電の

事業化に向けて関係者との合意形成や釜

石市沖海洋再生可能エネルギー実証フィ

ールドにおける波力発電装置の研究開発

の支援を実施 

環境生活部 
再生可能エネルギー導入

促進事業費 
23.2 

再生可能エネルギーの導入促進のため、

被災家屋等への太陽光発電の導入支援や

自立・分散型エネルギー供給システムの

構築に向けた取組支援、地域に根差した

再エネの立地促進などを実施（補助率：

定額、補助対象：東日本大震災津波によ

り、自ら居住していた家屋に被害を受け

た個人等） 

環境生活部 
循環型地域社会形成推進

事業費 
135.0 

県民、事業者、市町村等の各主体との連

携による３Ｒの促進、リサイクル製品の

開発等に取り組む事業者への支援等を実

施するほか、飲食店における食べ残しの

削減等の普及啓発を実施（補助率：1/3

～10/10、補助対象：県内に事業所を置

く事業者等） 

環境生活部 地球温暖化対策事業費 10.0 

温室効果ガス排出量の 2050 年実質ゼ

ロに向けた県民運動の展開、岩手県地球

温暖化防止活動推進センターを拠点とし

た普及啓発等を実施 

環境生活部 ゼロカーボン推進事業費 57.1 

「第２次岩手県地球温暖化対策実行計

画」に基づき、温室効果ガス排出量を総

合的に削減するため、家庭の省エネルギ

ー化促進、事業者への省エネルギー設備

導入補助のほか、県有施設の再エネ導入

等に向けた取組を実施（補助率：定額、

補助対象：中小事業者等） 
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部局名 事業名 予算額 事業内容 

環境生活部 
いわてグリーンライフ・

ポイント推進事業費 
5.1 

市町村が国の食とくらしの「グリーンラ

イフ・ポイント」推進事業を活用し、新

たなポイント制度の開発等を実施する場

合、ポイントの原資となる賞品代の一部

を支援 

環境生活部 

再生可能エネルギー利用

発電設備導入促進資金貸

付金 

1,062.0 

省エネルギー設備や再生可能エネルギー

設備の導入促進のため、設備設置資金等

への低利融資を実施 

環境生活部 
水素利活用による再生可

能エネルギー推進事業費 
11.5 

再生可能エネルギー由来の水素の利活用

推進や水素関連製品の普及促進、水素利

活用に関する県民や事業者等への理解促

進などに取り組むほか、水素関連産業の

可能性調査を実施 

環境生活部 
いわて水素モビリティ実

証事業費 
89.7 

水素ステーションの設置及び燃料電池自

動車の導入に対する支援等を実施（補助

率：1/6・定額、補助対象：事業者等） 

環境生活部 気候変動対策推進事業費 4.6 
気候変動対策への県民の関心と理解を深

めるための総合イベント等を開催 

農林水産部 
畜産基盤再編総合整備事

業費 
225.6 

畜産主要産地として発展が期待される地

域において、担い手育成を通じた畜産業

の構造改善を図るため、飼料基盤や施設

の整備に要する経費を補助（補助率：

5/10、補助対象：(公社)岩手県農業公社） 

農林水産部 

森林・林業・木材産業グ

リーン成長総合対策事業

費（施設等整備事業費補

助） 

73.7 

林業の成長産業化を図るため、木材加工

施設や高性能林業機械等の整備を支援

（補助率：定額、補助対象：市町村） 

農林水産部 

森林・林業・木材産業グ

リーン成長総合対策事業

費（林業機械リース支援

事業費補助） 

32.0 

林業の成長産業化を促進するため、リー

スによる高性能林業機械等の導入を支援

（補助率：定額、補助対象：市町村） 

農林水産部 

森林・林業・木材産業グ

リーン成長総合対策事業

費（間伐・路網・再造林

関係） 

880.0 

木材搬出コストの低減や森林資源の持続

的な利用を促進するため、森林組合等が

実施する主伐から再造林の一貫作業等に

要する経費を補助（補助率：定額、補助

対象：森林組合等） 
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部局名 事業名 予算額 事業内容 

農林水産部 
環境と共生する産地づく

り確立事業費 
162.7 

環境保全に効果の高い営農活動を進める

ため、化学合成農薬・化学肥料を低減し

た栽培技術や、高度なＧＡＰの導入を支

援（補助率：1/4 等、補助対象：農業者

等） 

農林水産部 
いわてみどりの食料シス

テム戦略推進事業費 
19.0 

「みどりの食料システム戦略」に基づく

持続可能な農法を推進するため、栽培体

系のグリーン化や有機農業の導入等を支

援（補助率：定額、補助対象：協議会等） 

農林水産部 森林整備事業費補助 525.6 

森林の有する多面的機能を持続的に発揮

させるため、市町村等が実施する森林経

営計画の認定森林等における再造林や間

伐等に要する経費を補助（補助率：4/10

等、補助対象：市町村等） 

農林水産部 水産環境整備事業費 60.0 
漁場生産力の向上を図るため、水産生物

の産卵・生息等の場となる藻場を造成 

農林水産部 
いわて木づかい住宅普及

促進事業費 
87.0 

県産木材の利用を促進するため、県産木

材を使用した住宅新築やリフォームに要

する経費を補助（ＪＡＳ材の活用等を対

象に上乗せ補助）（補助額：使用材積に

応じて 150 千円～、補助対象：施主） 

農林水産部 
いわての木があふれる空

間づくり事業費 
15.1 

県産木材利用の普及を図るため、多くの

県民が利用する民間商業施設等の県産木

材による木造化、木質化、木製品導入に

要する経費を補助（補助率：定額、補助

対象：県内に本店がある民間事業者） 

農林水産部 
需要創出・販路拡大事業

費 
6.6 

県産木材の販路拡大を図るため、全国規

模の木材製品展示商談会への出展支援な

どを実施するほか、県産木材の利用促進

を働きかけるＰＲイベントを開催 

農林水産部 
木造建築設計技術者等育

成・需要拡大事業費 
3.3 

県産木材の新たな需要創出を図るため、

県産木材活用住宅等のＰＲ、木造建築設

計技術者等の養成、木造建築アドバイザ

ーによる技術指導等を実施 

農林水産部 
県民参加の森林づくり促

進事業費 
30.7 

県民の森林づくりへの参加促進と森林保

全への理解醸成を図るため、県民による

森林環境保全活動を支援（補助率：
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部局名 事業名 予算額 事業内容 

10/10 等、補助対象：ＮＰＯ法人等） 

農林水産部 
いわて環境の森整備事業

費 
781.5 

森林の持つ公益的機能を持続的に発揮さ

せるため、公益上重要な森林において、

針葉樹と広葉樹の混交林化を進める強度

間伐や伐採跡地への植栽のほか、森林整

備に必要な作業道の開設や気象被害を受

けた森林の整備等を支援（補助率：

10/10 等、補助対象：林業事業体等） 

農林水産部 
木質バイオマス熱電利用

促進事業費 
1.9 

木質バイオマスの利用を促進するため、

フォーラムの開催やコーディネーターの

派遣のほか、熱利用の効率化を図るため

の調査等を実施 

県土整備部 
いわて住まいのカーボン

ニュートラル推進事業費 
15.4 

住宅部門からの温室効果ガスの削減と県

民の居住環境の改善を図るため、県内建

築事業者への技術支援及び既存住宅の省

エネ化に対する補助を実施（補助率：定

額、補助対象：住宅の所有者） 

県北広域振興局 
北いわて再生可能エネル

ギー推進事業費 
0.3 

北いわての豊富な再生可能エネルギーを

生かした地域づくりに向け理解を促進す

るため、管内学校等への出前授業を実施 
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別表９ 新型コロナウイルス感染症対策関連事業一覧 

 （単位：百万円） 

区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

感染拡

大防止

への対

応 

ふるさと振

興部 

新型コロナウイル

スワクチン接種市

町村輸送機能強化

事業費補助 

71.8 

市町村が実施する、ワクチン接種に係る国

庫補助の対象とならないタクシーを利用

した接種会場への輸送に要する経費を補

助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

 
ふるさと振

興部 

公立大学法人岩手

県立大学運営費交

付金 

3,814.1 

岩手県立大学の円滑な運営を確保するた

め、運営費交付金を交付し、教育や研究の

質の向上と地域貢献を推進 

 
文化スポー

ツ部 

いわて文化芸術活

動支援事業費補助 
12.0 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け

ている県内文化芸術団体等の活動継続・再

開に要する経費の一部を補助（補助率：

2/3・上限 150 万円、補助対象：県内文

化芸術団体等） 

 
文化スポー

ツ部 

文化施設ＤＸ利用

促進事業費 
1.2 

県民会館・公会堂の利用者の利便性の向上

及び利用者の拡大を図るため、予約システ

ムを開発 

 
文化スポー

ツ部 

スポーツ施設ＤＸ

利用促進事業費 
2.9 

県営スポーツ施設の利用者の利便性の向

上及び利用者の拡大を図るため、予約シス

テムを開発 

 
文化スポー

ツ部 

スポーツアナリテ

ィクスサポート事

業費 

8.3 

本県選手の競技力向上を図るため、映像デ

ータの活用を支援し、コーチングする指導

者を発掘・養成するとともに、効率的かつ

効果的な指導の普及を実施 

 保健福祉部 
分娩前感染症検査

費 
11.4 

基礎疾患又は強い不安を抱える妊婦が希

望する場合に、分娩前ＰＣＲ検査を受ける

ための費用を支援（補助率：定額、補助対

象：妊婦） 

 保健福祉部 

感染症予防費（ＰＣ

Ｒ検査、入院措置、

受診・相談センタ

ー） 

1,070.3 

医療機関等のＰＣＲ検査料や新型コロナ

ウイルス感染症患者の入院医療費等を負

担するとともに、有症状者の受診相談や一

般相談に適切に対応するため、受診・相談

センターを設置・運営 

 保健福祉部 
結核・感染症サーベ

イランス事業費 
399.9 

行政検査体制の充実を図るため、県環境保

健研究センター用の新型コロナウイルス

検査資器材等を購入 
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区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 保健福祉部 

感染症等健康危機

管理体制強化事業

費 

8.9 

新型コロナウイルス感染症による健康危

機管理に迅速・適切に対応するための疫学

専門チームを派遣するとともに、クラスタ

ー対策の研修会等を実施 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症入院施設

等確保事業費補助 

16,758.1 

新型コロナウイルス感染症患者用の病床

を確保する医療機関に対し病床確保に要

する経費を補助（補助率：定額、補助対象：

新型コロナウイルス感染症患者入院医療

機関等） 

 保健福祉部 
地域外来・検査セン

ター整備事業費 
58.0 

ＰＣＲ検査等を実施する地域外来・検査セ

ンターを設置 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症軽症者等

宿泊療養事業費 

4,356.6 
軽症の新型コロナウイルス感染症患者の

宿泊療養施設を確保 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症医療従事

者宿泊費補助 

78.6 

新型コロナウイルス感染症への対応によ

り、帰宅が困難な医療従事者のための宿泊

施設を借り上げる医療機関に対し、借上げ

に要する経費を補助（補助率：定額、補助

対象：新型コロナウイルス感染症患者入院

医療機関等） 

 保健福祉部 
入院医療提供体制

整備事業費 
55.5 

岩手県新型コロナウイルス感染症医療体

制検討委員会に入院搬送等調整班を設置

するほか、医師等医療従事者の派遣に要す

る経費を負担 

 保健福祉部 
医療機関再開等支

援事業費補助 
3.6 

新型コロナウイルス感染症の影響により

休業又は診療規模を縮小した医療機関の

継続・再開に要する経費を補助（補助率：

定額、補助対象：医療機関） 

 保健福祉部 
薬局再開支援等事

業費補助 
2.5 

新型コロナウイルス感染症の影響により

休業した薬局の再開・継続に要する経費を

補助（補助率：定額、補助対象：薬局） 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症対応看護

職員等派遣支援事

業費 

48.3 

新型コロナウイルス感染症のクラスター

が発生した県内医療機関に職員を派遣す

る医療機関に対し、職員派遣に要する経費

を補助（補助率：定額、補助対象：医療機

関） 

159



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 保健福祉部 
代診医派遣体制確

保事業費補助 
13.5 

新型コロナウイルスに感染した医師に代

わり診療を行う医師の派遣に要する経費

を補助（補助率：定額、補助対象：医療機

関） 

 保健福祉部 

新型インフルエン

ザ患者入院医療機

関等設備整備費補

助 

1,776.9 

医療機関が行う外来診療体制の拡充と入

院診療提供を行うために必要な資器材の

整備に要する経費を補助（補助率：定額、

補助対象：医療機関） 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症対応医療

従事者危険手当支

給費補助 

268.8 

新型コロナウイルス感染症入院患者受入

医療機関の負担軽減と医療従事者の待遇

向上のため、医療機関が行う危険手当支給

に要する経費を補助（補助率：定額、補助

対象：新型コロナウイルス感染症患者入院

医療機関） 

 保健福祉部 

保護施設等衛生環

境緊急確保事業費

補助 

2.1 

保護施設等に対し、感染者が発生した場合

等における消毒の実施に要する経費を補

助（補助率：定額、補助対象：保護施設） 

 保健福祉部 

保護施設等感染症

対策継続事業費補

助 

1.0 

保護施設等の事業継続を支援するため、施

設に勤務する職員の衛生管理や安全対策

等に要する経費を補助（補助率：定額、補

助対象：保護施設） 

 保健福祉部 
介護施設等応援職

員派遣調整事業費 
1.9 

介護施設等で新型コロナウイルス感染症

が発生した場合に備え、他の施設等から応

援職員を派遣する相互応援システムを構

築 

 保健福祉部 

介護施設等簡易陰

圧装置設置事業費

補助 

110.8 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の

リスクを低減するため、陰圧装置の設置や

簡易的なダクト工事等に要する経費を補

助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

 保健福祉部 

介護施設等多床室

個室化改修事業費

補助 

16.6 

新型コロナウイルスの感染が疑われる者

が複数発生した場合に備え、感染が疑われ

る者同士のスペースを空間的に分離する

ための多床室の個室化に要する経費を補

助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

 保健福祉部 

介護施設等ゾーニ

ング環境等整備事

業費補助 

62.0 

新型コロナウイルス感染症の発生時の対

応や感染拡大防止のため、生活空間等の区

分けを行うゾーニング環境等の整備に要

する経費を補助（補助率：定額、補助対象：
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市町村） 

 保健福祉部 

障害者支援施設等

応援職員派遣調整

事業費 

0.5 

障害者施設等で新型コロナウイルス感染

症が発生した場合に備え、他の施設から応

援職員を派遣する相互応援システムを構

築 

 保健福祉部 
妊産婦訪問支援事

業費 
0.5 

新型コロナウイルスに感染した妊産婦に

対し、助産師等が訪問等を行い、地域にお

いて健やかな育児ができるよう支援 

 保健福祉部 
保育対策総合支援

事業費 
28.0 

認可外保育施設において、新型コロナウイ

ルス感染症対策を図りながら保育を継続

的に実施していくために必要な経費や衛

生用品の購入等に必要な経費を補助（補助

率：定額、補助対象：認可外保育施設） 

 保健福祉部 
地域子ども・子育て

支援事業交付金 
81.2 

放課後児童クラブ等において、事業を継続

的に実施していくために必要な新型コロ

ナウイルス感染症対策の経費や衛生用品

の購入に必要な経費、ＩＣＴ化に要する経

費を補助 

 保健福祉部 

児童養護施設等衛

生環境緊急確保事

業費補助 

22.3 

児童養護施設等において、業務を継続的に

実施していくために必要な新型コロナウ

イルス感染症対策の経費や、衛生用品の購

入等に必要な経費を補助（補助率：定額、

補助対象：児童養護施設等） 

 保健福祉部 
旧中央児童相談所

管理運営費 
3.3 

福祉総合相談センター（旧中央児童相談所

分）において業務を継続するため、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大防止対策を実

施 

 保健福祉部 
児童相談所管理運

営費 
4.8 

一関児童相談所や宮古児童相談所におい

て業務を継続するため、新型コロナウイル

ス感染症の拡大防止対策を実施 

 保健福祉部 
杜陵学園管理運営

費 
30.4 

杜陵学園において業務を継続するため、新

型コロナウイルス感染症の拡大防止対策

を実施 

 保健福祉部 

医療的ケア児等感

染症対策支援事業

費補助 

10.5 

主な介護者が感染し、在宅でケアを受ける

ことができない医療的ケア児等を短期入

所事業所で受け入れるために必要となる

経費の補助を行うとともに、受入先に搬送

するまでの支援体制を整備（補助率：定額、
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補助対象：短期入所事業所等） 

 保健福祉部 
旧婦人相談所管理

運営費 
2.4 

福祉総合相談センター（婦人相談所分）に

おいて業務を継続するため、新型コロナウ

イルス感染症の拡大防止対策を実施 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

スワクチン接種体

制確保事業費 

4,101.7 
新型コロナウイルスワクチンの追加接種

のために必要な体制を確保 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症ＰＣＲ検

査促進等事業費 

2,210.1 

感染拡大の傾向がみられる場合に、県から

の要請により検査事業者が実施する検査

に要する費用を補助（補助率：定額、補助

対象：検査事業者） 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症対応県外

看護職員等派遣支

援事業 

27.4 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

伴い、県内の医療機関の看護職員による入

院医療体制の維持が困難となった場合、県

外の医療機関から看護職員を確保 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症対策保健

衛生人材確保事業

費 

60.5 

新型コロナウイルス感染症対策のため、保

健師等の専門職を会計年度任用職員とし

て任用し、保健所等の体制を強化 

 教育委員会 

新型コロナウイル

ス感染症対策スク

ールサポートスタ

ッフ配置事業費 

38.5 

新型コロナウイルス感染症対策業務が増

加している教職員を支援するため、スクー

ルサポートスタッフを配置 

 教育委員会 

公立幼稚園等緊急

環境整備事業費補

助 

4.0 

新型コロナウイルス感染症対策のため、市

町村が行う幼稚園等への保健衛生用品の

配布に要する経費を補助（補助率：1/2、

補助対象：市町村） 

 教育委員会 

全日制高等学校教

育活動継続環境整

備事業費 

126.5 
学校の実情に応じた新型コロナウイルス

感染症対策を実施 

 教育委員会 

特別支援学校教育

活動継続環境整備

事業費 

52.2 
学校の実情に応じた新型コロナウイルス

感染症対策を実施 

 教育委員会 

特別支援学校スク

ールバス感染症対

策支援事業費 

46.6 

特別支援学校のスクールバスにおける新

型コロナウイルス感染症の感染リスクの

低減を図るため、スクールバスの増便等を

実施 
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 教育委員会 
文化施設感染症予

防等事業費 
27.9 

新型コロナウイルス等の感染症対策のた

め、県立美術館の空調設備の改修を実施 

社会生

活・経済

活動を

支える

取組 

ふるさと振

興部 

三陸鉄道運営支援

対策費 
152.5 

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するた

め、関係市町村と連携し、設備の維持管理

等に要する経費の補助等を実施（補助率：

1/2、補助対象：三陸鉄道㈱） 

 
ふるさと振

興部 

三陸鉄道強化促進

協議会負担金 
24.6 

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するた

め、関係市町村と連携した利用促進に加

え、三鉄沿線地域の魅力発信と誘客拡大の

ための事業を実施 

 
ふるさと振

興部 

地域公共交通再

編・活性化推進事業

費 

33.1 

「岩手県地域公共交通網形成計画」に基づ

き、効率的で利便性の高い公共交通体系の

構築を図るとともに、市町村が実施する新

型コロナウイルス感染症の影響を受けた

地域公共交通ネットワークの再編等を支

援（補助率：1/2、補助対象：市町村） 

 
ふるさと振

興部 

いわて花巻空港利

用促進事業費 
131.4 

いわて花巻空港の航空需要の回復を図る

ため、国内線の利用促進等のほか、国際線

の早期運航再開や安定的な運航などに向

けた取組を推進するとともに、国際線を活

用した県北・沿岸地域へのインバウンド誘

客拡大の取組を実施 

 
ふるさと振

興部 
地域経営推進費 450.0 

広域振興局が各地域の地域振興や復興状

況に応じた課題解決に向け、きめ細かな事

業を実施するとともに、現場主義に立脚し

た完結性の高い広域行政等に向けた市町

村の取組を支援 

 環境生活部 
飲食店感染対策推

進事業費 
188.9 

飲食店における新型コロナウイルス感染

症拡大防止対策をより一層進めるため、認

証制度を通じて感染対策を徹底するとと

もに、認証店の利用促進等に向けた取組を

実施 

 環境生活部 

女性のためのつな

がりサポート事業

費 

15.8 

新型コロナウイルス感染症拡大による孤

独・孤立で不安を抱える女性を支援するた

め、相談体制の整備、居場所づくり、女性

用品の配付を実施 
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 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症こころの

ケア体制整備事業

費 

0.5 

新型コロナウイルス感染症による県民の

不安やストレスの軽減、うつ病等精神疾患

の発症を予防するため、県精神保健福祉セ

ンターに相談員を配置 

 保健福祉部 自殺対策事業費 34.3 

新型コロナウイルス感染症対策として相

談体制の充実を図る民間団体や市町村へ

の補助のほか、働き盛り世代への対策強化

として、職域団体等へのゲートキーパー研

修を強化（補助率：3/4・10/10、補助

対象：市町村等） 

 保健福祉部 
生活福祉資金貸付

事業推進費補助 
114.1 

岩手県社会福祉協議会に対して特例貸付

（新型コロナウイルス感染症の影響によ

る休業等により収入が減少した世帯を対

象）の実施に要する経費を補助（補助率：

定額、補助対象：岩手県社会福祉協議会） 

 保健福祉部 

生活困窮者自立支

援事業費（住居確保

給付金） 

0.9 

新型コロナウイルス感染症の影響による

離職や休業等に伴う収入減により経済的

に困窮し、住居を喪失した又はそのおそれ

がある者に対し、住居確保給付金を支給

（対象件数見込：11 件（町村分）） 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症生活困窮

者自立支援金給付

事業費 

34.9 

新型コロナウイルス感染症の影響の長期

化に伴い、総合支援資金等の特例貸付を終

了した世帯等に対し、新型コロナウイルス

感染症生活困窮者自立支援金を支給 

 保健福祉部 

緊急時介護人材確

保、職場環境復旧等

支援事業費補助 

21.3 

介護サービスを継続して提供できるよう、

通常の介護サービスの提供時では想定さ

れない、かかり増し経費等に対し補助（補

助率：定額、補助対象：新型コロナウイル

ス感染者が発生した又は濃厚接触者に対

応した介護サービス事業所・施設等） 

 保健福祉部 
障がい福祉サービ

ス支援事業費補助 
2.6 

新型コロナウイルス感染症対策を図りな

がら障害福祉サービス等を継続して提供

できるよう、通常の障害福祉サービスの提

供時では想定されないかかり増し経費等

を補助（補助率：定額、補助対象：社会福

祉法人等） 

 保健福祉部 
介護ロボット等導

入支援事業費 
152.1 

新型コロナウイルス感染症対応で業務負

荷が増えている介護職員の更なる負担軽
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減や業務効率化を図るため、介護ロボット

等の導入のほか、効果的な導入計画策定等

に係る経費を補助（補助率：定額、補助対

象：介護施設・事業所） 

 保健福祉部 
児童相談所一時保

護費 
13.2 

児童相談所一時保護所において、保護者等

が感染により不在となった濃厚接触児童

を一時保護する場合に対応するための体

制を強化 

 
商工労働観

光部 

北上川バレーＤＸ

推進・高度人材確保

促進事業費 

108.3 

北上川流域の産業の高度化・高付加価値化

に向けて、ものづくり企業のデジタル技術

導入・活用支援や高度人材の育成・確保、

ＩＴ企業と県内ものづくり企業との取引

促進等の取組を推進（補助率：定額、補助

対象：（公財）いわて産業振興センターな

ど） 

 
商工労働観

光部 

いわて移住・定住促

進事業費 
31.9 

本県への定住・交流人口の拡大を促進する

ため、相談窓口の運営やイベントの開催等

による市町村等と連携した全県的な移住

推進の取組を実施（補助率：定額、補助対

象：ＮＰＯ等） 

 
商工労働観

光部 

いわて暮らし応援

事業費 
125.5 

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進

するため、ＡＩを活用した就職マッチング

の促進や企業の採用力強化に向けた研修、

Ｕ・Ｉターン者の移住に伴う経費等の補助

等の取組を実施（補助率：３/４・定額、

補助対象：市町村・移住者） 

 
商工労働観

光部 

地域就職氷河期世

代支援加速化事業

費 

25.5 

就職氷河期世代の就職や正社員化等の支

援を強化するため、相談窓口の対応時間の

延長や市町村の取組に対する支援等を行

うとともに、新たにキャリアアップのため

のセミナー等を開催 

 
商工労働観

光部 

事業継続伴走型支

援事業費補助 
141.4 

中小企業者の新しい生活様式に対応した

ビジネスモデルの構築や生産性の向上の

取組を効果的に進めるため、経営支援スタ

ッフの配置、専門家派遣や事業間連携に要

する経費を補助（補助率：定額、補助対象：

商工指導団体等） 
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区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 
商工労働観

光部 

新型コロナウイル

ス感染症対策資金

貸付金 

31,569.3 

新型コロナウイルス感染症により事業活

動に支障が生じている場合に、中小企業者

の事業継続に必要な資金を貸付 

 
商工労働観

光部 

新型コロナウイル

ス感染症対策資金

保証料補給補助 

968.6 

中小企業者が新型コロナウイルス感染症

対策資金の貸付を受けた場合の信用保証

料の事業者負担分の一部を補給 

 
商工労働観

光部 

飲食店・商店街利用

促進費補助 
25.0 

民間事業者が行う飲食店や商店街の利用

を促進する事業に要する経費の一部を補

助（補助率：定額、補助対象：民間事業者） 

 
商工労働観

光部 

買うなら岩手のも

のＥＣビジネス展

開事業費 

19.8 

デジタル技術を活用した地域産業の振興

を図るため、ネット通販への参入や取引拡

大の支援、オンラインを活用した接客や商

談の普及により販路拡大を推進 

 
商工労働観

光部 

三陸観光地域づく

り推進事業費 
37.1 

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域の

観光情報の発信や観光資源を生かした周

遊型滞在の仕組みづくりを行うとともに、

減少した観光需要を喚起するため、教育旅

行を対象とするバス運行支援を実施（補助

率：定額、補助対象：旅行会社） 

 
商工労働観

光部 

北東北三県観光立

県推進協議会負担

金 

12.3 

北東北の広域観光を推進するため、関係機

関と連携した誘客・宣伝活動等を行うとと

もに、令和４年７月から９月に実施される

ＪＲ東日本重点販売地域指定に合わせ観

光キャンペーンを実施 

 
商工労働観

光部 

いわてインバウン

ド推進事業費 
20.6 

海外からの誘客を促進するため、受入態勢

整備や情報発信等を推進 

 
商工労働観

光部 

いわての新しい観

光推進体制整備事

業費 

19.1 

地域が一体となり、観光で稼ぎ、潤う地域

づくりを進めるため、データ分析やマーケ

ティングを活用した観光コンテンツの造

成や戦略的にプロモーションを行う体制

を整備 

 農林水産部 

水田フル活用農業

高度化プロジェク

ト事業費 

115.0 

水田を活用した収益性の高い農業を確立

するため、主食用米から野菜や飼料用米等

への作付転換を促進するとともに、ＩＣＴ

の活用による労働生産性の高い経営体を

育成（助成単価：10a 当たり５千円等、

補助対象：地域農業再生協議会等） 
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 農林水産部 

日本一の美味しい

お米の国づくり推

進事業費 

62.4 

県オリジナル水稲品種を核とした県産米

のブランド確立に向けて、高品質・良食味

安定生産の推進、販路の開拓、米消費拡大

及び消費者の評価・認知度の向上の取組を

実施 

 教育委員会 

スクールソーシャ

ルワーカー配置事

業費 

16.5 

学校、家庭及び関係機関等の連携・調整や

児童生徒が置かれている環境の改善に関

する支援・指導のため、教育事務所にスク

ールソーシャルワーカーを配置 

 
盛岡広域振

興局 

もりおか広域食関

連産業等販路開拓

支援事業費 

5.4 

飲食店の売上げ回復と、食産業・工芸産業

を中心とする商品の国内外への販路拡大

を支援 

新しい

「働き

方」「暮

らし」

「学び」

を進め

る取組 

総務部 電子県庁運営費 683.1 

ＤＸ推進を図るための外部人材の任用や

行政基幹業務システムの運用保守等を実

施 

ふるさと振

興部 

私立学校運営費補

助 

3,432.4 

 

私立学校の安定的な教育環境の確保を図

るため、学校運営等に要する経費の一部を

補助するとともに、新型コロナウイルス感

染症対策として遠隔授業やＩＣＴを活用

した教育の実施に要する経費の一部を補

助（補助率：定額、補助対象：学校法人等） 

 
ふるさと振

興部 

公立大学法人岩手

県立大学施設等整

備費補助 

554.8 

岩手県立大学の施設の長寿命化等を図る

ため、施設等整備に要する経費の一部を補

助（補助率：定額、補助対象：公立大学法

人岩手県立大学） 

 

ふるさと振

興部 
いわてデジタル化

推進費 
25.8 

本県におけるデジタル社会の実現に向け、

産学官金が連携したＤＸの取組の推進や

デジタル人材の育成等を実施 

 

ふるさと振

興部 
市町村行政デジタ

ル化支援事業費 
5.5 

自治体ＤＸの着実な推進に向け、ＡＩ・Ｒ

ＰＡ等の活用による県内市町村の行政デ

ジタル化の取組を支援 

 

ふるさと振

興部 
５Ｇ等による地域

課題解決モデル構

築推進費 

25.6 

本県が有する地域資源や特性を生かしな

がら、ローカル５Ｇ等を活用した地域課題

解決モデルの構築と展開に向けた取組を

実施 

 環境生活部 
事業型ＮＰＯ育成

事業費 
3.9 

ＮＰＯ等の安定的な運営を支援するため、

ＮＰＯ等に対し、活動資金確保等に関する

研修会や、「新しい生活様式」に対応する

167



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

ため活動のオンライン化に向けた、技術習

得の支援を実施 

 
商工労働観

光部 

いわて働き方改革

加速化推進事業費 
110.3 

県内企業における働き方改革の促進と生

産性向上を両輪とした取組を推進してい

くため、労働環境の整備と処遇改善に向け

た取組への支援や中小企業者が行うテレ

ワークの導入に要する経費の補助を実施

（補助率：定額、補助対象：中小企業など） 

 教育委員会 
県立学校ＩＣＴ機

器整備事業費 
145.7 

県立学校における新型コロナウイルス感

染症対策の強化のため、無線ＬＡＮ環境を

特別教室等に追加整備 

 教育委員会 

市町村学校教育Ｉ

ＣＴ活用促進事業

費 

84.9 

県と市町村が連携して学校教育における

情報化を推進するため、ＧＩＧＡスクール

運営支援センターを設置するとともに、Ｉ

ＣＴを効果的に活用した新たな学びや、全

県統一の統合型校務支援システムの導入

検討等実施 

 教育委員会 
６０プラスプロジ

ェクト推進事業費 
3.0 

運動習慣、食習慣及び生活習慣の改善等の

一体的な取組を推進し、ＩＣＴ機器等を活

用した保健管理、保健教育等に関する調査

研究を実施 

 教育委員会 

公立幼稚園等ＩＣ

Ｔ環境整備事業費

補助 

7.5 

新型コロナウイルス感染症対策として、市

町村が行う市町村立幼稚園等における園

務を改善するためのＩＣＴ環境整備に要

する経費を補助（補助率：3/4、補助対象：

市町村） 
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